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１ グループウェア（kintone）を用いた連絡方法への移行について 

 
 

（１）  概要  

グループウェア（kintone）の導入の御案内し、御協力いただいた結果、横浜

市内の保育・教育施設等の kintone のアカウント登録を完了することができ

ました。 

   つきましては、御案内させていただいていたとおり、横浜市の関係課から保

育・教育施設等への通知等について、連絡方法を変更します。 

 

（２） 変更内容  

令和５年１月 12 日以降の横浜市から保育・教育施設等への通知等は原則

メール、FAX 及び郵送（以下メール等）を取りやめ、kintone のみでの通知に

させていただきます。 

 

（３） 対象施設  

横浜市内の幼稚園、認定こども園、認可保育所、市立保育所、地域型保育

事業、横浜保育室、及び届出済の認可外保育施設（施設型のみ） 

※幼稚園は令和５年４月１0 日 （月）まで、メール等と kintone での通知を

併用します。 

 

（４） 対象通知等  

横浜市こども青少年局保育・教育部各課および各区こども家庭支援課から

の、施設全般向けの通知等  

 

（５） その他  

今後、個別のメールを差し上げる際は kintone に御登録いただいているメ

ールアドレス宛に御連絡を差し上げます。ご承諾くださいますようお願い申し上

げます。 
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こ保運第 1254 号  
令和４年 12 月１日  

保育・教育施設 設置者様 
施設長・園長 様 

こども青少年局保育・教育運営課担当課長  
 

グループウェア（kintone）を用いた連絡方法への移行について（依頼） 

 日頃より横浜市の保育・教育行政にご協力くださり、誠にありがとうございます。 
 また、先般はグループウェア kintone（以下 kintone）の導入に当たり様々な御協力をい
ただき感謝申し上げます。 
御協力いただいた結果、横浜市内の保育・教育施設の kintone のアカウント登録を完了

することができました。 
 つきましては、kintone 導入にあたり御案内させていただいていたとおり、横浜市の関
係課から保育・教育施設への通知等について、次のとおり連絡方法を変更いたしますので
御協力くださいますようお願いいたします。 
  
１ 変更内容 

現在、横浜市から保育・教育施設全般への通知等はメール、FAX及び郵送（以下メー
ル等）と kintone の併用となっておりますが、令和５年１月 10日（火）をもってメール
等での通知等を終了し kintoneのみでの通知にさせていただきます。 
・これにより、過去の通知をカテゴリー別に探しやすくなるほか、添付資料のダウン
ロード期限が過ぎて確認できない、等の状況が改善されます。 

・個別施設への連絡は、従来通りメール等での運用を継続します。 
 
２ 対象施設  
  横浜市内の認定こども園、認可保育所、市立保育所、地域型保育事業、横浜保育室、
及び届出済の認可外保育施設（施設型のみ） 
 

３ 対象通知等 
  横浜市こども青少年局保育・教育部各課および各区こども家庭支援課からの、施設全
般向けの通知等 

 
４ 施設の皆様へのお願い 
  kintone を通じて横浜市から通知を行った場合、ご登録のメールアドレスに kintone か
ら連絡が入ります。その際はすみやかに kintone にアクセスし通知のご確認をお願いし
ます。 

 
担当 こども青少年局保育・教育運営課 高橋 伊藤  

TEL：045-671-3564  
 E-mail: kd-uneishidou@city.yokohama.jp
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こ 保 運 第 1530 号  
令和５年１月 18日 

私立幼稚園 園長・設置者様 
施設長・園長 様 

こども青少年局保育・教育運営課長  
 

幼稚園に対するグループウェア（kintone）を用いた連絡方法への移行について（通知） 
 

 日頃より横浜市の教育・保育行政にご協力くださり、誠にありがとうございます。 
 また、先般はグループウェア kintone（以下 kintone）の導入に当たり様々な御協力をいただき感謝申し
上げます。 
御協力いただいた結果、横浜市内の保育・教育施設の kintone のアカウント登録を完了することができま

した。市内の保育所等、認定こども園に関しましては、令和５年１月 10 日（火）をもってメール等での通
知等を終了しそれ以降は、kintone のみでの通知にさせていただいています。 
一方、幼稚園に関しましては、kintone 導入開始からの期間が短く、「慣れるまでは、従来の連絡方法も

併用して欲しい」というご要望をいただいております。 
そこで、幼稚園に対しては、令和５年４月 10 日までは従来のメール等による連絡と kintoneによる通

知を併用することとし令和５年４月 11日（火）から、kintoneのみでの通知とさせていただきます。 
 

  
１ 令和５年４月 11 日からの変更内容 

現在、横浜市から保育・教育施設全般への通知等はメール、FAX及び郵送（以下メール等）と kintone
の併用となっておりますが、令和５年４月 10日（月）をもってメール等での通知等を終了し、翌日から
は kintoneのみでの通知とさせていただきます。 
・過去の通知をカテゴリー別に探しやすくなるほか、添付資料のダウンロード期限が過ぎて確認でき
ない、等の状況が改善されます。 

・各園への個別の連絡は、従来通りメール等での運用を継続します。 
 
２ 対象施設  
  横浜市内の幼稚園（施設型給付園、私学助成幼稚園） 

※認定こども園、保育所等については、令和５年１月 11 日から kintoneのみでの通知の運用を開始し
ています。 
 

３ 対象通知等 
  横浜市こども青少年局保育・教育部各課および各区こども家庭支援課からの全体向けの通知等 
 
４ 各園の皆様へのお願い 
  kintone を通じて横浜市から通知を行った場合、ご登録のメールアドレスに kintone から連絡が入りま
す。その際はすみやかに kintoneにアクセスし通知のご確認をお願いします。 

 
 

<問合せ先> 

＜幼稚園に対する通知全般について＞ 
保育・教育運営課幼児教育係 杉浦、木幡 
TEL：045-671-2085 
E-mail: kd-yojikyoiku@city.yokohama.jp 

 

＜kintoneの操作に関して＞ 
保育・教育運営課 武田、伊藤  
TEL：045-671-3564  
E-mail: kd-uneishidou@city.yokohama.jp 
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信 頼 
される 運営のために 

よりよい保育を目指して 

子どものことを思ってしたつもりのことでも、“子どもの最善の利益”や

“人権擁護”の観点が欠けていると、不適切保育になってしまうことがあり

ます。 

「よりよい保育のためのチェックリスト」（横浜市作成）等を活用して日々

の保育を振り返る、職員の皆さんで対応方法を検討する機会を設ける、外部

の研修を受講するなどして、不適切保育の防止に留まらず、よりよい保育の

実現のための取組をお願いします。 
 

保護者から利用申込みを受けた時は、保

育を提供する必要があります（応諾義務）。 
 

以下のような理由で預からないのは × 

・就労要件で認定が出ているから、他の理

由では預からない。 

・土曜日に働いていることが分かる証明

書の提出がない場合、平日しか預からな

い。 

・加配が必要な子の対応のために雇った

職員がお休みの日は、その子を預からな

い。 

 

る か 預 開 園 日

食 給 職

 

員

 

配

 

置

 

日曜日、祝日、12 月 29 日～1 月 3 日

以外の日は、開園して保育を提供する必要

があります。開園記念日等園独自の休日

を設けることは × です。 

 

なお、お子さまが全員帰った後や、お子

さまが一人も来ない日については、職員が

園にいる必要はありません。ただし急な利

用希望にも対応できるよう、保護者から園

職員へ連絡がとれる体制にしてください。 

 

土曜日も含めて、園で調理した給食を提

供してください。 

調理設備の故障等、やむを得ない理由で

給食が提供できない場合は、仕出し弁当を

手配してください。それもできない場合に

は、保護者の同意を取ったうえでお弁当持

参を依頼することも可とします。 

※調理設備の点検や調理担当者の休み等

を理由に、お弁当持参を依頼することはで

きません。 

 

お子さまがいる時間帯は、横浜市が定め

る職員配置基準を常に満たしてください。   

また、基準を満たしたうえで、子どもや

職員の特性等、園の状況に応じた配置と

し、安全な保育が実施できる体制を整えて

ください。特に朝夕の時間帯は注意が必

要です。 

なお、施設長は原則として子どもを保育

するための人員としてカウントできませ

んのでご注意ください。 

 

保 育 施 設 
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保護者・近隣との関係づくり 

安心・安全・安定した保育を行うためには、保護者や近隣との良好な関係作りが必要不

可欠です。園に対するご意見やご要望があった場合、まずは丁寧に受け止めてください。

そのうえで、対応ができることと、対応できないことを整理して、保護者等の気持ちに配

慮した表現で伝えてください。 

「聴く」姿勢を見せなかったり、人によって対応が変わると保護者の不信感につなが

ります。職員個人任せにせず、組織として対応することを心掛けてください。 

保護者対応で判断に迷うことがあれば、臨床心理士や弁護士に相談することも有効な

手段です。 

行事などで普段よりも大きな音が出ることが見込まれる場合には、事前に説明するな

ど、近隣住民への配慮も大切です。 

 

金

 

銭

 

適

 

切

 

職

 

員

 

大

 

切

 

に は を に 

給付費の請求は適正に行ってください。 

なお、保育に必要な経費は給付費等に含

まれています。保護者から利用料以外の料

金を徴収する場合は、個人所有の日用品等

「保護者に負担させることが適当と認め

られるもの」に限り“実費”徴収が可能で

す。この場合、必ず重要事項説明書に記載

のうえ、保護者へ丁寧に説明して同意を得

てください。 

 

令和４年４月から、パワーハラスメント

防止措置が全ての事業主の義務となりま

した。 

大事なお子さまを保育するのは、保育士

等の職員です。職員を大切にしないと良い

保育は実現できません。 

風通しの良い職場環境ですか？職員の

相談先はありますか？退職者が続く場合、

理由は把握できていますか？大きなトラ

ブルになる前に、現場の変化に気付けるよ

う心がけましょう。 

 

故 事 薬 与

次のいずれかに該当する場合は、区役所

こども家庭支援課に事故報告書を提出し

てください。 

 

①死亡事故 ②重傷事故（全治 30 日以

上の負傷や意識不明） ③置き去り・行方

不明 ④不審者の侵入・盗難 ⑤市・区・

園のいずれかが報告を必要と判断した場

合（保護者とのトラブルに発展しそうな場

合等） 

 

 

原則、保育所ではお子さまに薬を与える

（与薬）ことはできません。 

ただし、保育中に与薬することがやむを

得ない場合に限り、必要かつ最小限の与薬

が可能です。この場合、保護者が記入する

「与薬依頼書」と医師が記入する「主治医

意見書」が必要です。 

なお、虫よけスプレーや日焼け止めも与

薬に該当します。 

 

5



2

→

6



3

4

7



12 29

5

•
•

6

8



7

8

9



9

10

10



11

12

11



13

14

12



15

•

16

•

13



17

18

14



15



16



0

10

20

30

40

50

60

17



12

8

1 1 1 2

4

2
2

1 1
1

5

42 1
11

3

1

1

1 2 1

1

1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
12

1917

12

10
4

3
3

2
1

12

0 2 4 6 8 10 12 14

18



19



20



21



22



23



24



25



 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

26



27



 

 

 

 
 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

28



29



30



31



32



33



(
…

)

(
)

SI
D

S

(
…

(
)))))

1
2

1
2

D
SSSSSSSSSSSSSSSSS

34



35



36



37



38



39



40



 

 

 

28 31 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1352254.htm 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/hoiku/index.html 

41



 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



４ 研修等 

研修について 
○ 保育・教育支援課が開催する研修は、全て横浜市ウェブサイトでご案内します。 

○ 研修等の情報は「保育・教育の質向上 NEWS」で随時、横浜市ウェブサイト・グルー

プウェア（kintone・キントーン)でお知らせします。 

◎ 保育・教育支援課ウェブサイトでの主な掲載内容 

① 横浜市保育・教育施設職員等研修事業ウェブサイト 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shitukoujou/kenshu/20190401092636300.html 

（１） 保育・教育の質向上 NEWS  （２） 年間予定表 

（３） 開催要項・申込みフォーム入口 

② 情報提供ウェブサイト 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shitukoujou/kenshu/20190401173725487.html 

（１） 他機関が開催する研修情報   （２）横浜市と昭和女子大学の協定 

 

○ 研修の申込みは、上記①ウェブサイトからアクセスし専用フォームからお申し込みく

ださい。施設区分・園名・氏名・メールアドレス等の情報を正確に入力してください。 

申し込みは「8 桁の申込番号」が発行されて終了となります。 

なお、研修の申込みには、事業者として事前登録が必要です。次の URL にアクセス 

し、新規登録 ＞ 事業者として登録する へ進み、登録手続きを行ってください。 

［事前登録］横浜市電子申請・届出システム ウェブサイト 
https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/portal/home 

 

○各区で実施する研修については、ネットワーク事務局園からお知らせします。 

 

 

「よこはま☆保育・教育宣言～乳幼児の心もちを大切に～」ウェブサイトでは、『よこ

はま☆保育・教育宣言』の理解を深めていただくために、「ブックレットを活用した園内

研修」の事例動画を YouTube で公開しています。ご活用ください。 

 

「よこはま☆保育・教育宣言～乳幼児の心もちを大切に～」ウェブサイト 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shitukoujou/sengen-ikenbosyuu.html 
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横浜市保育所児童保育要録取扱要綱 

制  定 平成 21年 2月 20日 こ保運第 2423号（局長決裁） 

                 最近改正 令和４年 12月 20日 こ保支 1871号（局長決裁） 

                           

（目 的） 

第１条 この要綱は、別に定めるものを除き、横浜市の保育所において、保育所保育指針（平成 29

年厚生労働省告示第 117号）の定める「保育所に入所している子どもの就学に際し、市町村の支援

の下に、子どもの育ちを支えるための資料(以下「保育所児童保育要録」という。)」に関し必要な

事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第２条 この要綱に定める用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 保育所児童保育要録 

保育所保育指針（平成 29年厚生労働省告示第 117号）の定める「保育所に入所している子ども

の就学に際し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支えるための資料」をいう。 

(2) 保育所 

児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 39条の規定に基づき、保育を必要とする乳児・幼児

を日々保護者の下から通わせ保育を行うことを目的とする児童福祉施設をいう。 

(3) 施設長  

保育所の長をいう。 

(4) 小学校  

学校教育法（昭和 22年法律第 22号）第１条を規定する小学校、義務教育学校及び特別支援学

校をいう。 

  

（対象児童） 

第３条 保育所児童保育要録を作成する対象児童は、翌年度小学校に入学する児童で、３月１日に当

該保育所に在籍見込みの児童とする。 

 

（作成者） 

第４条 保育所児童保育要録は、施設長の責任の下、担当の保育士が記入し作成することとする。 

 

（記載する事項及び様式） 

第５条 保育所児童保育要録に記載する事項は次のとおりとする。 

(1)  児童氏名、性別、生年月日及び現住所 

(2)  保護者の氏名及び現住所 

(3)  児童の保育期間（入所及び卒所月日） 

(4)  児童の就学先（小学校名） 

(5)  保育所名及び所在地 

(6)  施設長及び担当保育士氏名 

(7)  保育に関する記録 
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２ 保育所児童保育要録の様式は、別添のとおりとする。 

 

（送付時期及び送付方法） 

第６条 施設長は、作成した保育所児童保育要録の写しを、遅くとも対象児童が小学校に入学する年

の３月１０日ごろまでに小学校長に届くようにすることとする。その際、個人情報を含む書類であ

ることから、各保育所は直接交付や簡易書留郵便など確実な方法で小学校長に届けることとする。 

 

（保存期間） 

第７条 保育所児童保育要録の原本は、当該児童が小学校を卒業するまでの間、施設長が保存するこ

ととする。 

 

（個人情報の保護） 

第８条  施設長は、保育所児童保育要録を個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）の 

規定に従って、適切に扱わなければならない。 

 

（保護者への周知） 

第９条 施設長は、保育所児童保育要録の制度について、入所時や懇談会等を通して、保護者に周知

しなければならない。  

 

（小学校との連携） 

第 10条 施設長は、児童の就学に際する情報の共有化を図るために、小学校と積極的な連携に努める

ものとする。 

 

（委任） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、保育所児童保育要録の作成に必要な事項は、こども青少年局

保育・教育支援課長が定める。 

 

附 則 

 この要綱は平成 21年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成 23年 12月 26日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成 30年 4月 20日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年 12月 20日から施行する。 
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記入日：　　　年　　　　月　　　日

ふりがな

氏　名

ふりがな

氏　名

入　所 卒　所

（修正：　　　年　　　月　　　日）

担当保育士
  氏   名

保育所名
及び所在地

（保育所名）

就学先

施　 設　 長
  氏     名

（保育所所在地）〒
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　（　　　　）

　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　　年　　　　月　　　　日

横浜市保育所児童保育要録（入所に関する記録）

児　童

性　別

生年月日　　　　　　年　　　　月　　　　日生

現住所

保護者

現住所
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横浜市保育所児童保育要録の取扱い・記入について 

令和４年 12 月 20 日改訂 
                    横浜市こども青少年局保育・教育支援課 

 
１ 保育所児童保育要録の趣旨 
  保育所児童保育要録（以下「保育要録」という。）は「保育所での子どもの育ちをそれ

以降の生活や学びへとつなげていく」、「小学校において子どもの育ちを支え、子どもの

理解を助ける」という期待から、保育所生活を通して子どもが育ってきた過程を振り返

り、その姿や発達の状況を簡潔にまとめたものです。子どもの最善の利益を考慮し、保

育所から小学校へ子どもの可能性を受け渡していくものであると認識することが大切で

す。                                   
 
２ 対象児童、送付時期・方法、修正について 
 （１）対象児童 

翌年度小学校に入学する児童で、３月１日に保育所に在籍見込みの児童 
（２）作成、送付時期及び方法 

施設長の責任の下、担当の保育士が記載します。 
施設長は作成した保育要録の写しを遅くとも３月 10日ごろまでに各小学校長に届

くように送付します。 
個人情報を含む書類であることから、各保育所は送付書を添え、直接交付（手渡

し）や簡易書留郵便など確実な方法で各小学校に届け、受領書を受け取ります。（受

け渡しは代理も可とします。受領書は各学校で作成します。） 
（３）修正 

ア 子どもの状況が変わった場合 
提出日から３月 31 日までの間に、子どもの状況等について、小学校へ伝えるべき

重要な変化（家庭の状況や健康状態等）があった場合には、施設長は原本に追記・

修正したもの（追記・修正日を記入）の写しを小学校長へ送付します。修正は、原

本に修正箇所を二重線で消してから記入します。 
   イ 就学先が変わった場合 

送付した後に転居することになり、小学校が変わる場合は、修正日を記入の上、

原本の就学先や住所を修正の上、転居先の小学校長へ写しを送付します。その際、

すでに送付済みの要録については、原則施設長が責任をもって回収します。 

 
３ 保育要録の保存・管理等について 
（１）保育所における保存期間・管理 

保育要録の原本については、保育要録の趣旨を鑑み、当該児童が小学校を卒業す

るまでの間（６年間）保存します。それ以降は廃棄処分します。 
保育要録は、児童氏名、生年月日等の個人情報を含むものであるため、個人情報の
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保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）等を踏まえて、施設長は、その取扱い

を厳重に管理し、金庫・書庫など施錠できる場所に保管します。 
 

（２）保育要録の開示 
    保育要録は、個人情報を含むものであり、個人情報の保護に関する法令等を踏ま

え、適切に取り扱わなくてはなりません。保育要録を事前に保護者等に開示を行う

必要はありません。 
小学校へ送付後、保護者等から開示請求があった場合は法令等に基づき次のとお

り対応をします。 
    ア 民間保育所における取り扱い 

「個人情報の保護に関する法律」に則って、適切に対応します。 
イ 市立保育所における取り扱い 

「横浜市個人情報の保護に関する条例」に基づいた取扱いとし、他の個人情報

の開示の扱いと、同様に対応します。 
 
４ 保育要録の記入上の注意点 
（１）記入上の全般的な注意・留意点 
  ・子どもや保護者の人権には十分配慮します。 
  ・一人一人の子どもの良さや全体像が伝わるように記載します。 
  ・前向きに肯定的に記載します。 
  ・子どもの育ちを小学校へつなげるためのものと捉え、支援の仕方やかかわり方が具

体的にわかるように記載します。 
・過度な負担とならないよう子どもの育ちを記録する保育経過記録等の活用や、保育

要録を子どもの育ちの記録とするなどの工夫を各保育所で検討します。 
 
〈書き方例〉 

  ◆好ましい書き方 
・取り掛かりの遅い傾向があったが、保育者が見通しのある言葉をかけること

によって、少し先のことを見通せるようになった。 
・絵画制作など、苦手意識をもっている活動にも、保育士から認められること

で、粘り強く最後まで取り組むようになってきた。 
 （支援の仕方やかかわり方を具体的に書くとよい） 
◆好ましくない書き方 

・○○はできない。 
・○○のことで注意されることが多い。 
・いつも○○するのでトラブルになる。など 
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（２）入所に関する記録 
ア 氏名・現住所・生年月日 

  ・それぞれに従って記載します。 
 
 イ 保護者の氏名及び現住所 
 
ウ 児童の保育期間（入所及び卒所年月日） 

  ・保育要録を記載する保育所に在籍した期間を記載します。 
   （３月 31 日卒所見込みとします。） 
 
 エ 児童の就学先（小学校名） 
 
オ 保育所名及び保育所所在地 

・正式な保育所名及び所在地（電話番号を付記する）を記載します。 
 
カ 施設長名・担当保育士名 
・記載が完了した後に、記入について責任を有する施設長及び担当保育士が氏名を記

入します。 
 

（３）保育に関する記録 
 保育に関する記録は、保育所において作成した様々な記録の内容を踏まえて、最終 
年度（小学校就学の始期に達する直前の年度）の１年間における保育の過程と子ども 
の育ちを要約し、就学に際して保育所と小学校が子どもの関する情報を共有し、子ど 
もの育ちを支えるための資料としての性格を持つものとします。 
 また、保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とする 
ものであり、保育所における保育全体を通じて、養護に関するねらい及び内容を踏ま 
えた保育が展開されることを念頭に置き、記載します。 
 
ア 保育の過程と子どもの育ちに関する事項 
  最終年度における保育の過程及び子どもの育ちについて、次の視点から記入しま

す。 
（ア） 最終年度の重点 

年度当初に、全体的な計画に基づき長期の見通しとして設定したものを記入し 
ます。 

（イ） 個人の重点 
1 年間を振り返って、子どもの指導について特に重視してきた点を記入します。 

（ウ） 保育の展開と子どもの育ち 
次の事項について記入します。 

① 最終年度の 1 年間の保育における指導の過程及び子どもの発達の姿について、
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以下の事項を踏まえ記入します。 
・保育所保育指針第２章「保育の内容」に示された各領域のねらいを視点とし

て、子どもの発達の実情から向上が著しいと思われるもの。その際、他の子ど

もとの比較や一定の基準に対する達成度についての評定によって捉えるもの

ではないことに留意します。 
② 就学後の指導に必要と考えられる配慮事項等について記入します。 
③ 記入に当たっては、特に小学校における子どもの指導に生かされるよう、保育

所保育指針第１章「総則」に示された「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

を活用して子どもに育まれている資質・能力を捉え、指導の過程と育ちつつあ

る姿をわかりやすく記入するように留意します。その際「幼児期の終わりまで

に育ってほしい姿」の趣旨や内容を十分に理解するとともに、これらが到達す

べき目標ではないことに留意し、項目別に子どもの育ちつつある姿を記入する

のではなく、全体的かつ総合的に捉えて記入します。 
（エ） 特に配慮するべき事項 

子どもの健康の状況等、就学後の指導における配慮が必要なこととして、特記 
すべき事項がある場合に記入すること。 

  イ 最終年度に至るまでの育ちに関する事項 
    子どもの入所時から最終年度に至るまでの育ちに関して、最終年度における保育 

の過程と子どもの育ちの姿を理解する上で、特に重要と考えられることを記入する 
こと。   

（４）写しの作成及び小学校への送付 
  ・小学校へ送付する時は、原本の写しを小学校へ送付します。 

 
５ 保護者への制度等の周知 

（１） 保育要録は、保護者との信頼関係を基盤として、保護者の思いを踏まえつつ記載 
するとともに、個人情報を含む保育要録の趣旨及びその内容と、保育要録が就学先 
の小学校に送付されることを、入所時や懇談会などを通して、あらかじめ保護者に 
周知しておきます。 
＜内容例＞   

   ・保育所保育指針は、保育所における保育の内容やこれに関連する運営等を定め

たもの。平成 20 年３月に厚生労働大臣の告示として定められたものであり、規

範性を有する基準としての性格をもつ。 
   ・保育所保育指針の第２章４（２）ウに「～子どもの育ちを支えていくための資

料が保育所から小学校へ送付されるようにすること」と記されている。 
    ・保育要録は「保育所での子どもの育ちをそれ以降の生活や学びへとつなげてい

く」、「小学校において子どもの理解を助け、育ちを支える」という期待から、

子どもが育ってきた過程を振り返り、保育における援助の視点や配慮を踏まえ、

その育ちの姿を的確に記録することが必要。子どもの最善の利益を考慮し、保

育所から小学校へ子どもの可能性を受け渡していくものであると認識すること
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が大切である。 
    ・「個人情報の保護に関する法律」に基づいた取扱いとする。 
     個人情報を第三者に提供する際には本人の同意が必要であるが、就学先の小学

校へ保育要録を送付することについては、同意が不要である。                                   
 

  （２）住所や就学先が変わったときは、必ず知らせてもらえるように働きかけます。 
 
６ その他 

（１）様式及び「保育要録の様式、取扱い・記入について」の内容は、保育要録を使用

していくなかで、適宜見直しを行います。 
（２）記入すべき事項が多い場合は、別紙の添付も可とします。 
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６  障害児保育教育対象児童等の認定について 
 

保育・教育施設(*)（子ども・子育て支援新制度における給付対象の民間保育所、認定こども園、

幼稚園及び地域型保育事業）における特別な支援を必要とする児童の保育・教育の実施については、

平成 27年４月の子ども・子育て支援新制度の施行に合わせて制定した「横浜市障害児等の保育・教

育実施要綱」に基づき、対象児童の認定、加配区分の決定等を行っています。 

 

※「横浜市障害児等の保育・教育実施要綱」及び関係様式は下記ページに掲載しています。 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shisetsu/info/yoko/youshikiany.html 

(*)保育・教育施設は、「横浜市障害児等の保育・教育実施要綱」における施設・事業者と同義です。 

 

１ 対象児童 

（１）障害児保育教育対象児童 

   次のアからエまでのいずれかに該当する児童 

ア 身体障害者福祉法（昭和 24年 12月法律第 283号）第 15条に定める「身体障害者手帳」の

交付を受けている児童 

イ 療育手帳制度要綱（昭和 48年９月 27日厚生省発児第 156号）に定める「療育手帳」（横浜

市における呼称は「愛の手帳」）の交付を受けている児童 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年５月法律第 123 号）第 45 条に定め

る「精神障害者保健福祉手帳」の交付を受けている児童 

エ ア、イ又はウのいずれかと同等程度の障害を有すると、児童相談所、横浜市障害者更生相

談所、横浜市総合リハビリテーションセンター、横浜市地域療育センター、小児療育セン

ター、神奈川県立こども医療センター、横浜市立病院及び地域中核病院等の機関（以下「判

定機関等」という。）の診断等により、区福祉保健センター長が特に認めた児童 

 

（２）特別支援保育教育対象児童 

判定機関等の診断等を受けていないが、次のア又はイのいずれかに該当する児童 

ア 次の各号のすべてに該当する児童。 

(ア) 横浜市地域療育センター又は横浜市総合リハビリテーションセンター等の療育機関を利

用している児童又は利用する予定がある児童 

(イ) この要綱による障害認定を受けていない児童 

(ウ) 集団保育において特別な配慮の必要があると区福祉保健センター長が認めた児童 

イ ア以外の児童で、区福祉保健センターでの心理相談を利用する等の専門職による関わりが

あり、集団において保育士加配が必要と区福祉保健センター長が必要性を特に認めた児童 

 

（３）被虐待児保育教育対象児童 

児童相談所との協議を踏まえ、次の各号のすべてに該当すると区福祉保健センター長が特に認

めた児童 

ア 虐待がある又は虐待が疑われ、保護者等と対象児童を日中に分離すること等により、虐待

の重篤化を防止することが期待できる児童 

イ 日々の状況を把握することが必要な児童 

ウ 保護者対応や当該児童の状況により、保育士等の加配置がないと特定保育・教育施設での

円滑な運営に支障が生じる恐れがある児童 

 

（４）医療的ケア対象児童 

たん吸引、導尿、経管栄養等の医療的ケアが必要な児童で、ほかに重篤な症状がなく、集団で

の保育教育が可能であると区福祉保健センター長が認めた児童 
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２ 障害児及び特別支援対象児童の認定までの流れ 

障害児及び特別支援対象児童の認定までの流れは、別紙の「障害児保育教育対象児童等申請・認

定確認書（施設・事業者→保護者説明用）」にお示しする通りです。 

この資料を使って、必ず保護者への説明を行ってください。保護者には、保育・教育施設におけ

る集団での対象児童への必要な支援の内容、当該認定に関する申請方法や認定までの流れなどにつ

いて説明し、対象児童の状況について共通認識を持つとともに、保育・教育施設での保育・教育を

実施するにあたっての必要事項を保護者と共有します。 
区福祉保健センターからの認定後、対象児童の加配区分、助成金の使途等について保護者に説明

し署名をいただいた用紙の写しを、こども青少年局保育・教育給付課宛に向上支援費の申請時に提

出してください。 
なお、資料の説明に当たっては、「障害児保育教育対象児童等申請・認定確認書について（施設・

事業者用）」をご活用ください。 
 

３ 被虐待児保育教育対象児童及び医療的ケア対象児童の手続き（１号、２・３号共通） 

（１）被虐待児保育教育対象児童 家庭的保育事業を除く 
   保護者及び施設長からの申請によらず、区福祉保健センターが対象児童を認定し、保育・教育

施設へ通知します。児童１人に対し１人の幼稚園教諭、保育士、保育教諭が加配されます。 
   すべての保育・教育施設には、虐待が疑われるケースがあった場合は、区福祉保健センターや

児童相談所等に通告の義務があります。該当ケースがあった場合は、必ずご連絡ください。 
 
（２）医療的ケア対象児童  
ア 書類提出依頼 
  保育・教育施設での保育・教育の提供において、医療的ケアを必要とする児童がいる場合には、

保護者に対して説明を行い、「医療的ケア児童状況書」（第 1 号様式―２）、「医療的ケア依頼書」

（第６号様式）、「医療的ケア指示書」（第７号様式）、「医療的ケア主治医意見書（兼診療情報提

供書）」（第８号様式）を渡し、保護者へ提出を依頼します。 
  
イ 保育・教育施設から区への申請 

   保護者の申し出を受け、施設所在区の福祉保健センターへ必要書類を提出します。 
   【提出書類】 

①  「医療的ケア児童状況書」（第 1号様式―２）（保護者用） 
②  「医療的ケア依頼書」（第６号様式） 
③  「医療的ケア指示書」（第７号様式） 
④  「医療的ケア主治医意見書（兼診療情報提供書）」（第８号様式） 
⑤  「医療的ケア実施（変更）届」（第９号様式）（施設・事業者用） 
⑥  「医療的ケア対象児童認定（変更）申請書」（第 11 号様式）（施設・事業者用） 
※新規入所児童の①④については区こども家庭支援課よりもらってください。 

 
 ウ 医療的ケア児加配決定 

イの申請を受け、区福祉保健センター長は、届出の内容が適正と認めた場合に加配を決定し、

保育・教育施設へ通知します。（「医療的ケア対象児童認定決定通知書」（第 14 号様式）） 
 
エ 看護職の配置、助成 

   対象児童に認定された児童が利用する保育・教育施設が医療的ケアを対応する看護職雇用費の

助成を受ける場合は、看護職（看護師、保健師、助産師、准看護師）を配置してください。 
また、保育士・教諭についても、職員を配置するとともに、障害児等の保育・教育に必要な配

慮をしてください。 
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オ 医療的ケア依頼書、指示書の再提出 
   必要な医療的ケアに変更があった場合、又は「医療的ケア依頼書」（第６号様式）及び「医療

的ケア指示書」（第７号様式）の直近の提出から１年が経過した場合は、改めて「医療的ケア依

頼書」（第６号様式）及び「医療的ケア指示書」（第７号様式）の提出を受けてください。 
 

 ４ 障害児及び特別支援対象児童の保育・教育の実施にあたって 

特別な支援を必要とする子どもの状況を保護者が受け止め、保育・教育施設と共に子どもを育む

ためには、子どもの様子を保護者と共有し、子どもや保護者の困り感や心配する気持ちを受け止め

ることが重要です。障害児及び特別支援対象児童の申請を行うにあたっては、十分な説明を行った

うえで、保護者の理解を得て話をすすめてください。保護者が子どもの特別な支援が必要な状況を

受容するには個人差があります。唐突な話と受け取られないよう、保護者の心情も考慮しながら話

をすすめ、お子さんにどのような支援をし、保育・教育を行っていくかについて、保護者と保育・

教育施設が共有していくことが大切です。 

そのためにも、障害児等支援が必要な子どもの保育については、他の子どもとの生活を通して共

に成長できるよう、指導計画に位置付け、支援のための計画を個別に作成し、保育の内容や子ども

の様子を日誌などに記録してください。また、保護者や区福祉保健センター、療育センターなどの

関係機関とも連携し、保育・教育にあたってください。 
 
※２・３号認定の新規利用児童で、利用決定前に加配区分の連絡を受けた場合は、保育士等の確保

や保育内容等の検討など、児童の受入に必要な体制等を準備していただくようお願いします。 
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障害児保育教育対象児童等申請・認定確認書について（施設・事業者用） 
 

 
 
[申請前の説明]  

「障害児保育教育対象児童等申請・認定確認書」を使って説明してください。 

保 

護 

者 

説 

明 

 ①お子さんの様子、必要な支援についての情報共有 

・特別な支援を必要とする子どもの状況を保護者が受け止め、保育・教育施設と共に子

どもを育むためには、子どもの様子を保護者と共有し、子どもや保護者の困り感や心

配する気持ちを受け止めることが重要です。 

・障害児及び特別支援対象児童の申請を行うにあたっては、十分な説明を行ったうえ

で、保護者の理解を得て話をすすめてください。保護者が子どもの特別な支援が必要

な状況を受容するには個人差があります。唐突な話と受け取られないよう、保護者の

心情も考慮しながら話をすすめ、お子さんにどのような支援をし、保育・教育を行っ

ていくかについて、保護者と保育・教育施設が共有していくことが大切です。 

 

②本制度についての説明 

 ・障害児保育教育対象児童等申請・認定確認書の記載内容について説明します。 

 ・認定されることで、加配区分に応じた費用が保育・教育施設に対して助成されます

（市立保育所を除く）。助成金の使途及び集団での保育・教育の中での対象児童への

支援について、どのように対応するかを十分に説明したうえで、保護者に必要書類の

提出をお願いします。この際、対象児童及び保護者の人権への配慮をお願いします。 

 ・保護者が「児童状況書」（第１号様式）を提出することで、特別な支援を必要とする

児童の保育・教育の提供に対する同意とします。 
 

必 

要 

書 

類 

 ③提出書類 

 受け取った書類は、「障害児保育教育対象児童等認定（変更）申請書」（第 10号様式）と

共に、施設所在区福祉保健センター（こども家庭支援課）に提出します。 

 

【保護者が準備するもの】 

 〇「児童状況書」（第１号様式） 

  ・記入できない部分がある場合には、その部分は空欄でも構いません。「保護者同意欄」

には必ず保護者の署名をもらってください。 

 〇手帳の写し＜手帳がある場合＞ 

 〇「児童意見書・診断書」（第３号様式）又は診断書（任意様式）＜手帳がない場合＞ 

  ・保護者から判定機関等に作成を依頼します。保護者の了解を得ている場合には、区

福祉保健センターから判定機関等に意見照会をすることもできます。その場合は、

区福祉保健センターにご相談ください。 

  ※（１号認定児童のみ該当）神奈川県私立幼稚園等特別支援教育費補助金を申請する

対象児童については、市には写しを、県には原本を提出してください。 

【保育・教育施設が準備するもの】 

 〇「児童状況確認書」（第２号様式） 

  ・生活習慣や発達の状況を中心に客観的に記入します。 

  ・日常の保育・教育の時間の中で把握できないことを理由に、児童の状況について過

度の聞き取りを行う等、必要以上にプライバシーに立ち入らないように配慮してく

ださい。確認できない内容は、記載なしで提出していただいても構いません。 

  ・該当の児童に関わる書類については、個人情報保護法に基づき、保護者の求めがあ

れば開示します。保護者から申し出があった場合には、区福祉保健センターにご相

談ください。 

[申請前]①～⑥の項目について保護者に説明します。 

[認定後]保護者と認定結果を共有し、対象児童への支援、助成金の使途について説明します。 
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必 

要 

書 

類 

  〇「障害児保育教育対象児童等認定（変更）申請書」（第 10号様式） 

  ・他の必要書類と合わせて、申請の際に区福祉保健センターに提出します。 
 
 ※「特別支援保育教育児童状況確認書」（第４号様式） 

   通院先（判定機関等）での診断がない場合には、特別支援保育教育の対象児童とな

ります。その場合、区福祉保健センターが記入する「特別支援保育教育児童状況確認

書」（第４号様式）が必要になりますので、区福祉保健センターに各施設から依頼して

ください。 

 

 ※手帳が無い場合の加配区分の目安 

    

Ａ区分：日常生活に支障があることから、園生活で子どもが活動するほとんどの場面

において保育士等の支援等が必要な状況 

Ｂ区分：園生活で子どもが活動する場面の半分程度において、保育士等の支援等が必

要な状況 

Ｃ区分：園生活で子どもが活動する場面において、部分的に保育士等の支援等が必要

な状況 

 

各区分とも、「ほとんどの場面」「場面の半分程度」「部分的に」が、具体的にどのよ

うな場面における、どういった支援なのかということについて、保護者に説明をして

ください。 

また、「保育士等の支援等」としてあるように、支援の内容は必ずしも保育士等がつ

いて行う内容とは限りませんので、環境整備的な面での支援がある場合には、その説

明もしてください。 
 

認 

定 

結 
果 

 ④障害児認定、特別支援児認定、加配区分決定 

 ・施設所在区の福祉保健センターから、保育・教育施設に「障害児保育教育対象児童等

加配区分認定（変更）通知書」（第 12号様式）により、認定結果を通知します。 

 ・認定結果は保護者に説明してください。 
 
※認定の対象となる期間 

 ・原則として、保護者から「児童状況書」（第１号様式）による申し出があった日からと

します。 

  ただし、対象児童に対して特別な支援を行っていたことが記録等で明らかな場合は、

支援を開始した日に遡って認定することができます。申請先の区福祉保健センターに

ご相談ください。 

  記録等の例）対象児童の個別対応を記録した保育日誌等加配した職員配置状況が分か

る書類、あるいは同等の内容の書類 など 
 

保 

育 

・ 

教 

育 

の 

実 

施 

 ⑤対象児童への支援 

 ・特別な支援を必要とする児童の保育・教育の実施のための職員の配置等を行い、支援

のための計画を個別に作成します。 

・保育の内容や児童の様子を日々記録し、次の指導計画の作成等に活用します。 

 ・保育・教育施設が、保護者、専門機関及び区福祉保健センターとの連携を十分に図り

ながら、保育・教育を行います。 

 ・助成金の使途について、対象児童に応じた具体的な対応を保護者に説明してください。 
 
⑥認定の見直し 

 ・保育・教育の提供や対象児童の発達に応じ、児童の状況に明らかに変化があった場合

は、認定の変更又は取消ができます。その場合には、保護者とも情報共有・相談を行

ってください。 

 ・取消の決定をする場合には、区福祉保健センターから対象児童の状況について、確認

をすることがあります。 
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[認定後の説明] 

「障害児保育教育対象児童等申請・認定確認書」を使って説明してください。 

 

 

 

 

＜新規入園児の取扱い＞（詳しくは、対象児童の調整があった際に区福祉保健センターに確認してください。） 

１ 新規入園希望者の見学 

  保育・教育施設は希望者の見学を受け入れてください。 
 

２ 試行的保育の実施（２・３号認定児童のみ）（原則、利用調整の内諾後） 

  ・対象児童の状況や観察のため、見学に代えて保育を実施します。(見学だけでも差し支えあり

ません。) 

  ・利用希望の保育所等で実施し、必要に応じて保護者との面談や聞き取りを行います。 

  ・保育を実施する時間は施設が保護者と調整して決めます。対象児童の生活習慣を知るために、

飲食もできるものとしますが、衛生面・アレルギーには十分注意してください。 

  ・試行的保育の実施後、「児童状況確認書」（第２号様式）を記載し、施設所在区の福祉保健セン

ターに提出してください。（１号認定児童の場合、面談等だけで「児童状況確認書」（第２号様

式）の記入が難しい場合は、入園後に提出してください。） 

向上支援費（障害児等受入加算）申請の際、保育・教育施設及び保護者が署名した「障害児保育教育対象児

童等申請・認定確認書」の写しの提出が必要です。（市立保育所を除く） 

※提出先は、こども青少年局保育・教育給付課です。 

【施設記入欄】 

・認定結果及び対象児童への保育・教育における支援について、保護者に説明してください。入園

後も面談などを通じて支援内容を保護者と共有してください。 

・助成金の使途について、対象児童のケースに応じ、どのように活用するか記入し、保護者に説明 

してください。 

 例）・対象児童への支援が必要な場面で、保育士等を加配する。 

   ・対象児童の保育・教育を実施するにあたって、必要な環境を整える。 

   ・対象児童の指導計画立案や日々の記録等、文書作成時間確保のための人員を配置するなど。 

・説明をした後、該当箇所に☑チェックを入れ、助成金の使途、施設所在区、施設名を記入し、施

設長が署名をしてください。 

・認定書番号は契約締結登録者一覧の支給認定番号を記載してください。 

 

【保護者記入欄】 

 ・保護者が保育・教育施設から説明を受けた後、該当箇所に☑チェックを入れ、日付の記入及び

署名をしてもらいます。 
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障害児保育教育対象児童申請・認定確認書 （施設・事業者 →保護者説明用）１／２

保
護
者
説
明

必

要

書

類

【保護者が準備】

◎「児童状況書」

（第１号様式）

◎手帳の写し

① お子さんの様子、必要な支援についての情報共有

② 本制度についての説明
・本制度は、お子さんが集団での保育・教育において特別な支援を必要とする場合
に、保育士等の加配等によって支援するものです。

・認定をされた場合には、保育・教育施設が保育士等の加配、環境整備、記録や計
画立案のための職員配置など、お子さんへの保育・教育に必要な対応を行います。

・助成の対象となる期間は、基本的には保護者から申し出があった日以降ですが、
それ以前にも職員の配置などを行っている場合には、対応を開始した日から対象
となります。

・区福祉保健センターから認定決定を受け取った保育・教育施設から、加配の
区分や助成金の使途などについて説明がありますので、説明を受けた場合には、
確認の署名をお願いします。

あり なし

通院先（判定機関等）での診断がある

あてはまる あてはまらない

あり なし

対象外

する
しない

③ 提出書類

特別支援保育教育対象児童
として申請

今後通院予定 又は
区の心理相談を利用する等の専門職による関わり

【保護者が準備】

◎「児童状況書」
（第１号様式）

◎判定機関等の意見

が分かるもの

「児童意見書・診断書」
（第３号様式）

又は 診断書

（任意様式）

※場合によっては区福祉保
健センターから意見照会

判定機関等が記入

【保育・教育施設が準備】

○「児童状況確認書」（第２号様式）
○「障害児保育教育対象児童等認定（変更）申請書」（第10号様式）

手帳の有無（身体障害者手帳・療育手帳 ( 愛の手帳 )・精神障害者保健福祉手帳）
（保護者は、◎印の書類を、保育・教育施設にお渡しください。）

【保護者が準備】

◎「児童状況書」（第１号様式）

認
定
結
果

④ 障害児等認定、加配区分決定

施設所在区の福祉保健センターより保育・教育施設へ、認定の決定を通知します。
その通知を受けた後、保育・教育施設から、改めて保護者にお知らせします。

○「障害児保育教育対象児童等加配区分認定（変更）通知書」（第12号様式）
区福祉保健センター記入
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障害児保育教育対象児童申請・認定確認書  （施設・事業者 →保護者説明用）２／２

保
育
・
教
育
の
実
施

⑤ 対象児童への支援

保育・教育施設が、保護者、専門機関及び区福祉保健センターと連携を十分に図
りながら、特別な支援を必要とする児童の保育教育の実施のための職員の配置等
を行い、個別に計画を立てて支援していきます。また、認定後も引き続き、面談な
どを通して保育内容（支援内容）を伝えます。
⑥ 認定の見直し

保育・教育の提供やお子さんの発達に応じ、児童の状況に明らかに変化があり、
認定の変更、又は取り消しが必要な場合には再度ご相談します。

【施設記入欄】

認定証番号： 児童名：

□保護者に、障害児、特別支援児保育教育対象児童の認定結果を説明しました。
【 】障害児保育教育対象児童（加配区分 A ・ B ・ C ）
【 】特別支援保育教育対象児童

□認定後の対象児童への保育教育における支援、助成金の使途について、保護者に説明し
ました。

区：施設名 施設長氏名（自署） .

【保護者記入欄】 （確認後□にチェック☑と署名をお願いします）

□障害児、特別支援児保育教育対象児童の認定結果を確認しました。

□認定後の子どもの保育教育における支援、助成金の使途について、説明を受けました。

確認日： 年 月 日 保護者氏名（自署） .

助成金の使途：

認定後の説明
区福祉保健センターから認定の通知を受け取った保育・教育施設が、保護者に対して認定区分、
助成金の使途等について説明するとともに、その後の保育・教育について説明します。
説明を受けた後、署名をお願いします。
署名をいただいた用紙の写しを、保育・教育施設が横浜市に提出します。
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７ 土曜日共同保育について 

 
待機児童解消までの緊急的な取組の一つである土曜日共同保育について、令和４年度に一部要

綱の改正を行いました。また、令和５年度においても、引き続き共同保育を実施する場合は、年

度ごとに年間計画書を提出する必要があります。つきましては、改めて変更内容、実施概要につ

いてご確認いただき、実施する場合には届出をお願いいたします。 

 

１ 令和４年度の変更内容 

(1) 横浜保育室を対象施設に追加 

ただし、保育の必要性のある０～５歳児までを預かることができるものとします。 

 

(2) 届出の際の実施園及び依頼園について 

区に年間計画書を提出する際は、共同保育を実施するいずれかの１園を実施園とし、それ

以外の園を依頼園としてください。なお、基本的には実施園で共同保育を実施するものとし

ますが、依頼園で共同保育を実施することを妨げるものではありません。 

また、実施園を月ごとに変更する場合は、主に共同保育を実施する施設・事業所をいずれ

か一方に固定して年間計画書を提出してください。 

 

 

２ 土曜日共同保育の実施概要 

(1) 対象施設 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業、横浜保育室及び企業主導型保育施設（以下、

「施設・事業所」とする。） 
 

(2) 主な実施条件 ※詳しくは土曜日共同保育に関する要綱・ＦＡＱをご覧ください。 

ア 保護者同意を得ていること（実施園・依頼園の全ての児童の保護者に対する説明及び書

面同意） 

イ 施設間による実施体制等が整っていること（職員配置、保育内容、給食、安全対策・緊急

対応、費用負担等） 

ウ 実施園の運営基準・配置基準を遵守すること 

但し、横浜保育室及び企業主導型保育施設が実施園として実施する場合の職員配置基準

については、依頼園に準ずること 
エ 職員の配置にあたっては、実施園の保育士を常時１名以上配置すること。また、依頼園

の児童の保育の安定等に配慮するため、原則として依頼園の保育士を１名以上かつ４時

間以上、実施園に配置すること 

※上記「エ」の保育士は、下記のとおり読み替えます。 

・幼保連携型認定こども園においては保育教諭 

・小規模保育事業Ｂ型においては保育士又は保育従事者 

・小規模事業Ｃ型及び家庭的保育事業においては家庭的保育者又は家庭的保育補助者 

オ 土曜日共同保育の実施によって生じる費用は、実施園及び依頼園が負担し、保護者に転

嫁しないこと 

カ 実施園の開所時間は、11時間以上とすること 
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(3) 土曜日共同保育を実施する場合の流れ 

ア 施設・事業所間で、実施に向けた打合せ、合意 

イ 保護者全員への説明、同意、利用児童の確認 

ウ 区こども家庭支援課へ年間計画書を提出 ※保護者同意後に提出してください。 

エ 施設・事業所間で実施に向けた最終的な確認を行ったうえで、土曜日共同保育を実施 

 

(4) 実施する際の届出について 

実施園は、開始する月の前月 10 日までに実施園の所在する区のこども家庭支援課へ年間

計画書（第１号様式）の提出をお願いします。なお、年間計画書は毎年度届出が必要とな

ります。令和５年４月以降、引き続き実施する場合は、３月 10 日までに年間計画書

を提出してください。 

※実施園と依頼園の所在区が異なる場合は、計画書の写しを依頼園の所在する区のこども家

庭支援課へ送付してください。 

※本園と分園で共同保育を実施する場合は、年間計画書の提出は必要ありませんが、土曜日

の保育の実施場所や送迎場所等の保育内容については、重要事項説明書に記載し、保護者

へ周知してください。 

 

(5) 公定価格、延長保育事業費の取扱い 

ア 常態的に土曜日に閉所する場合の減算について 

原則として土曜日は 11 時間開所をお願いしています。そのため、土曜日 11 時間以上の

開所を標榜しない場合（区に提出する「横浜市延長保育実施（変更）届」の土曜日開所時

間が 11時間未満）は、公定価格が減算となりますが、土曜日 11時間以上開所の園におい

て毎週土曜日を共同保育で受け入れた場合は、依頼園側も公定価格が減算にはなりません。 

ただし、土曜日共同保育を実施することとしていても、毎月１日の時点で、保育の利用希

望がなく、保育を提供しない日と予定されている日は、「閉所」扱いとなり、閉所日数に応

じて公定価格が減算されます。一方で、後に利用希望に変更があり開所した場合は、開所

しているものと取扱います。 

イ 延長保育事業費（延長保育事業助成） 

延長保育実施加算（土曜）：実施園のみ加算対象となります。 

※依頼園、横浜保育室及び企業主導型保育施設は対象外です。 

 

３ 要綱・様式・ＦＡＱについて 

共同保育実施要綱及びＦＡＱについては、こども青少年局ホームページ内の該当ページ（下記

アドレス）をご確認ください。届出様式もこちらよりダウンロードできます。 

 

 

 

 

 

 

制度に関するお問合せ：保育・教育運営課運営・指導係  
電話 045-671-3564 

年間計画書の提出先 ：各区こども家庭支援課（実施園所在区） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shisetsu/info/yoko/youshikiany.html 
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８ 保育所委託費の弾力運用について 

１ 保育所委託費の使途について 

保育所委託費は、保育所を経営する事業に係る経費に充当するための資金として各保育所に対して支弁し

ており、人件費、管理費及び事業費から構成されています。 

人件費…保育所に属する職員の処遇に必要な経費に支出するもの 

管理費…保育所の運営に直接必要な経費に支出するもの 

事業費…保育所入所児童の処遇に直接必要な経費に支出するもの 

委託費は、上記の目的以外には使用できないのが、大原則です。 

ただし、一定の要件を満たす施設においては、保育所委託費を一定の金額の範囲内で目的外使用するこ

とが国の通知で認められています。この目的外使用の事を弾力運用といいます。 

この弾力運用により充当可能な使途については制限があります。 

なお、保育所委託費の弾力運用は、適正な保育所運営が確保されていることを前提として認められるも

のです。弾力運用の財源確保のために、本来の使途である職員人件費や事業費等が恣意的に削減されるよ

うなことがないようお願いします。 

＜弾力運用の例示＞ 

・当該年度の委託費を「人件費」「管理費」「事業費」以外の認められた目的に充てる。（上限有り） 

・前期末支払資金残高を取り崩して本部運営費に利用する

・積立資産を同一法人の他の園の整備など、目的外に使用するために取り崩す など

２ 施設整備等の貸借について 

弾力運用の対象として認められた「借入金（利息部分を含む。）の償還」の範囲は、横浜市保育所委託

費経理等取扱要綱の別表に記載のとおり、建物、設備の整備・修繕等になります。 

また、独立行政法人、公益法人及び民間金融機関等、他法人からの借入金の償還のみが該当します。法人

本部や個人からの借入れは対象になりませんので、ご注意ください。 

保育所委託費を原資とした資金の貸し付けについては、各施設拠点区分間、本部拠点区分又は収益事業等

の特別会計に限り、当該法人の経営上やむを得ない場合に、当該年度内に限って認められます。必ず当該年

度内に清算してください。 

【長期運営資金の借入金について】 
令和５年度以降に長期運営資金を新たに借入した場合は、原則、委託費（運営費）からの償還は、出来ま
せんのでご注意ください。 

３ 事前協議について 

弾力運用の内容によっては、横浜市への事前協議が必要となります。設置主体の法人種別によって手続

き方法が異なりますので、ご注意ください。 

弾力運用の事前協議は、「保育所委託費等の弾力運用に係る事前協議事務取扱要領」で定める事前協議書

により行います。事前協議書の提出期限は、弾力運用としての支出を行う年度の 12月末日となっています。

期限を過ぎた場合は、原則、事前協議を行うことができません。 

【事前協議における留意事項】 

１ 事前協議書提出前の相談について 

弾力運用の実施を検討している場合は、事前協議書を提出する前に保育・教育運営課 

（☎045-671-3564）へ連絡し、検討している弾力運用の内容についてご相談ください。弾力運用の可
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否や事前協議の必要性も含めて、ご案内させていただきます。 

２ 事前協議が必要なものを事前協議せずに充当した場合 

  弾力運用の財源元である保育所へ全額返還する必要がありますので、ご注意ください。 

 

４ 保育所運営にかかる法人本部の経費について 

法人本部の経費として認められるものは、当該保育所を設置する法人の事務費です。具体的には、社会 

福祉法人会計基準に定める資金収支計算書及び資金収支内訳書の本部拠点区分における勘定科目大区分「人

件費支出」及び「事務費支出」に相当する経費であり、いずれも保育所の運営に関する経費に限るととも

に、その積算根拠等が適正である場合に認められます。 

法人本部の経費は、保育所の施設拠点区分から直接支出することはできません。また、当年度に支弁さ 

れた当該保育所の委託費を財源とすることはできません。 

保育所の施設拠点区分における前期末支払資金残高を取り崩し、必要な金額を本部拠点区分へ繰り入れ 

て支出してください。前期末支払資金残高の取り崩しにあたっては、必要な金額を各施設の入所人数や経常

収入の比率など合理的な比率で各施設に按分してください。前期末支払資金残高の金額など、各施設の運

営方法により変動する要素は、按分根拠として適切ではありません。 

役員報酬を支給する場合は、役員報酬規程もしくは給与規程に適正かつ具体的な金額を定めたうえで、 

勤務実態に即して支給してください。 

 

５ 当期末支払資金残高の 30％基準について                            

当期末支払資金残高は、保育所委託費の適正な執行により適正な保育所運営が確保された上で、長期的に

安定した経営を確保するために将来発生が見込まれる経費を計画的に積み立てた結果において保有するも

のです。そのため、当期末支払資金残高は、当該年度の委託費収入の 30％以下の保有としてください。３

月末決算時において 30％を超過する場合は、必ず長期的な計画を立てた上で、使途を定めて積立資産に積

み立ててください。なお、決算時に計上された当期末支払資金残高が当該年度に受け入れた委託費収入の

30％を２年連続で超えている場合は、超過額が解消されるまでの間、処遇改善等加算の基礎分全額について

加算を停止します。 

 

６ 「適正な給与水準」について 

弾力運用の要件の一つである「給与に関する規程が整備され、その規程により適正な給与水準が維持され

ている等、人件費の運用が適正に行われていること。」における適正な給与水準については、以下の要件を

満たす必要があります。要件を満たさない場合、弾力運用が認められない場合がありますので、ご注意くだ

さい。 

(1) 正規の手続きを経て給与規程が整備されていること。 

(2) 施設長及び職員の給与が公定価格の人件費相当分として給付されている額を大幅に超えないこと。 

(3) 初任給、定期昇給について職員間の均衡がとれていること。 

(4) 一部職員にのみ他の職員と均衡を失する手当が支給されていないこと。 

(5) 各種手当は給与規程に定められたものであり、かつ手当額、支給率が適当であること。 

【参照】横浜市保育所委託費経理等取扱要綱第２条２項(３) 

横浜市保育所委託費経理等取扱要綱事務取扱要領第３条２項 

 

７ 保育所委託費の使途範囲を逸脱した場合について 

規定する使途範囲以外の支出については、弾力運用の財源元である保育所へ全額返還する必要がありま

す。横浜市が指定する期限までに設置者が是正しない場合は、当該事実が判明した年度の４月から３月まで

の間、「横浜市における保育・教育に係る給付費等取扱要綱」に定める処遇改善等加算の基礎分全額につい

て加算を停止します。なお、翌年度以降も改善措置が講じられない場合は、改善措置が講じられたと認めら
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れる年度までの間で必要と認める期間、処遇改善等加算の基礎分全額について加算を停止します。 

 

８ 要綱及び要領等について 

弾力運用を行うための要件、金額の範囲及び使途については、事前に「横浜市保育所委託費経理等取扱

要綱」及び「横浜市保育所委託費経理等取扱要綱事務取扱要領」を確認してください。要綱及び要領等は、

下記ＵＲＬから参照してください。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/shisetsu/info/yoko/youshikia

ny.html 
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段
階

第
三

段
階

統
合

可
（
協

議
は

不
要

）
統

合
可

（
協

議
は

不
要

）

第
一

段
階

弾
力

運
用

不
可

弾
力

運
用

不
可

第
二

段
階

第
三

段
階

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

弾
力

運
用

可
（
理

事
会

承
認

は
不

要
）

弾
力

運
用

可
（
横

浜
市

に
協

議
は

不
要

）

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

弾
力

運
用

可
（
理

事
会

承
認

は
不

要
）

弾
力

運
用

可
（
横

浜
市

に
協

議
は

不
要

）

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

理
事

会
承

認

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

理
事

会
承

認
横

浜
市

に
協

議
が

必
要

当 年 度 の 委 託 費 前 期 末 支 払 資 金 残 高

弾
力

運
用

不
可

積
立

可
（
協

議
は

不
要

）

積
立

可
（
協

議
は

不
要

）
積

立
可

（
協

議
は

不
要

）

弾
力

運
用

可
（
横

浜
市

に
協

議
は

不
要

）
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保

育
所

施
設

・
設

備
整

備
積

立
資

産
た

だ
し

、
第

二
段

階
の

施
設

に
つ

い
て

は
、

改
善

基
礎

分
相

当
額

が
上

限
と

な
り

ま
す

。
２

条
４

項

3
委

託
費

は
、

修
繕

積
立

資
産

、
備

品
等

購
入

積
立

資
産

を
保

育
所

施
設

・
設

備
整

備
積

立
資

産
に

統
合

す
る

場
合

。
２

条
６

項

①
当

該
保

育
所

を
運

営
す

る
法

人
本

部
の

運
営

に
要

す
る

経
費

(※
３

）
②

同
一

設
置

者
が

運
営

す
る

第
１

種
社

会
福

祉
事

業
及

び
第

２
種

社
会

福
祉

事
業

並
び

に
子

育
て

支
援

事
業

の
運

営
、

施
設

設
備

の
整

備
等

に
要

す
る

経
費

③
同

一
の

設
置

者
が

運
営

す
る

公
益

事
業

（
子

育
て

支
援

事
業

を
除

く
）
の

運
営

、
施

設
設

備
の

整
備

等
に

要
す

る
経

費

統
合

不
可

人
件

費
積

立
資

産
、

修
繕

積
立

資
産

、
備

品
等

購
入

積
立

資
産

処
遇

改
善

基
礎

分
の

の
範

囲
内

で
、

同
一

の
設

置
者

が
設

置
す

る
保

育
所

等
に

係
る

別
表

２
の

経
費

に
充

当
す

る
場

合
。

処
遇

改
善

基
礎

分
の

範
囲

内
で

、
同

一
の

設
置

者
が

運
営

す
る

子
育

て
支

援
事

業
に

係
る

別
表

３
の

経
費

に
充

当
す

る
場

合
。

処
遇

改
善

基
礎

分
の

範
囲

内
で

、
同

一
の

設
置

者
が

運
営

す
る

社
会

福
祉

施
設

等
に

係
る

別
表

４
の

経
費

に
充

当
す

る
場

合
。

委
託

費
の

３
か

月
分

の
範

囲
内

（
処

遇
改

善
基

礎
分

を
含

み
、

処
遇

改
善

加
算

の
賃

金
改

善
要

件
分

を
除

く
）
で

、
同

一
の

設
置

者
が

設
置

す
る

保
育

所
に

係
る

別
表

５
の

経
費

及
び

同
一

の
設

置
者

が
実

施
す

る
子

育
て

支
援

事
業

に
係

る
別

表
３

に
掲

げ
る

経
費

に
充

当
す

る
場

合
。

前
期

末
支

払
資

金
残

高
を

取
り

崩
し

て
当

該
施

設
の

運
営

費
の

不
足

分
を

補
填

を
行

う
場

合
。

（
事

業
活

動
収

入
計

（
予

算
額

）
の

３
％

以
下

の
場

合
）

弾
力

運
用

不
可

２
条

３
項

２
条

４
項

２
条

５
項

２
条

５
項

弾
力

運
用

不
可

弾
力

運
用

可
（
理

事
会

承
認

は
不

要
）

積
立

可
（
協

議
は

不
要

）

弾
力

運
用

不
可

統
合

不
可

8

協
議

不
要

協
議

不
要

1 4
（
※

２
）

5
（
※

２
）

6
（
※

２
）

7

４
条

２
項

弾
力

運
用

不
可

弾
力

運
用

不
可

４
条

１
項

４
条

２
項

前
期

末
支

払
資

金
残

高
を

取
り

崩
し

て
当

該
施

設
の

運
営

費
の

不
足

分
を

補
填

を
行

う
場

合
。

（
事

業
活

動
収

入
計

（
予

算
額

）
の

３
％

超
え

る
場

合
）

横
浜

市
に

協
議

が
必

要
横

浜
市

に
協

議
が

必
要
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種
類

番
　

号
主
　
な
　
協
　
議
　
内
　
容

段
　
階

社
会
福
祉
法
人
・
学
校
法
人

そ
れ
以
外

横
浜
市
の
要
綱
(※

１
）

第
一

段
階

第
二

段
階

第
三

段
階

理
事

会
承

認

第
一

段
階

弾
力

運
用

不
可

弾
力

運
用

不
可

第
二

段
階

横
浜

市
に

協
議

が
必

要

第
三

段
階

理
事

会
承

認

積 立 資 産

※
１

　
横

浜
市

保
育

所
委

託
費

経
理

等
取

扱
要

綱

横
浜

市
に

協
議

が
必

要
横

浜
市

に
協

議
が

必
要

２
条

３
項

横
浜

市
に

協
議

が
必

要

保
育

所
施

設
・
設

備
整

備
積

立
資

産
を

、
目

的
以

外
ま

た
は

、
同

一
の

設
置

者
が

設
置

す
る

他
の

保
育

所
等

の
施

設
・
設

備
に

充
当

す
る

場
合

。

積
立

資
産

を
、

そ
の

目
的

以
外

（
当

該
施

設
の

処
遇

に
必

要
な

経
費

又
は

別
表

２
）
に

使
用

す
る

場
合

。

２
条

６
項

1
1

1
0

※
３

　
法

人
本

部
の

運
営

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

は
、

本
部

に
お

け
る

保
育

所
運

営
に

必
要

不
可

欠
な

人
件

費
支

出
、

事
務

費
支

出
に

相
当

す
る

経
費

に
な

り
ま

す
。

 役
員

報
酬

に
つ

い
て

は
、

役
員

報
酬

規
定

を
整

備
し

た
上

で
、

勤
務

実
態

に
即

し
て

支
給

し
て

く
だ

さ
い

。

※
２

　
番

号
４

、
５

、
６

の
重

複
の

弾
力

運
用

は
、

不
可
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※全てに該当すること

□ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準が遵守されている
□ 職員配置が遵守されている
□ 給与規程が整備され、人件費の運用が適正である
□ 適切な給食を実施している、日常生活に必要な諸経費が確保されている
□ 保育所保育指針を踏まえた保育を行い、児童の処遇が適切である
□ 役員、施設長及び職員が研修会に積極的に参加するなど資質向上に努めている
□ 法人の運営状況等に問題がない

※１つ以上に該当すること

□ 延長保育事業の実施
□ 障害児保育事業の実施
□ 一時保育の実施
□ 休日・年末年始保育
□ 乳児３人以上受入
□ 病児・病後児保育
□ 子育て支援拠点事業の実施

※①④は必須かつ毎年度、②又は③いずれかに該当すること。

□ ① 財務諸表を閲覧に供している
□ ② 第三者評価の受審・結果公表をしている（第三号様式（１）を必ず記入すること）
□ ③ 第三者委員による苦情解決の仕組みの周知・定期的な結果公表を実施している
□ ④ 処遇改善加算の賃金改善要件を満たしている

別表　１

１ 「延長保育事業の実施について」（平成27年７月17日雇児発0717第10号。以下「雇児発第10号」という。）に定める延長保育促進事業及びこれらと
同様の事業と認められるもの
２ 「一時預かり事業の実施について」(平成27年７月17日27文科初第238号雇児発0717第11号。以下「雇児発第11号」という。)に定める一時預かり事
業
ただし、当分の間は平成21年６月３日雇児発第0603002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「『保育対策等促進事業の実施について』の一
部改正について」以前に定める一時保育促進事業の要件を満たしていると認められ、実施しているものも含む
３ 乳児を３人以上受け入れている等低年齢児童の積極的な受入れ
４ 「地域子育て支援拠点事業の実施について」(平成26年５月21日雇児発0529第18号。以下「雇児発18第号」という。)に定める地域子育て支援拠点
事業又はこれと同様の事業と認められるもの
５ 集団保育が可能で日々通所でき、かつ、「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」（昭和39年法律第134号）に基づく特別児童扶養手当の支
給対象障害児（所得により手当の支給を停止されている場合を含む。）の受入れ
６ 「家庭的支援推進保育事業の実施について」(平成25年５月16日雇児発0516第５号)に定める家庭支援推進保育事業又はこれと同様の事業と認
められるもの
７ 休日保育加算の対象施設
８ 「病児保育事業の実施について」(平成27年7月17日雇児発0717第12号)に定める病児・病後児保育事業又はこれと同様の事業と認められるもの

別表　２

１ 保育所等の建物、設備の整備・修繕、環境の改善等に要する経費（保育所等を経営する事業に必要なものに限る。以下２及び３において同じ。）
２ 保育所等の土地又は建物の賃借料
３ 以上の経費に係る借入金（利息部分を含む。）の償還又は積立のための支出
４ 保育所等を経営する事業に係る租税公課

別表　３
１ 子育て支援事業を実施する施設の建物、設備の整備・修繕、環境の改善及び土地の取得等に要する経費（子育て支援事業に必要なものに限
る。以下２において同じ。）
２ １の経費に係る借入金（利息部分を含む。）の償還又は積立のための支出

別表　４

１ 社会福祉施設等の建物、設備の整備・修繕、環境の改善、土地の取得等に要する経費（社会福祉施設等を経営する事業に必要なものに限る。以
下２及び３において同じ。）
２ 社会福祉施設等の土地又は建物の賃借料
３ 以上の経費に係る借入金（利息部分を含む。）の償還又は積立のための支出
４ 社会福祉施設等を経営する事業に係る租税公課

別表　５

１ 保育所等の建物、設備の整備・修繕、環境の改善、土地の取得等に要する経費（保育所を経営する事業に必要なものに限る。以下２及び３にお
いて同じ。）
２ 保育所等の土地又は建物の賃借料
３ 以上の経費に係る借入金（利息部分を含む。）の償還
４ 保育所等を経営する事業に係る租税公課

別表　６

提出を求める施設拠点ごとの計算書等及び附属明細書
１ 社会福祉法人会計基準
社会福祉法人会計基準(平成28年３月31日厚生労働省令第79号)に定める資金収支計算書、事業活動計算書、貸借対照表及び附属明細書
２ 学校法人会計基準
(1) 学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成27年３月30日文部科学省令第13号に定める資金収支計算書及び資金収支内訳表、貸借対照
表及び附属明細書（社会福祉法人会計基準に基づく様式もしくはこれに相当するもの）
(2) 社会福祉法人会計基準に基づく附属明細書もしくはこれに相当するもの
ア 借入金明細書
イ 補助金事業等収益明細書
ウ 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
エ 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
オ 積立金・積立資産明細書
カ 固定資産台帳
３ 企業会計の基準による場合
(1) 損益計算書、貸借対照表及び財産目録
(2) 社会福祉法人会計基準に基づく附属明細書もしくはこれに相当するもの
ア 借入金明細書
イ 補助金事業等収益明細書
ウ 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
エ 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
オ 積立金・積立資産明細書
カ 基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書
キ 固定資産台帳
４ これ以外の会計基準により会計処理を行っている場合
社会福祉法人会計基準に定める計算書類及び附属明細書に相当するもの

第一段階

第二段階

第三段階

弾　力　運　用　の　段　階　と　は

別　表
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９ 請求事務の概要等について 
 

 

②日々の教育･保育の実績を入力
します。

③翌月初めに請求明細データを送
信します。
締切日:5日頃(早期)･12日頃(通常)・

22日頃(エラー)

④ 横浜市から配信される審査結果
通知書等をダウンロードします。
配信日:6日頃(早期)･13日頃(通常)・
25日頃(エラー)

⑤給付費申請システム（kintone）で
請求金額等を確認し、承認します。

⑥ 指定の口座へ振り込まれます。
振込日:22日頃(早期)･30日頃(通常)・翌月12日頃(エラー)

注意： 各月の土日祝日等により前後することがあります。なお、請求内容に誤りがあった場合、後日、過誤申立・
再請求の手続きが必要になります。

毎月の請求の流れ

保育・教育給付課
（市内施設給付担当）

園

① 給付費申請システム（kintone）にて当月１日時点の状況を
当月15日までに、届出書(３種類) ・雇用状況表(家庭的保育
事業を除く) により届け出ます。

 

※令和５年４月の届出書（３種類）、雇用状況表（家庭保育事業除く）については提出期限を「令和５

年４月７日（金）」とさせていただきます。予めご了承ください。 

 

２ 届出書、雇用状況表、各種加算に係る挙証資料等の提出方法 

  (1) 届出書３種、雇用状況表 

 給付費申請システム（kintone）による提出となります。給付費申請システム（kintone）のご

利用方法や届出書等の作成方法については、本市ホームページ掲載の施設種別ごとの操作マニュ

アルをご参照ください。 

＜操作マニュアル掲載 URL＞ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-

kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/seikyujimu.html 

（「給付費申請システム（kintone）について」に掲載しています。） 

 

  ※給付費申請システム（kintone）導入以前の届出書等の差替えを行う際は、給付費申請システム

（kintone）で行うことはできませんので、従前に使用していた届出書等の様式を修正のうえ、

ご郵送ください。（詳細は 99 ページ参照） 

１ 請求事務の流れ 
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 (2) 各種加算に係る挙証資料等 

    郵送による提出となります。下記担当あてにお送りください。 

※給付費申請システム（kintone）による提出ではありませんのでご注意ください。 

    ※提出先は、横浜市庁舎、各区役所ではありませんのでご注意ください。（令和３年４月１日

より、課名が「保育・教育運営課」から「保育・教育給付課」に変更となっています。変更

前の課名宛てに送付された場合、保育・教育給付課での書類の受理が遅くなり、振込日まで

にお支払いができない場合もありますのでご注意ください） 

 

 

 

 

 

 ※ 上記フロー図「毎月の請求の流れ」の⑤「給付費申請システム（kintone）で請求金額等を確

認、承認します」について 

従前は紙による請求書を郵送していただいていましたが、令和４年度２月エラーフローから、給

付費申請システム（kintone）上での請求金額・対象年月の確認及び承認による請求方法に変更

しました。これにより、従前行っていただいていた請求書の印刷・郵送は不要となりました。た

だし、既に本市から送信されている請求書については従前どおり郵送でご提出ください。 

 ※ 「補足給付事業」について  

補足給付が発生した場合施設・事業所は対象となる各児童の「補足給付確認書」を記載してい     

ただき、保護者に署名をもらいます。保護者から署名をもらった「補足給付確認書」及び挙証

資料を毎月 15 日までに提出してください。 

※ 横浜市延長保育事業実施（変更）届、横浜市一時保育実施届（変更届、廃止届）について 

提出先は各区役所こども家庭支援課となりますので、書類が混入しないようご注意ください。 

  また、年度当初には提出書類の種類が多いため、各事務手続きの遅延を防止するためにも変更点 

  説明会で公開される資料の中で、各種書類の提出先を必ずご確認ください。 

 

３ ３月のみの加算項目について 

公定価格・向上支援費の加算について、年間のうちで３月のみ加算される項目があります。 

３月のみの加算項目については、令和５年度の秋頃を目途に別途通知をさせていただきます。 

 

４ 請求明細作成ソフトについて 

給付費の請求には、請求明細データの作成・送信を行う専用のソフト（請求明細作成ソフト）のイ

ンストールが必要です。このソフトには、横浜市で作成（無償提供）しているソフトと、民間企業の

作成（有償販売）しているソフトがあります。 

※民間企業の請求明細作成ソフトの場合は、各業者にお問い合わせください。 

  

〒231-0015 横浜市中区尾上町１-８ 関内新井ビル９階 

横浜市こども青少年局 保育・教育給付課 市内施設給付担当 あて 
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５ 横浜市請求明細作成ソフトのインストールについて 

新たに本市の請求明細作成ソフトをインストールする場合は、こども青少年局保育・教育給付課の

メールアドレスあてに、請求明細作成ソフトインストール用ソフトの配信依頼のメールをご送信願い

ます。 
 
 

 

 

 

 

 

  ○請求明細作成ソフトの利用にあたっては、インストール後にデスクトップ上に作成される「操作マ

ニュアル（運用編）（操作編）」をご確認ください。 

〇本市提供の請求明細作成ソフトの概要については、本市ホームページの「新設園・新制度移行園向

け」をご覧ください。 

  https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-

kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/seikyujimu.html 

 
横浜市 請求明細作成ソフト    検索 

 

６ 横浜市請求明細作成ソフトのデータベース（DB）保存について 

パソコンの故障等により、横浜市請求明細作成ソフトが起動しないという問合せが増えております。

この場合は、プログラムを再インストール後、DB 復元していただくこととなります。復元する DB がな

いと、すべての情報を再度初期の状態から入力することとなります。 

このため、本市提供のソフトを利用している施設・事業所については、必ず定期的にメニュー画面右

下にある「DB 保存」からバックアップを取るようお願いいたします。特に、アップデート時や履歴追

加・履歴分割時には必ずバックアップの作成をしてください。バックアップデータがない状態で請求デ

ータが消えてしまった場合、本市側でもデータの復元はできませんので、くれぐれもご注意ください。

また、「DB 保存」の操作方法は、横浜市請求明細作成ソフトマニュアル[操作編]をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜連絡先アドレス＞  kd-kyufu@city.yokohama.jp 

＜メール記載依頼事項＞ 

件名：横浜市請求明細作成ソフトインストール資産の配信について 

本文：(1)施設名、(2)施設番号 のご記入をお願いします。 
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７ コールセンターについて 

横浜市が無償提供している請求明細作成ソフトのインストール方法及び操作方法、処遇改善等加算

の計画書等のデータ作成方法、給付費申請システム（kintone）の操作方法に関するお問い合わせに

ついては、下記コールセンターにご相談ください。 

≪参考（令和４年度）≫ ※令和５年度以降、電話番号と開設時間等が変更になる可能性があります。 

 

＜横浜市コールセンター＞ 

０４５―５５０―５６０２ 

 

（開設期間①）  令和４年４月１日～令和４年 11 月 30 日   10：00～16：00（６時間／日） 

        令和５年２月 15 日～令和５年３月 31 日  10：00～16：00（６時間／日） 

（開設期間②）  令和４年 12 月１日～令和５年２月 14 日  13：00～16：00（３時間／日） 

※土日・祝日・年末年始を除く 

 

８ 横浜市外居住児童の請求等について  

(1) 横浜市外居住児童の請求について 

横浜市外の市町村に居住している児童の給付費は、該当児童が居住している市町村に請求しま

す。ただし、延長保育事業費については横浜市に請求します。 

 

(2) 横浜市外居住児童の請求明細作成ソフトへの入力について 

   横浜市へ給付費を請求する際、横浜市外居住児童（以下「市外児童」という。）も請求明細作成

ソフトへ入力する必要があります。これは、公定価格のうち、金額を月初の利用子ども数（市外児

童も含む）で割り返す項目があるためです。よって、市外児童の延長保育事業費の請求の有無にか

かわらず、すべての市外児童を請求明細作成ソフトへ入力してください。入力する際、認定証番号

を入力する必要がありますが、市外児童の居住自治体が発行する認定証番号は使用できません。横

浜市が指定した認定証番号（以下「横浜市認定証番号」という。）が必要となります。横浜市認定

証番号の付番依頼方法は認定によって異なります。 

 

 １号 ２・３号 

付番依頼

方法 

(3)をご確認ください 利用調整の際に付番されるため、付番の

ためだけの特定の依頼は不要 

付番担当 保育・教育給付課 区こども家庭支援課 

通知方法 保育・教育給付課からのメールで通知 区こども家庭支援課より送付される「契

約締結登録者一覧」で通知 

 

(3)【１号】認定市外児童の横浜市認定証番号の付番依頼方法 

【１号】認定市外児童が入所することになった場合（市内児童が市外に転出後、継続して利用す

る場合も含む）は、下記のとおり、保育・教育給付課に必要書類を提出してください。なお、一度
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付番された番号は、認定や住所等が変わらない限り、卒園まで使用することができます。（年度を

またいでも再度依頼をする必要はありません。） 

なお、請求ソフトに【１号】認定市外児童の情報を入力する際に、横浜市認定証番号の通知を待

っている場合は、仮番号を入力します。仮番号は、施設の任意で設定してください。番号に指定は

ありませんが、999から始まる番号を推奨します。横浜市認定証番号の付番を依頼後、正しい認定証

番号が通知されましたら、請求明細作成ソフトの内容を修正して、データを再送信してください。 

例）1人目「999999999001」（12桁） 

2人目「999999999002」（12桁） 

 

 

提出書類 ① １号認定市外居住児童にかかる横浜市認定証番号付番依頼書 

② 居住自治体が発行する教育・保育給付認定証もしくは認定決定通知書の写し 

（対象児童分） 

※施設等利用給付認定の認定証ではありません。 

※認定証は居住自治体から保護者に送付されるため、保護者から写しをもらってください。 

※認定証が提出期限に間に合わない場合、居住自治体から施設へ送付される「児童一覧表」な

ど、認定区分、認定期間等が確認できるものであれば代替可とします。その場合、該当児がわか

るよう、色付け等をお願い致します。 

提出先 〒231-0015 横浜市中区尾上町１-８ 関内新井ビル９階 

横浜市こども青少年局 保育・教育給付課 市外１号付番担当 行 

提出期限 ※ 毎月第３月曜日（祝日の場合はその前営業日） 

通知時期 提出期限から１～２週間後 

 ※提出期限について、年度末～４月は特に繁忙が予想されますので、準備ができ次第、お早目の提出

をお願いいたします。 

 

提出期限に間に合わなかった場合は、次回提出分として随時手続きを行います。 

 

 

 

 

対象児童 提出期限（必着日） 通知時期 

令和５年度４月新規入園児 

【第１回〆切】令和５年３月 20 日（月） 

※書類がそろい次第、お早目のご提出をお願いいたします。 
提出期限から１～２週間後 

【第２回〆切】令和５年４月 17 日（月） 同上 

５月～新規入園児 
毎月第３月曜日 

（祝日の場合はその前営業日） 
同上 
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(4) 【１号】市内居住児童が市外に転出し、継続して園を利用する場合 

  市内居住児童が市外に転出し、転出後も継続して園を利用する場合、保護者の方に、「横浜市での 

認定証の取消し」及び「転出自治体での認定証の申請」手続きを行っていただく必要があります。横

浜市への給付費の請求の際、市外児童としての入力となりますので、転出先自治体から認定証が発行

されましたら、(3)のとおり、横浜市認定証番号の付番依頼を行ってください。 

 

(5) 【１号】認定市外児童の退園及び市内転入について 

１号認定市外居住児童が①退園した場合（卒園は除く）②市内に転入した場合③１号から２号に認定

が変更になった場合は、「１号認定市外居住児童退園・市内転入等報告書」のご提出をお願いします。

提出先は(3)と同様です。 

 

(6) 各種様式 

◆ １号認定市外居住児童にかかる横浜市認定証番号付番依頼書 

◆ １号認定市外居住児童退園・市内転入等報告書 

横浜市HPで下記を検索し、ダウンロードしてください。 

                 

                      で検索し、最新年度分をご確認ください。 

  ※幼稚園と認定こども園でページが異なりますが、様式は同じものになります。 

  ※記載例もありますのでご確認ください。 

 

 【参考】令和４年度版 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-

kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/yoshiki/R4_youchien.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求事務 各種様式     検索 
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９ 請求事務に関する各種資料を掲載しているホームページについて 

下記ＵＲＬに請求事務に関する各種資料を掲載しております。令和５年度の説明テキスト等につい

ては３月下旬頃に順次掲載予定です。（令和５年度の様式については給付費申請システム（kintone）内

でも公開する予定です。） 

 

○横浜市こども青少年局「子ども・子育て支援新制度 請求事務について」のホームページ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-
kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/seikyujimu.html 

 
横浜市 請求事務   検索 

 

※令和５年度公定価格・向上支援費・延長保育事業費の届出書等について 

   令和４年度より給付費申請システム（kintone）での届出を順次導入しましたが、令和５年度も公

定価格・向上支援費・延長保育事業費の届出書及び雇用状況表（以下「届出書等」という。）につ

いては給付費申請システム（kintone）での申請となります。ただし、給付費申請システム（kintone）

導入以前の届出書等の差替えを行う際は、給付費申請システム（kintone）で行うことはできませ

んので、従前に使用していた届出書等の様式を修正のうえ、ご郵送ください。郵送による差替えの

対象期間は次のとおりです。 

 

  【紙での届出（差替え）が必要な期間】 

 ○認可保育所、幼稚園、認定こども園 

    令和４年度１月分以前の届出書等 

 ○小規模保育事業Ａ型、事業所内保育事業Ａ型 

    令和４年度６月分以前の届出書等 

   ○小規模保育事業Ｂ型・Ｃ型、家庭的保育事業 

    令和４年度 11 月分以前の届出書等 

 

10 参考となるホームページ 

  制度の概要のほか、事業者向けのＦＡＱ（よくある質問）や公定価格の試算、各種通知などが、ご 

覧いただけます。 

○国（内閣府）「内閣府子ども・子育て支援新制度」のホームページ 

  https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/index.html 
 内閣府子ども・子育て支援新制度    検索 

11 給付事務に関する問い合わせ先 

○給付事務に関する問い合わせ全般 

横浜市こども青少年局 保育・教育給付課 市内施設給付担当 

ＴＥＬ ０４５-６７１－０２０２／６７１－０２０４ 

※電話番号のかけ間違いにご注意ください。 
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○各種届出書や請求データのエラーについてのお問い合わせ先

月々の給付事務における各種届出書に関するお問い合わせや請求データのエラーについてのお問

い合わせの専用ダイヤルを開設しております。上記に関する問い合わせ先は別途ご案内いたします。 

12 審査・支払スケジュールについて 

※ システムで処理するため、スケジュールは変更になる場合があります。変更が必要になった

場合は、給付費申請システム（kintone）や審査結果のお知らせ等でお伝えします。 

※ 過誤再請求のデータは、原則各月のエラーフローでの処理とさせていただきます。エラーフ

ローが存在しない月もありますので、ご注意ください。（過誤再請求データについては105ペー

ジ参照） 

※令和４年度の具体的な審査・支払スケジュールについては、次ページをご覧ください。

○横浜市こども青少年局「子ども・子育て支援新制度 請求事務について」

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-
kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/seikyujimu.html 

横浜市 請求事務 検索 

◆審査・支払のスケジュールには、早期・通常・エラーの３フローがあります。各フローのデータ締切日

や請求書締切日までに間に合ったものについて、それぞれ審査や支払手続きを行います。各締切日に間

に合わなかった場合には、それぞれ次のフローで審査や支払い手続きを行うことになります。

◆当月１日時点の加算状況等について、当月１５日（令和５年度の場合、４月のみ７日（金））までに届

出書（３種類）・雇用状況表により届けていただく必要があります。（例：５月１日時点の加算状況等に

ついて、５月１５日までに届出書等を提出）
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【参考】令和４年度 審査・支払いスケジュール 

 

処理月
（主な対象月）

内容 早期フロー 通常フロー エラーフロー

データ受付期間 ３月22日～４月５日 ４月６日～11日

審査結果通知予定日 ６日 12日

請求書締切 13日 19日

振込予定日 22日 28日

データ受付期間 ４月25日～５月６日 ５月９日～13日 ５月16日～20日

審査結果通知予定日 ９日 16日 23日

請求書締切 13日 20日 5月30日

振込予定日 24日 31日 6月13日

データ受付期間 ５月23日～６月６日 ６月７日～13日 ６月14日～24日

審査結果通知予定日 ７日 14日 27日

請求書締切 13日 20日 7月4日

振込予定日 23日 30日 7月14日

データ受付期間 ６月27日～７月５日 ７月６日～11日 ７月12日～22日

審査結果通知予定日 ６日 12日 25日

請求書締切 12日 19日 8月1日

振込予定日 22日 29日 8月12日

データ受付期間 ７月25日～８月５日 ８月８日～15日 ８月16日～26日

審査結果通知予定日 ８日 16日 29日

請求書締切 15日 22日 9月2日

振込予定日 24日 31日 9月14日

データ受付期間 ８月29日～９月２日 ９月５日～12日 ９月13日～22日

審査結果通知予定日 ５日 13日 26日

請求書締切 ９日 20日 10月3日

振込予定日 21日 30日 10月14日

データ受付期間 ９月26日～10月５日 10月６日～13日 10月14日～21日

審査結果通知予定日 ６日 14日 24日

請求書締切 13日 20日 10月31日

振込予定日 24日 31日 11月11日

データ受付期間 10月24日～11月４日 11月７日～11日 11月14日～22日

審査結果通知予定日 ７日 14日 24日

請求書締切 11日 18日 12月1日

振込予定日 24日 30日 12月13日

データ受付期間 11月24日～12月５日 12月６日～９日

審査結果通知予定日 ６日 12日

請求書締切 12日 16日

振込予定日 22日 27日

データ受付期間 12月19日～１月６日 １月10日～12日 １月13日～20日

審査結果通知予定日 10日 13日 23日

請求書締切 16日 19日 1月31日

振込予定日 24日 31日 2月10日

データ受付期間 １月23日～２月３日 ２月６日～９日 ２月10日～22日

審査結果通知予定日 ６日 10日 24日

請求書締切 10日 16日 3月2日

振込予定日 22日 28日 3月14日

データ受付期間 ２月24日～３月３日 ３月６日～10日 ３月13日～24日

審査結果通知予定日 ６日 13日 27日

請求書締切 10日 17日 4月3日

振込予定日 23日 30日 4月13日

データ受付期間 ３月27日～４月５日 ４月６日～12日

審査結果通知予定日 ６日 13日

請求書締切 12日 19日

振込予定日 24日 28日

令和５年１月
（12月分の請求）

２月
（１月分の請求）

３月
（２月分の請求）

４月
（３月分の請求）

令和４年４月
（３月分の請求）

５月
（４月分の請求）

６月
（５月分の請求）

７月
（６月分の請求）

８月
（７月分の請求）

９月
（８月分の請求）

10月
（９月分の請求）

11月
（10月分の請求）

12月
（11月分の請求）
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13 審査結果のお知らせ等の送付について 

  審査結果通知予定日に、大容量ファイル転送サーバにて審査結果のお知らせ等を配信させていた  

 だきます。 

  なお、配信先のＥメールアドレスが変更になった場合は、「給付費等請求に係る回答用紙」にて

変更後のＥメールアドレスをお知らせいただくようお願いいたします。様式については、以下のホ

ームページのＵＲＬに掲載しております。 

□様式ＵＲＬ（給付費等請求に係る情報の変更手続きについて） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-
kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/seikyujimu.html 
から「給付費等請求に係る回答用紙（Word 形式）」をダウンロードすることができます。 

横浜市 請求事務   検索 

 

14 横浜市ＨＰトップページから給付関係様式掲載場所までのアクセスの方法 

 

   

1 

2

3 
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15 エラーと過誤の再請求の仕組みについて 

(1) エラー 

ア エラーとは 

施設で入力した請求情報と、横浜市が保有する情報とに不一致が見られた場合には明細単位 

で請求から外しています。児童情報等の入力内容が間違っていたため、請求したが支払われな 

かったもの（０円明細）を「エラー」と言います。（例：児童の認定証番号の入力誤りのため、 

請求が通らなかった） 

エラーとなった請求内容は、審査結果通知書の「エラー」の欄に金額が表示されます。また、 

エラーとなった児童や施設明細の原因については、審査結果通知書と一緒に送信する「エラーリス  

ト」でご確認いただけます。 

 

〈図 エラーリスト〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ エラー請求の手順 

 

 

① 請求明細データの変更 

請求明細エラーリストに記載された情報を基に、請求明細ソフトの児童情報や加算状況等の変

更を行います。 

② 請求データの送信 

     変更した請求データを送信します。データ締切日等は各フローと同様です。 

4
5

エラーが出た原因（認定区分、負担区分等）

が記載されます。 

エラーが出た対象（児童明細、施

設明細）が掲載されます。 

① 請求データの変更➡②請求データの送信➡③支払い手続き 
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③ 支払い手続き 

    給付費申請システム（kintone）上で請求金額を確認し、承認します。振込予定日等は各フ  

   ローと同様です。 

  

～注意～ 

一度支払されている児童、施設の請求は「エラー」ではなく、「過誤」として請求してください。 

 

(2) 過誤 

ア 過誤とは 

     認定状況や加算項目の変更等により、一度支払われた後に支給額に誤りが発生したものを 

「過誤」と言います。誤りの内容により、請求金額が増減することになります。 

【例】 

・「加算有」を「加算無」に訂正する場合 … 請求金額は減 

・「加算無」を「加算有」に訂正する場合 … 請求金額は増 

   

  イ 過誤の仕組み 

    過誤申立書を提出いただき、その後過誤再請求データを送信していただくことで正しい支給額  

   を得ることができます。 

※過誤申立書の送付前に過誤再請求データを送信いただいても審査されません。過誤再請求の場

合は、まず過誤申立書を提出してください。 

 

当初お支払した金額（明細単位）を返していただき、修正された正しい金額を再度お支払し 

ます。原則として、返金は納付書で納めていただくのではなく、後の請求から差し引きするこ 

とでお返しいただきます（相殺）。 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104



 

 ウ 過誤の手順 

 

 

 

 

① 過誤申立書の作成 

過誤申立書の作成をお願いします。「過誤理由・内容等」に 

・過誤再請求データの送信を予定しているエラーフロー 

(例：５月エラーフローで過誤を行いたい) 

       ・過誤をする理由 

        （例：アレルギー児童対応費を「無」から「有」に変更したい） 

    を記載してください。また、連絡先もお忘れなくご記入ください。 

 

② 市に過誤申立書を提出 

横浜市に過誤申立書を提出してください。提出期限は、原則として過誤再請求データの送信

を予定しているエラーフローの、一つ前の通常フローのデータ受付期間最終日です。 

（例（令和４年度の場合）：５月エラーフローで行う予定の場合は５月通常フローのデータ受付期間最終日13日まで） 

郵送先：横浜市こども青少年局保育・教育給付課 市内施設給付担当 

   

 

過誤申立書の処理（相殺情報の登録）【市】 

施設から郵送された過誤申立書に基づき、横浜市で返金（相殺）の登録を行います。 

過誤申立書に記載していただいた送信予定の請求フロー以降で相殺が発生します。 

 請求額から相殺額を引かせていただきます。 

  

③ 再請求データの作成 

     「過誤申立書」で申立てを行った児童明細、施設明細について、正しい情報に修正します。 

 

➃ 再請求データの送信 

過誤申立書に記載したフローのデータ受付期間中に過誤再請求データ送信を行ってください｡ 

（例（令和４年度の場合）：５月エラーフローで過誤を行いたい場合、５／16～５／20 に送信） 

 

⑤ 請求手続き 

     過誤を行いたいフローの請求書締切日までに、給付費申請システム（kintone）上で請求金額

等を確認し、承認します。振込予定日に相殺されます。 

 

①過誤申立書の作成➡②市に過誤申立書を郵送➡［過誤申立書の処理（相殺情報の登録）］ 

➡③過誤再請求データの作成➡④過誤再請求データの送信➡⑤支払手続き 
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10 公定価格の令和５年度の変更点 

本資料の内容は全て案となっております。市会での予算議決等を経て確定します。 
 
（１）公定価格の各加算の変更内容について 

１．チーム保育推進加算の充実（対象施設：認可保育所） 

 比較的規模の大きな認可保育所（利用定員 121 人以上）（※）について、25:１の配置が実現

可能となるよう、２人までの加配を可能とする（現行は認可保育所の規模にかかわらず１人）拡

充を行い、保育士の負担軽減、こどもの安心・安全な保育環境の整備を推進します。 

※これまでと同様に、複数保育士のチームによる保育体制や職員の平均経験年数（12 年以上）

等に一定の要件はあります。 

 

【参考：令和４年度現在のチーム保育推進加算の要件】 

以下の要件を全て満たす施設に加算します。 

□必要保育士数（基本分単価及び他の加算の認定に当たって求められる数）を超えて保 

育士を配置している。 

□キャリアを積んだチームリーダーの位置付け等チーム保育体制を整備すること（注１） 

□職員の平均経験年数が 12 年以上である。（注２） 

□当該加算による増収は、保育士の増員や、当該保育所全体の職員の賃金改善に充てる 

こと 

（注１）チーム保育体制の整備とは、Ⅱの６．（２）、（ア）の年齢別配置基準（３歳児配 

置改善加算が適用される場合には、その配置基準）を超えて、主に３～５歳児につい 

て複数保育士による保育体制の構築をいう。 

（注２）職員の平均経験年数については、処遇改善等加算Ⅰにおける職員１人当たりの平 

均経験年数をもって確認すること。（当該年度の経験年数が対象。） 

 

２．主任保育士専任加算等の要件についての特例の創設（対象施設：認可保育所） 

 ０歳児３人以上の利用に係る要件について、①０歳児の利用定員が３人以上あり、かつ、②０

歳児保育を実施する職員体制を維持している場合には、令和５年度に限り、前年度に要件を満た

していた月については、引き続き、要件を満たすものとして取り扱います。 

 

【参考：令和４年度現在の主任保育士専任加算の要件】 

以下の要件を満たしており、さらに【対象事業等】を２つ以上実施している施設に加算します。 

□主任保育士を保育計画の立案等の主任業務に専任させるため、基本分単価及び他の加算等の認定に当

たって求められる「必要保育士数」を超えて代替保育士を配置している。 

【対象事業等】①～⑤から２つ以上実施していること 

□① 横浜市延長保育事業を実施し、保育時間(8 時間)を超えて延長保育を利用する短時間認定子どもの

当該月の各週毎の最多利用児童数の平均（小数点以下第一位を四捨五入）が１人以上又保育時間(11 時

間)を超えて 30 分以上の延長保育を実施し、当該月の各週毎の最多利用児童数の平均（小数点以下第一

位を四捨五入）が１人以上いること 

□② 横浜市一時保育事業（一般型）を実施し、一時保育において当該年度の４月又は５月（又は事業開

始月）の非定型的保育又は緊急保育又はリフレッシュ保育利用者数が１人以上（見込み）いること 

□③ 病児・病後児保育事業を実施していること 
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□④ 当該年度の月の初日に、０歳児が３人以上利用していること 

□⑤ 当該年度に、障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童

が１人以上利用していること 

（当該加算申請時に、障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童に 

申請中だが決定がされていない場合は保育・教育給付課市内施設給付担当までご相 

談ください。） 

※①②④⑤については、当該要件を満たした月以降は、同一年度に限り、事業を実 

施する体制が取られていることをもって当該要件を満たしているものと取り扱う。 

 

３．定員を超過している場合の減算調整の対応（対象施設：家庭的保育事業を除く全施設） 

 一定期間定員を超過している場合に適用する公定価格の減算について、現在は定員超過の程度

に関わらず一律の調整率を適用しているが、令和５年度以降については定員超過の程度に応じて

調整率を設定します。 

※本資料作成段階で、定員超過の程度に応じての調整率の詳細は判明しておりませんので、別途

令和５年度説明テキスト等でお知らせします。 

 

【参考：令和４年度現在の定員を恒常的に超過する場合の適用要件】 

・保育所・認定こども園（２・３号） 

□直前の連続する５年度間常に利用定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率が 120％以上の状

態にある。 

 

・幼稚園・認定こども園（１号） 

□直前の連続する２年度間常に利用定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率が 120％以上の状

態にある。 

 

・小規模保育事業Ａ・Ｂ・Ｃ型、事業所内保育事業Ａ型 

直前の連続する５年度間常に利用定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率が 120％以上（同一

の敷地又は隣接する敷地に所在する幼稚園の設備を活用して小規模保育事業を実施するもの（特定事業

所）にあっては 133%以上）の状態にある。 

 

４．新型コロナウイルス感染症による休園等に伴う保育料減免について（対象施設：認定こど

も園、地域型保育事業） 

 新型コロナウイルス感染症による休園等に伴う保育料減免は、令和４年度末までの措置としま

す。 

※令和４年度までの保育料減免については対象となりますので、登園自粛があった分の利用料は

保護者に速やかに返金していただき、本市にその分過誤再請求をお願いします。 
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５．処遇改善等加算Ⅱに係る研修修了要件の必須化について（対象施設：全施設） 

処遇改善等加算Ⅱによる賃金改善の対象職員については、令和４年度まで研修修了要件の適

用が猶予されていましたが、令和５年度から段階的に適用されます。 

 副主任保育士・中核リーダー等については令和５年度に求める研修修了数は１分野（15 時

間以上）です。令和６年度以降、毎年度１分野（15 時間以上）ずつ必要となる研修修了数を

引き上げ、令和８年度から４分野（60時間以上）で完全適用となります。 

 職務分野別リーダー・若手リーダーについては令和５年度まで要件を適用せず、令和６年度

から１分野（15時間以上）で研修終了要件が完全適用となります。 

加算対象職員は、処遇改善等加算Ⅱによる賃金改善を受ける月の前月までに研修を修了する

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．処遇改善等加算Ⅱの他の施設への配分に関する期限の延長について（対象施設：全施設） 

 処遇改善等加算Ⅱの加算額の一部を同一の者が運営する他の施設・事業所へ配分することが 

できる取扱いについて、令和４年度末までとされていましたが、こども家庭庁の令和５年度予算

案において、令和６年度末まで延長することが示されました。 

 国より正式な通知が発出され次第、お知らせします。 
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７．処遇改善等加算Ⅲの新設及び計算方法の変更について（対象施設：全施設） 

  令和４年２月から９月まで実施していた「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業」が 

 令和４年 10月より「処遇改善等加算Ⅲ」として公定価格に組み込まれました。令和５年度も 

 引き続き、「処遇改善等加算Ⅲ」として加算します。 

  本加算は、職員の賃金の継続的な引上げ（ベースアップ）等に要するものであり、職種や勤

務形態を問わず、施設・事業所に勤務する職員が対象です。加算額の算出方法については、子

ども・子育て支援会議（令和５年２月１日開催）において、令和５年度以降変更となる考えが 

 示されました。国より正式な通知が発出され次第、お知らせします。 

  制度の詳細は、「処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ及び職員処遇改善費 ～制度編～」71ページを

ご確認ください。 
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12 向上支援費の令和５年度の変更点 

 

 施設型向上支援費及び地域型保育向上支援費の令和５年度の変更点は次のとおりです。 

 なお、本資料内の単価等は全て案であり、市会での予算議決等を経て確定します。あらかじめ

ご了承ください。 

 ※下線部が４年度からの変更箇所です。単価は特に記載のない限り月額です。 

 

１ 助成単価及び要件等の変更 

  次のとおり助成単価及び要件等を変更します。 

 

（１）-１ 職員配置加算 【保育所・認定こども園（２・３号）】 

 児童１人あたりの単価（定員等に関わらず一律同額） 

年齢※ 配置加算基礎分 
処遇改善等加算Ⅰ分 

※ 

処遇改善等加算Ⅲ 

相当分※ 

１歳児 ３８，２００円 ３８０円 ９００円 

２歳児 １５，３００円 １５０円 ３００円 

４・５歳児 ３，８２０円 ３０円 ９０円 

※年齢は、公定価格と同じく年度初日の前日における満年齢に基づく区分です。 

  

 

 

 

 

 

※処遇改善等加算Ⅰ分の加算額は、各単価に施設の平均経験年数と職員の賃金改善及
びキャリアパスの取組状況に応じて決定する加算率（％）×100を乗じて得た額としま
す。

※処遇改善等加算Ⅲ相当分は、横浜市保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業費
助成実施要綱（令和４年２月18日こ保給第1291号）別表「職員配置加算分」に定める
助成額と同額です。令和４年10月以降についても、保育士の処遇の改善のため、賃上
げ効果が継続される取組を行うことを前提に助成単価を増額しています。
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（１）-２ 職員配置加算（休日） 【休日保育実施施設のみ】 

休日保育の年間延べ 

利用子ども数（人） 

職員配置加算 

単価（円） 

処遇改善等加算Ⅰ分

（円） 

処遇改善等加算Ⅲ 

相当分（円） 

事業費分

（円） 

  ～ 210 85,200  850 ×加算率 760 ×賃金上昇率 8,400 

211 ～ 279 91,300  910 ×加算率 820 ×賃金上昇率 11,160 

280 ～ 349 103,400  1,030 ×加算率 920 ×賃金上昇率 13,960 

350 ～ 419 115,500  1,150 ×加算率 1,030 ×賃金上昇率 16,760 

420 ～ 489 127,600  1,270 ×加算率 1,140 ×賃金上昇率 19,560 

490 ～ 559 139,800  1,390 ×加算率 1,250 ×賃金上昇率 22,360 

560 ～ 629 151,900  1,510 ×加算率 1,360 ×賃金上昇率 25,160 

630 ～ 699 164,000  1,640 ×加算率 1,470  ×賃金上昇率 27,960 

700 ～ 769 176,100  1,760 ×加算率 1,580 ×賃金上昇率 30,760 

770 ～ 839 188,200  1,880 ×加算率 1,690 ×賃金上昇率 33,560 

840 ～ 909 200,300  2,000 ×加算率 1,800 ×賃金上昇率 36,360 

910 ～ 979 212,500  2,120 ×加算率 1,910 ×賃金上昇率 39,160 

980 ～ 1,049 224,600  2,240 ×加算率 2,020 ×賃金上昇率 41,960 

1,050 ～   236,700  2,360 ×加算率 2,130 ×賃金上昇率 42,000 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連携施設受諾促進加算 【保育所、幼稚園、認定こども園】 

◆保育所 

Ａ区分：２４１，１３０円 

Ｂ区分：１２０，５７０円 

 

◆幼稚園 

Ａ区分：８９，０００円 

Ｂ区分：６０，３００円 

 

◆認定こども園 

Ａ区分：２４１，１３０円 

Ｂ区分：８９，０００円 

Ｃ区分：６０,３００円 

※処遇改善等加算Ⅰ分の加算額は、単価に施設の平均経験年数と職員の賃金改善及びキャリアパスの取組状況に
応じて決定する加算率（％）×100を乗じて得た額とします。
※処遇改善等加算Ⅲ相当分の加算額は、単価に賃金上昇率（％）×100を乗じて得た額とします。賃金上昇率は
一律３％です。
※処遇改善等加算Ⅲ相当分は、横浜市保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業費助成実施要綱（令和４年２
月18日こ保給第1291号）別表「職員配置加算（休日）分」に定める助成額と同額です。令和４年10月以降につい
ても、保育士の処遇の改善のため、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提に助成単価を増額していま
す。
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（３）-１ 食育推進助成 【全施設・事業所】 

   ◆保育所、幼稚園、認定こども園 

【１号】 

① １号の利用定員数に応じて、調理人等を雇用するための経費の助成 

単価は週１日当たりのもので、週当たり自園調理実施日数を掛けた額を助成。 

 ・利用定員４０人まで １７，０００円 １人分 

・利用定員４１～９０人まで ３４，０００円 ２人分 

・利用定員９１人～１５０人まで ４２，５００円 ２．５人分 

・利用定員１５１人以上 ５１，０００円 ３人分 

 

【２号・３号】 

① ２号・３号の利用定員数に応じて、調理人等を雇用するための経費の助成 

 ・利用定員４０人まで １０２，０００円 １人分 

・利用定員４１～９０人まで ２０４，０００円 ２人分 

・利用定員９１人～１５０人まで ２５５，０００円 ２．５人分 

・利用定員１５１人以上 ２０４，０００円 ２人分 

 

◆小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業 

    １園あたり １０２，０００円 

 

（３）-２ 食育推進助成（休日） 【休日保育実施施設のみ】 

  １園あたり ３３，０４０円 

 

（４） アレルギー児童対応費 【全施設・事業所】 

    ◆保育所、認定こども園、幼稚園     

 定員１５０人以下 定員１５１人以上 

１～９％ ２７，２００円 ５４，４００円 
１０～１４％ ５４，４００円 ８１，６００円 
１５～１９％ ８１，６００円 １０８，８００円 
２０％～ １０８，８００円 １３６，０００円 

 

    ◆小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業 

     １園あたり ２７，２００円 
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（５） 産休等代替職員雇用費  

【保育所・幼稚園・認定こども園・小規模保育事業・事業所内保育事業】 

資格種別 単価（時給） 資格種別 単価（時給） 

看護職員 １，９０４円 栄養士 １，３０８円 

幼稚園教諭・保育士 

家庭的保育者 

１，２８６円 無資格（その他） １，０８８円 

 

（６） 障害児等受入加算 【全施設・事業所】 

◆保育所、認定こども園（２・３号）、小規模保育事業、事業所内保育事業 

 （対象児童 1人あたり） 

標準時間認定 

（１１時間） 

Ａ区分（１：１相当） ３３１，６００円  

Ｂ区分（２：１相当） ２４８，３００円  

Ｃ区分（３：１相当） １６１，２００円  

特別支援児童 １００，５００円  

短時間認定 

（８時間） 

Ａ区分（１：１相当） ２４１，１３０円  

Ｂ区分（２：１相当） １８０，６００円  

Ｃ区分（３：１相当） １１７，２００円  

特別支援児童 ７３，１００円  

 

    ◆幼稚園、認定こども園（１号） 

（対象児童 1人あたり） 

Ａ区分（１：１相当） １５０，８００円 

Ｂ区分（２：１相当） １１２，９００円 

Ｃ区分（３：１相当） ７３，３００円 

特別支援児童 ４５，７００円 

 

（７） 障害児等受入加算（休日） 【休日保育実施施設のみ】 

 

 

Ａ区分 

（1：1相当） 

Ｂ区分 

（2：1相当） 

Ｃ区分 

（3：1相当） 

特別支援児

童 

標準時間 107,430円 80,440円 52,220円 32,560円 

短時間 78,120円 58,510円 37,970円 23,680円 

 

（８） 被虐待児童対応費 【全施設・事業所】 

    令和５年度から本加算の対象施設・事業に家庭的保育事業を追加します。 

◆保育所、認定こども園（２・３号）、小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭的保

育事業 

対象児童１人あたり ２４１，１３０円 

 

     ◆幼稚園、認定こども園（１号） 

対象児童１人あたり １５０，８００円 
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（９） 看護職員雇用加算（旧加算名：看護職雇用加算） 

本加算は看護職員（看護師、保健師、助産師、准看護師）を雇用している場合に、保

育士の雇用経費との差額相当分（格付け加算）を助成するものです。令和５年度は、看

護職員雇用費の助成単価に変更はありませんが、保育士雇用費の助成単価を拡充したこ

とに伴い、本加算の助成単価を減額しました。 

    ◆保育所、認定こども園、小規模保育事業 A型・B型、事業所内保育事業 

労働時間 単価 

月１６０時間以上 １施設あたり  ９８，９００円 

月１２０時間以上 １施設あたり  ７４，２００円 

月８０時間以上 １施設あたり  ４９，５００円 

月４０時間以上 １施設あたり  ２４，８００円 

 

    ◆幼稚園 

労働時間 単価 

月１００時間以上 １施設あたり  ６１，９００円 

月７５時間以上 １施設あたり  ４６，４００円 

月５０時間以上 １施設あたり  ３１，０００円 

月２５時間以上 １施設あたり  １５，５００円 

 

（10） 外国人児童保育事業助成 【保育所・幼稚園・認定こども園】 

外国人児童の入所率 

２０％以上４０％未満 ２４１，１３０円  

４０％～ ４８２，２６０円  

 

（11） 保育補助者雇用経費 【保育所、認定こども園（２・３号）】 

利用定員 100人以下の施設は１人分まで、利用定員 101人以上の施設は２人分まで 

１人あたり １９２，４００円 
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（12） ローテーション保育士（保育教諭）雇用費 【保育所・認定こども園（２・３号）】 

 助成額 

人数 定員 30人以下 定員 60人以下 定員 90人以下 定員 91人以上 

１人 300,000円 300,000円 300,000円 300,000円 

２人 541,200円 541,200円 541,200円 541,200円 

３人  782,400円 782,400円 782,400円 

４人   1,023,600円 1,023,600円 

５人    1,264,800円 

 

 助成額（処遇改善等加算Ⅲ相当分） 

人数 定員 30人以下 定員 60人以下 定員 90人以下 定員 91人以上 

１人 10,900円 10,900円 10,900円 10,900円 

２人 10,900円 10,900円 10,900円 10,900円 

３人  10,900円 10,900円 10,900円 

４人   10,900円 10,900円 

５人    10,900円 

 

（13） 保育士育成促進費 【保育所、認定こども園（幼保連携型）】 

区分 勤務時間 単価 

Ａ区分 月１６０時間以上 １施設あたり ２５７，２００円 

Ｂ区分 月１２０時間以上 １施設あたり １９２，９００円 

 

（14） 補助員雇用費 【小規模保育事業Ｃ型、家庭的保育事業】 

     ◆小規模保育事業Ｃ型 

１園あたり １０２，８８０円 

 

     ◆家庭的保育事業 

①補助員の【勤務実績（時間）×単価（1,286円）】 

②公定価格における「家庭的保育補助者加算の支給額（処遇改善等加算を除く）」 

①－②＝補助員雇用費の請求額となります。 

 

（15） 家庭的保育者１名分加配加算 【小規模保育事業Ｃ型】 

１園あたり ５４，４５０円 

 

（16） 安全な保育を実施するための職員雇用費 

【小規模保育事業Ａ型・Ｂ型、事業所内保育事業】 

１園あたり １０３，２２０円  ＋ 処遇改善等加算Ⅲ相当分 ５，１００円 
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２ 助成の新設（一部拡充含む） 

（１）スポット支援員配置助成 

    登園時の繁忙な時間帯やプール活動時など人手が多く求められる時間帯において、園児

の安全を確保するために、保育士資格を有しない保育支援者（スポット支援員）を配置す

る場合の助成を新設します。 

本助成は、国の予算案で既存の保育体制強化事業（本市事業名：保育者業務支援事業費

助成）の１メニューとして追加されたことに合わせ、本市でも実施するものです。市独

自に、国の制度で対象にならない幼稚園を対象として加える他、施設の規模に応じて助

成額に段階を設けます。 

 

   ア 加算の要件 

【本事業は国の補助を活用しています。今後、国から補助要件の詳細が示されることか

ら、本加算要件についても変更の可能性があります。要件を変更する場合は、別途お

知らせします。】 

 

     以下の要件を満たす施設に加算します。 

    □月の初日に利用児童が１人以上いる。 

□【保育所・幼稚園・認定こども園のみ】保育者業務支援事業費助成を請求しており、

保育者業務支援事業費助成で配置する保育支援者とは別の保育支援者（スポット支援

員）を配置している。 

     〈補足〉 

      保育所・幼稚園・認定こども園が本加算を請求する場合、保育者業務支援事業費助

成の請求を前提とします。これは、国の補助の要件上、保育者業務支援事業費助成の

保育支援者とは別の保育支援者を加配することが求められているためです。 

□配置する保育支援者（スポット支援員）は、登園時の繁忙な時間帯やプール活動時な

ど一部の時間帯に配置し、保育士の業務負担軽減を図っている。 

 

※「保育支援者」とは、保育に係る周辺業務を行う保育士資格を有しない者をいいます

（保育補助者を除く）。 

※『雇用状況表』の他の項目に記載の者と重複しないこと。 

 

   イ 単価 

    ◆保育所 

助成額 

定員 60 人以下 定員 90 人以下 定員 120 人以下 定員 150 人以下 

４５，０００円 ６７，５００円 ９０，０００円 １１２，５００円 

定員 180 人以下 定員 240 人以下 定員 300 人以下 定員 301 人以上 

１３５，０００円 １５７，５００円 １８０，０００円 ２０２，５００円 

 ※定員は利用定員による。 
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    ◆認定こども園 

  １号 

助成額 

定員 25 人以下 定員 45 人以下 定員 60 人以下 定員 90 人以下 

２２，５００円 ２２，５００円 ２２，５００円 ３３，７５０円 

定員 120 人以下 定員 150 人以下 定員 180 人以下 定員 240 人以下 

４５，０００円 ５６，２５０円 ６７，５００円 ７８，７５０円 

定員 300 人以下 定員 301 人以上   

９０，０００円 １０１，２５０円   

  ２・３号 

助成額 

定員 25 人以下 定員 45 人以下 定員 60 人以下 定員 90 人以下 

４５，０００円 ４５，０００円 ４５，０００円 ６７，５００円 

定員 120 人以下 定員 150 人以下 定員 180 人以下 定員 240 人以下 

９０，０００円 １１２，５００円 １３５，０００円 １５７，５００円 

定員 300 人以下 定員 301 人以上   

１８０，０００円 ２０２，５００円   

 ※定員は１号と２・３号それぞれの利用定員による 

 

    ◆幼稚園 

助成額 

定員 60 人以下 定員 90 人以下 定員 120 人以下 定員 150 人以下 

２２，５００円 ３３，７５０円 ４５，０００円 ５６，２５０円 

定員 180 人以下 定員 240 人以下 定員 300 人以下 定員 350 人以下 

６７，５００円 ７８，７５０円 ９０，０００円 １０１，２５０円 

定員 400 人以下 定員 401 人以上     

１１２，５００円 １２３，７５０円     

 ※定員は利用定員による。 

 

    ◆家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業 

  １園あたり ４５，０００円 
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（２）医療的ケア対応加算（旧加算名：医療的ケア対応看護師雇用費） 

ア 医療的ケア児サポート保育園【保育所・認定こども園・小規模保育事業】 

    看護職員を複数配置し、常時、医療的ケア児の受入れが可能な園として、本市が認定

した医療的ケア児サポート保育園（以下「サポート保育園」という。）に対し、次の（ア）

から（カ）までの費用を助成します。 

 

  （ア）サポート保育園専任看護職員雇用費 

サポート保育園の受入れ体制確保のため、複数の看護職員（専任）の雇用にかかる費

用を助成します。 

  

    a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□こども青少年局長がサポート保育園と認定している。 

   

    b 看護職員１人あたりの単価（各看護職員の所定労働時間に応じて助成） 

所定労働時間 助成額 所定労働時間 助成額 

10～19時間  ２７，５００円  90～ 99時間 ２４７，５００円 

20～29時間  ５５，０００円 100～109時間 ２７５，０００円 

30～39時間  ８２，５００円 110～119時間 ３０２，５００円 

40～49時間 １１０，０００円 120～129時間 ３３０，０００円 

50～59時間 １３７，５００円 130～139時間 ３５７，５００円 

60～69時間 １６５，０００円 140～149時間 ３８５，０００円 

70～79時間 １９２，５００円 150～159時間 ４１２，５００円 

80～89時間 ２２０，０００円 160時間～ ４４０，８００円 

 

（イ）喀痰吸引等指導者育成伝達講習費・代替職員雇用費 

喀痰吸引等指導者育成伝達講習(※)の受講に関する費用及び、講習受講中の代替職員

雇用費を助成します（原則 １園１人／年間）。 

 

a  加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□こども青少年局長がサポート保育園と認定している。 

□当該年度に喀痰吸引等指導者育成伝達講習を修了している。 

 

b 単価 

看護職員（准看護師を除く。）１人につき２０，２３０円 

 

118



※ 喀痰吸引等指導者育成伝達講習とは、適切に痰の吸引等を行うことができる園職員

の養成に必要な指導者を育成することを目的とするもので、喀痰吸引等第３号研修

の実地研修の指導看護師になるための研修です。 

 

（ウ）-１ ２人目以降の医療的ケア児を受入れた場合の看護職員雇用費 

サポート保育園で２人目以降の医療的ケア児を受入れた場合、専任看護職員のほか

に、新たに看護職員を雇用する場合の費用を助成します。 

 

a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□こども青少年局長がサポート保育園と認定している。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた、２人目以降の児童が在籍し

ている。 

□医療的ケア対象児童１人につき、サポート保育園専任看護職員のほかに、２人目以

降の医療的ケアに対応する看護職員を雇用している。 

※医療的ケア対応の看護職員を複数人雇用している場合は、契約している所定労働時

間数ごとに加算し、医療的ケア対象児童１人につき 160時間を上限とする。 

 

（例１）２・３号の医療的ケア対象児童２人の場合 

サポート保育園専任看護職員のほかに、所定労働時間 160 時間を上限に、医療的ケア

対応の看護職員雇用費を加算します。なお、160時間を上限に、複数の医療的ケア対応

の看護職員で分割することも可能です。 

（例２）２・３号の医療的ケア対象児童３人の場合 

サポート保育園専任看護職員のほかに、所定労働時間 320 時間を上限に、医療的ケア

対応の看護職員雇用費を加算します。なお、320時間を上限に、複数の医療的ケア対応

の看護職員で分割することも可能です。 

 

b 看護職員１人あたりの単価（各看護職員の所定労働時間に応じて助成） 

所定労働時間 助成額 所定労働時間 助成額 

10～19時間  ２７，５００円  90～ 99時間 ２４７，５００円 

20～29時間  ５５，０００円 100～109時間 ２７５，０００円 

30～39時間  ８２，５００円 110～119時間 ３０２，５００円 

40～49時間 １１０，０００円 120～129時間 ３３０，０００円 

50～59時間 １３７，５００円 130～139時間 ３５７，５００円 

60～69時間 １６５，０００円 140～149時間 ３８５，０００円 

70～79時間 １９２，５００円 150～159時間 ４１２，５００円 

80～89時間 ２２０，０００円 160時間～ ４４０，８００円 
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（ウ）-２ ２人目以降の医療的ケア児を受入れた場合の看護職員雇用費（新規受入準備） 

医療的ケア児を新たに受け入れるにあたり、新たに看護職員を雇用する場合、ケア

の習得や園内の環境整備、主治医との調整などの準備をするため、最大３カ月分の看

護職員１名の雇用費を助成します。 

 

a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□こども青少年局長がサポート保育園と認定している。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童として受入れ調整を行い、入所決定し

た２人目以降の児童がいる。 

□２人目以降の医療的ケア対象児童を受け入れるために、新たに看護職員を雇用し、

医療的ケアの習得や園内の環境整備、主治医との調整などの受入準備をしている。 
□新たに雇用した看護職員が、医療的ケア対象児童に対し必要な医療的ケアを実施す

る予定。 

 

b 看護職員１人あたりの単価（各看護職員の所定労働時間に応じて助成） 

     （ウ）-１の「b 看護職員１人あたりの単価」に同じです。 

 

（ウ）-３ ２人目以降の医療的ケア児を受入れた場合の看護職員雇用費（訪問看護利用）

【例外対応】 

入所後に医療的ケアが必要となった場合や看護職員を募集しても雇用に至らない

場合などに訪問看護ステーションを利用するために必要な費用を助成します。 

 

a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□こども青少年局長がサポート保育園と認定している。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた、２人目以降の児童が在籍し

ている。 

□区及び局への協議が済んでいる。 

 

    b 単価 

実支出額（ただし、３カ月を限度とする。３カ月を超える場合は区及び局への協議

を要する。） 

なお、加算認定書類は、訪問看護ステーション利用委託契約書、実績報告書、請求

書及び領収書など詳細な挙証資料の提出を求める予定です。 
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（エ） 喀痰吸引等第３号研修受講費・代替職員雇用費 

医療的ケア対象児童が在籍している保育所等で、保育士等が「喀痰吸引等研修（第

３号）」（※）を受講した場合の費用及び、研修受講中の代替職員雇用費を助成しま

す（医療的ケア児１人につき保育士等３人まで）。 

 

a 加算の要件 

      以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

□「喀痰吸引等研修（第３号）」を受講し、修了している。 

 

b 単価（医療的ケア対象児童１人あたり） 

保育士等１人につき２８，８６０円 

 

※「喀痰吸引等研修（第３号）」は、特定の方を対象に医療的ケアを行う場合に必要な

研修です。研修を修了した保育士が医師の指示、看護師等の連携の下において、喀痰

吸引（口腔内・鼻腔内・気管カニューレ内部）及び経管栄養（胃ろう又は腸ろう、経

鼻経管栄養）を行うことができます。 

 

（オ） 医療的ケア対象児童に対する消耗品費等 

手袋や消毒液など、衛生用品等の消耗品の購入費を助成します。 

 

a 加算の要件 

      以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

 

b 単価（医療的ケア対象児童１人にあたり） 

３，０００円 

 

  （カ） 医療的ケア対象児童の保育士・教諭の雇用費（拡充） 

これまで医療的ケアの程度に応じて、Ａ区分（１：１相当）、Ｂ区分（２：１相当）

又はＣ区分（３：１相当）と認定していましたが、５年度からはＡ区分（１：１相当）

の認定に１本化します。助成額は、１（６）の「障害児等受入加算」を参照してくだ

さい。 
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イ 医療的ケア児個別受入れ園(※) 【保育所、幼稚園、認定こども園、小規模保育事業、

家庭的保育事業、事業所内保育事業】 

※ 個別受入れ園とは、サポート保育園以外で、医療的ケア児を受け入れている園のこ

とをいいます。 

 

（ア）-１ 医療的ケア対応看護職員雇用費 

これまでは、保育所及び認定こども園２・３号は月 160 時間分、幼稚園及び認定こ

ども園１号は月 100 時間分の看護職員雇用経費を助成していましたが、５年度からは

医療的ケアの程度に応じて看護職員の確保が柔軟にできるよう、勤務時間を 10時間ご

とに細分化します。 

 

   a 加算の要件 

     以下の要件を満たす施設・事業所に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

□医療的ケア対象児童１人につき、医療的ケアに対応する看護職員を雇用している。 

※医療的ケア対応の看護職員を複数人雇用している場合は、契約している所定労働時間数

ごとに加算し、医療的ケア対象児童１人につき２・３号は 160 時間、１号は 100 時間を

上限とする。 

 

（例１）２・３号の医療的ケア対象児童１人の場合 

所定労働時間 160 時間を上限に、医療的ケア対応の看護職員雇用費を加算します。な

お、160時間を上限に、複数の医療的ケア対応の看護職員で分割することも可能です。 

（例２）２・３号の医療的ケア対象児童２人の場合 

所定労働時間 320 時間を上限に、医療的ケア対応の看護職員雇用費を加算します。な

お、320時間を上限に、複数の医療的ケア対応の看護職員で分割することも可能です。 

  

    b 看護職員１人あたりの単価（各看護職員の所定労働時間に応じて助成） 

◆保育所、認定こども園(２・３号)、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業 

所定労働時間 助成額 所定労働時間 助成額 

10～19時間  ２７，５００円  90～ 99時間 ２４７，５００円 

20～29時間  ５５，０００円 100～109時間 ２７５，０００円 

30～39時間  ８２，５００円 110～119時間 ３０２，５００円 

40～49時間 １１０，０００円 120～129時間 ３３０，０００円 

50～59時間 １３７，５００円 130～139時間 ３５７，５００円 

60～69時間 １６５，０００円 140～149時間 ３８５，０００円 

70～79時間 １９２，５００円 150～159時間 ４１２，５００円 

80～89時間 ２２０，０００円 160時間～ ４４０，８００円 
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  ◆幼稚園、認定こども園（１号） 

所定労働時間 助成額 所定労働時間 助成額 

10～19時間  ２７，５００円 60～69時間 １６５，０００円 

20～29時間  ５５，０００円 70～79時間 １９２，５００円 

30～39時間  ８２，５００円 80～89時間 ２２０，０００円 

40～49時間 １１０，０００円  90～ 99時間 ２４７，５００円 

50～59時間 １３７，５００円 100時間～ ２７５，０００円 

 

（ア）-２ 医療的ケア対応看護職員雇用費（新規受入準備） 

医療的ケア児を新たに受け入れるにあたり、新たに看護職員を雇用する場合、

ケアの習得や園内の環境整備、主治医との調整などの準備をするため、最大３カ

月分の看護職員１名の雇用費を助成します。 

 

a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童として受入れ調整を行い、入所決定し

た児童がいる。 

□医療的ケア対象児童を受け入れるために、新たに看護職員を雇用し、医療的ケアの

習得や園内の環境整備、主治医との調整などの受入準備をしている。 
□新たに雇用した看護職員が、医療的ケア対象児童に対し必要な医療的ケアを実施す

る予定。 

 

b 看護職員１人あたりの単価（各看護職員の所定労働時間に応じて助成） 

     （ア）-１の「b 看護職員１人あたりの単価」に同じです。 

 

（ア）-３ 医療的ケア対応看護職員雇用費（訪問看護利用）【例外対応】 

入所後に医療的ケアが必要となった場合や看護職員を募集しても雇用に至らな

い場合などに訪問看護ステーションを利用するために必要な費用を助成します。 

 

a 加算の要件 

以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

□区及び局への協議が済んでいる。 

123



    b 単価 

実支出額（ただし、３カ月を限度とする。３カ月を超える場合は区及び局への協議

を要する。） 

なお、加算認定書類は、訪問看護ステーション利用委託契約書、実績報告書、請求

書及び領収書など詳細な挙証資料の提出を求める予定です。 

 

（イ） 喀痰吸引等第３号研修受講費・代替職員雇用費 

医療的ケア対象児童が在籍している保育所等で、保育士等が「喀痰吸引等研修（第

３号）」（※）を受講した場合の費用及び、研修受講中の代替職員雇用費を助成しま

す（医療的ケア児１人につき保育士等３人まで）。 

 

a 加算の要件 

      以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

□「喀痰吸引等研修（第３号）」を受講し、修了している。 

 

b 単価 

保育士等１人につき２８，８６０円 

 

※「喀痰吸引等研修（第３号）」は、特定の方を対象に医療的ケアを行う場合に必要な

研修です。研修を修了した保育士が医師の指示、看護師等の連携の下において、喀痰

吸引（口腔内・鼻腔内・気管カニューレ内部）及び経管栄養（胃ろう又は腸ろう、経

鼻経管栄養）を行うことができます。 

 

（ウ） 医療的ケア対象児童に対する消耗品費等 

手袋や消毒液など、衛生用品等の消耗品の購入費を助成します。 

 

a 加算の要件 

      以下の要件を満たす施設に加算します。 

□区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童が在籍している。 

 

b 単価（医療的ケア対象児童１人あたり） 

３，０００円／月 

 

  （エ） 医療的ケア対象児童の保育士・教諭の雇用費（拡充） 

これまで医療的ケアの程度に応じて、Ａ区分（１：１相当）、Ｂ区分（２：１相当）

又はＣ区分（３：１相当）に認定していましたが、５年度からはＡ区分（１：１相当）

の認定に１本化します。助成額は、１（６）の「障害児等受入加算」を参照してくだ

さい。 
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３ 様式の変更について【全施設・事業所】 

向上支援費の変更点等を反映するため、様式を変更します。 

変更となる様式については、３月下旬頃に給付費申請システム（kintone）に掲載予定です

ので、令和５年度請求分からは新様式をご使用ください。 

 

【変更となる様式】 

①雇用状況表 

  ②向上支援費加算状況等届出書 

 

４ 今後の見直し予定について 

今後、公定価格等の国の制度において、本市独自助成の内容が反映されるなどの拡充が図ら

れた場合は、向上支援費の見直し（廃止を含む）を行います。 

 

５ その他 

恐れ入りますがご質問がある場合は、次のとおり電子メールでお問い合わせください。回答

は５営業日を目安にお電話等で差し上げます。 

 

【メールアドレス】 

kd-unei@city.yokohama.jp 

 

 【件名】 

  【問合せ】【施設・事業所名】令和５年度向上支援費変更点について 

 

 【メール本文記載内容】 

・助成又は加算の名称 

・ご質問内容 

・ご担当者のお名前・連絡先電話番号 
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13 実費徴収に係る補足給付事業について【給付対象施設向け】 

「実費徴収に係る補足給付事業（以下「補足給付」という。）」は、子ども・子育て

支援新制度施行に伴い平成27年度から新たに創設されました。 

施設・事業者（以下「施設」という。）は、日用品、文房具等の購入に要する費用等

について、利用者負担（保育料）とは別に実費を徴収できます。補足給付は、この実費

徴収額について、低所得世帯（生活保護世帯）を対象に費用の一部を補助する事業とし

て実施される「地域子ども・子育て支援事業」の一つです。  

各施設において実費徴収を行う場合は、制度の趣旨をご理解の上、生活保護世帯の対

象となる方へ下記の内容を案内し、実費分の軽減を行ってください。 

施設から横浜市への請求方法の不明点については、保育・教育給付課までお問い合わ

せください。 

 

１ 事業概要 

 

◆ 事業の対象施設は、給付対象施設です。 

◆ 補足給付の対象者は生活保護世帯です。（＝１・２号認定子どもは副食費徴収免除対

象者のうち「免除(Ａ)」、３号認定子どもは利用者の負担区分がＡ階層）  

◆ 助成金額 

教材費・行事費等：基準額（１人あたり月額）2,500円 まで 

◆ 施設は、実費徴収を行う際に、基準額分（補足給付額）を軽減して利用者から実費徴

収を行います。  

◆ 施設は軽減した金額について、毎月の給付費請求の際に横浜市へ請求します。 

＜例＞・教材費が月額1,500円なら利用者からは徴収せず、1,500円を横浜市へ請求します。（基 

準額に満たないため）  

・教材費・行事費合計で月額4,000円なら1,500円を利用者から徴収し、2,500円（基準額） 

を横浜市へ、毎月請求します。（基準額を超える部分は本人負担）  

 

 

２ 補足給付の対象となる実費徴収費用 

  補足給付は、実費徴収の対象となるもののうち、教材費・行事費等が対象です。行

事費等とは、保育・教育の提供に便宜を供するものとされています。 

 

  ＜補足給付の対象の一例＞ 

補足給付の対象になる 補足給付の対象にならない 

教材費、遠足費、制服など 
給食費（主食材料費・副食材料費※３）、

アルバムなど 

 

  ※１ 施設の備品・消耗品は対象になりません。施設が購入した保育・教育の提供

に便宜を供するものに限ります。 

 

  ※２ 補足給付の対象の例は、別添ＱＡの問17を合わせてご確認ください。また、

その他の詳細事項についても、別添ＱＡをご確認ください。 

 

  ※３ 副食材料費は公定価格「副食費徴収免除加算」の対象です。 

     副食費徴収免除対象者から副食費を実費徴収することはできません。 

126



３ 請求方法 

  施設は対象となる各児童の「補足給付確認書」を記載していただき、保護者に署名

をもらいます。保護者から署名をもらった「補足給付確認書」及び実費徴収の内容と

金額がわかる挙証資料を毎月15日までに提出してください。 

 

４ 請求月について 

  横浜市への補足給付の請求は、実費徴収を行う予定（もしくは行った）日が属する

月に行います。例外については、別添ＱＡの問19をご確認ください。 

  なお、市に提出いただく補足給付確認書には、保護者から署名をいただく箇所があ

るので、請求漏れがないようご留意ください。 

 （例） 

  ・６月10日に遠足に行き、７月15日に遠足代として2,500円の実費徴収を行った場

合、７月分の実費徴収の補足給付として補足給付確認書を作成し、横浜市へ2,500円

の請求を行います。 

 

５ 挙証資料について 

挙証資料は、請求物品等名称・金額・実費徴収予定（実施）月が明記されているも

のを提出してください。対象保護者は補足給付分の実費徴収が軽減となり、補足給付

分の請求書は存在しないため、対象保護者以外に配布した請求書（提出時個人情報部

分は黒塗り）や園だより、重要事項説明書等、確認できるものを提出してください。 

  

６ ＨＰの掲載場所 

  補足給付のＨＰの掲載場所は、横浜市トップページから事業者向け情報→業種分野

別から選ぶ「子育て」→子ども・子育て支援新制度への移行案内→事業者の皆さまへ

→「請求事務について」のページはこちら→各種様式について、の順にお進みくださ

い。 

  事業種別を選択すると、補足給付確認書やその記入例、ＱＡが掲載されています。 

 

 ＜ＵＲＬ＞ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-

kyoiku/kosodateshien/shinseido/yoko/yoshiki/R4seikyuuyoushiki.html 
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（
1）

 
補
足
給

付
事
業

と
は
、

ど
の
よ

う
な
事

業
を
い

う
の
か

。
 

 

実
費
徴
収

に
係
る

補
足
給

付
を
行

う
事
業

は
、
地

域
子
ど

も
・
子

育
て
支

援
事
業

の
１
つ

で
、
新

た
に
制

度
化

さ
れ
た

事
業
で

す
。
 

国
が
定
め

る
公
定

価
格
や

そ
の
他

横
浜
市

が
支
給

す
る
助

成
金
等

に
含
ま

れ
な
い

も
の
で

、
日
用

品
・
文

房
具

等
の
購

入
に
要

す
る
費

用
に
つ

い
て
、

市
の
定

め
る
利

用
者
負

担
額
と

は
別
に

各
施
設

・
事
業

者
が
実

費
を

徴
収
で

き
る
こ

と
と
さ

れ
て
い

ま
す
。

こ
の
実

費
徴
収

額
に
つ

い
て
、

生
活
保

護
世
帯

を
対
象

に
費
用

の
一

部
を
補

助
す
る

事
業
で

す
。
 

 

（
2）

 
補
足
給

付
の
対

象
者
は

。
 

 対
象
者
は

、
１
号

及
び
２

号
認
定

子
ど
も

は
副
食

費
徴
収

免
除
対

象
者
の

う
ち
「

免
除

(Ａ
)」

、
３
号
認

定
子

ど
も
は

利
用
者

負
担
区

分
階
層

が
「
Ａ

階
層
」
に
そ
れ

ぞ
れ
該

当
す
る

、
生
活
保

護
世
帯

の
児
童

で
す
。

 

区
福
祉
保

健
セ
ン

タ
ー
か

ら
送
付

す
る
、

契
約
締

結
登
録

者
一
覧

に
記
載

が
あ
り

ま
す
の

で
、
そ

ち
ら
を

ご
確

認
く
だ

さ
い
。

 

 

（
3）

 
助
成
さ

れ
る
金

額
は
い

く
ら
か

。
 

 
 教

材
費
・

行
事
費

等
の
基

準
額
は

一
人
当

た
り
月

額
2
,
50
0
円
に

設
定
さ

れ
て
お

り
、
こ

の
基
準

額
を
上

限
に

助
成
し

ま
す
。

 

 

（
4）

 
保
護
者

が
支
払

う
金
額

す
べ
て

が
対
象

と
な
る

の
か
。

 

 
 対

象
と
な

る
費
用

は
、
実

費
徴
収

額
の
う

ち
、
教

材
費
・

行
事
費

等
で
す

。
 

 【
参

考
】
実

費
徴
収

で
き
る

も
の
に

つ
い
て

の
条
例

上
の
根

拠
 

横
浜
市
特

定
教
育
・
保
育
施

設
及
び

特
定
地

域
型
保

育
事
業

の
運
営

の
基
準

に
関
す

る
条
例
（

平
成

2
6
年

条
例
第

4
8
号

）
 

第
1
3
条

第
４
項

 

特
定
教
育

・
保
育

施
設
は

、
前
３

項
の
支

払
を
受

け
る
額

の
ほ
か

、
特
定

教
育
・

保
育
に

お
い
て

提
供
さ

れ
る

便
宜
に

要
す
る

費
用
の

う
ち
、

次
に
掲

げ
る
費

用
の
額

の
支
払

を
教
育

・
保
育

給
付
認

定
保
護

者
か
ら

受
け

る
こ
と

が
で
き

る
。
 

(
1
)
 
日
用

品
、
文

房
具
そ

の
他
の

特
定
教

育
・
保

育
に
必

要
な
物

品
の
購

入
に
要

す
る
費

用
 

(
2
)
 
特
定

教
育
・

保
育
等

に
係
る

行
事
へ

の
参
加

に
要
す

る
費
用

 

 (
3)
 食

事
の
提
供

（
 次

に
掲

げ
る
も

の
を
除

く
。
）

 に
要
す
る

費
用
 

ア
 次

の
(ア

)又
は

(イ
)に

掲
げ
る

満
３
歳

以
上
教

育
・
保

育
給
付

認
定
子

ど
も
の

う
ち
、

そ
の
教

育
・

保
育

給
付
認

定
保
護

者
及
び

当
該
教

育
・
保

育
給
付

認
定
保

護
者
と

同
一
の

世
帯
に

属
す
る

者
に
係

る
市

町
村
民

税
所
得

割
合
算

額
が
そ

れ
ぞ
れ

(ア
)又

は
(イ

)に
定
め

る
金
額

未
満
で

あ
る
も

の
に
対

す
る

副
食
の

提
供
 

(ア
) 
法
第

19
条
第

１
項
第

１
号
に

掲
げ
る

小
学
校

就
学
前

子
ど
も

に
該
当

す
る
教

育
・
保
育
給

付
認
定

子
ど
も

7
7,
10
1円

 

(イ
) 
法
第

19
条
第

１
項
第

２
号
に

掲
げ
る

小
学
校

就
学
前

子
ど
も

に
該
当

す
る
教

育
・
保
育
給

付
認
定

補
足
給

付
事

業
【

給
付
対

象
施
設
向

け
】
Ｑ
Ａ
 

子
ど
も
（

特
定
満

３
歳
以

上
保
育

認
定
子

ど
も
を

除
く
。

イ
(イ

)に
お
い

て
同
じ

。
）

57
,7
00
円

（
令
第
４

条
第
２

項
第
６

号
に
規

定
す
る

特
定
教

育
・
保

育
給
付

認
定
保

護
者
に

あ
っ
て

は
、

 

7
7
,1
0
1円

）
 

イ
 次

の
(ア

)又
は

(イ
)に

掲
げ
る

満
３
歳

以
上
教

育
・
保
育

給
付
認

定
子
ど

も
の
う

ち
、
負
担

額
算
定

基
準

子
ど
も

又
は
小

学
校
第

３
学
年

修
了
前

子
ど
も

（
小
学

校
、
義

務
教
育

学
校
の

前
期
課

程
又
は

特
別

支
援
学

校
の
小

学
部
の

第
１
学

年
か
ら

第
３
学

年
ま
で

に
在
籍

す
る
子

ど
も
を

い
う
。

以
下
イ

に
お

い
て
同

じ
。
）

が
同
一

の
世
帯

に
３
人

以
上
い

る
場
合

に
そ
れ

ぞ
れ

(ア
)又

は
(イ

)に
定
め
る

者
に

該
当
す

る
も
の

に
対
す

る
副
食

の
提
供

（
ア
に

該
当
す

る
も
の

を
除
く

。
）
 

(ア
) 
法
第

19
条
第

１
項
第

１
号
に

掲
げ
る

小
学
校

就
学
前

子
ど
も

に
該
当

す
る
教

育
・
保
育
給

付
認
定

子
ど
も
負

担
額
算

定
基
準

子
ど
も

又
は
小

学
校
第

３
学
年

修
了
前

子
ど
も

（
そ
の

う
ち
最

年
長
者

及
び
２
番

目
の
年

長
者
で

あ
る
者

を
除
く

。
）
で

あ
る
者

 

(イ
) 
法
第

19
条
第

１
項
第

２
号
に

掲
げ
る

小
学
校

就
学
前

子
ど
も

に
該
当

す
る
教

育
・
保
育
給

付
認
定

子
ど
も
負

担
額
算

定
基
準

子
ど
も

（
そ
の

う
ち
最

年
長
者

及
び
２

番
目
の

年
長
者

で
あ
る

者
を
除

く
。
）
で

あ
る
者

 

ウ
 満

３
歳

未
満
保

育
認
定

子
ど
も

に
対
す

る
食
事

の
提
供

 

(
4
)
 
特
定

教
育
・

保
育
施

設
に
通

う
際
に

提
供
さ

れ
る
便

宜
に
要

す
る
費

用
 

(5
) 
前
各

号
に
掲

げ
る
も

の
の
ほ

か
、
特

定
教
育

・
保
育

に
お
い

て
提
供

さ
れ
る

便
宜
に

要
す
る

費
用
の

う
ち

、
特

定
教
育
・
保

育
施
設

の
利
用

に
お
い

て
通
常

必
要
と

さ
れ
る

も
の
に

係
る
費

用
で
あ

っ
て
、

教
育

・
保
育

給
付
認

定
保
護

者
に
負

担
さ
せ

る
こ
と

が
適
当

と
認
め

ら
れ
る

も
の
 

 （
5）

 
給
食
費

（
主
食

費
・
副

食
費
）

は
補
足

給
付
の

対
象
に

な
る
の

か
。
 

  
給

食
費
（

主
食
材

料
費
・

副
食
材

料
費
）

は
補
足

給
付
事

業
の
対

象
に
な

り
ま
せ

ん
。
 

 

（
6）

 
Ｐ
Ｔ
Ａ

会
費
や

保
護
者

会
費
も

含
ま
れ

る
の
か

。
 

 含
ま
れ
ま

せ
ん
。

 

Ｐ
Ｔ
Ａ
や

保
護
者

会
の
運

営
に
要

す
る
費

用
に
つ

い
て
は

、
特
定

教
育
・

保
育
に

お
い
て

提
供
さ

れ
る
便

宜
に

要
す
る

費
用
で

は
な
く

、
横
浜

市
特
定

教
育
・

保
育
施

設
及
び

特
定
地

域
型
保

育
事
業

の
運
営

の
規
準

に
関

す
る
条

例
（
平

成
26
年

条
例
第

48
号
）

第
13
条

第
４
項

の
規
定

に
よ
る

費
用
に

該
当
し

な
い
た

め
、
実

費
徴

収
に
係

る
補
足

給
付
事

業
の
対

象
と
な

る
実
費

徴
収
額

に
は
含

ま
れ
ま

せ
ん
。

 

 （
7）

 
補
足
給

付
確
認

書
の
ほ

か
に
添

付
書
類

（
挙
証

資
料
）

は
必
要

か
。
 

 補
足

給
付

対
象

の
請

求
物

品
等

名
称

・
金

額
・

実
費

徴
収

予
定

（
実

施
）

月
が

明
記

さ
れ

て
い

る
書

類
が

必
要

で
す

。
ま

た
、

月
割

り
で

の
請

求
を

す
る

場
合

も
、

総
額

が
分

か
る

よ
う

に
金

額
が

確
認

で
き

る
書
類

を
送

付
し
て

く
だ
さ

い
。
 

【
例

】・
対
象
保

護
者
以

外
に
配

布
し
た

請
求
書

 

※
対

象
保

護
者

以
外

個
人

情
報

に
つ

い
て

は
、

黒
塗

り
す

る
な

ど
見

え
な

い
状

態
で

提
出

し
て

く

だ
さ
い
。

 

・
園
だ
よ

り
、
重

要
事
項

説
明
書

等
、
実

費
徴
収

の
内
容

が
わ
か

る
も
の
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（
8）

 
制
服
代

や
遠
足

代
等
、
１

年
の
中

で
金
額

に
偏
り

が
あ
る

が
、
複
数
月

で
割
る

こ
と
は

可
能
か

。
 

 
 

 

施
設

・
事

業
者

の
判

断
に

よ
り

、
①

一
括

で
請

求
す

る
こ

と
も

、
②

複
数

月
で

割
る

こ
と

（
分

割
）

も
可

能
で

す
。

(下
記

【
例
】

参
照

) 

②
分
割
で

請
求
す

る
場
合

は
1
2
か
月

で
割
る

の
で
は

な
く
、
原
則

と
し
て

最
短
期

間
で
請

求
が
終

わ
る
よ

う
に

計
算
し

て
く
だ

さ
い
。
ま

た
、
Ｑ
Ａ

の
問

1
8
と

同
じ
考

え
方
で

、
実
費
徴

収
日
（
口

座
引
き

落
と
し

日
）

が
属

す
る
月

が
分
割

の
開
始

月
に
な

り
ま
す

。
 

な
お

、
補

足
給

付
事

業
の

制
度

を
踏

ま
え

、
対

象
保

護
者

の
負

担
軽

減
を

ご
配

慮
の

う
え

請
求

し
て

い
た

だ
き

ま
す
よ

う
ご
留

意
く
だ

さ
い
。

 

 

【
例
】

 
制
服

代
1
2
,
0
0
0
円
の
実

費
徴
収

 

①
 制

服
代

1
2
,
0
0
0
円
全

額
を
４

月
に
実

費
徴
収

す
る
場

合
 

補
足
給
付

額
は
上

限
金
額

で
あ
る

2
,
5
0
0
円
、
保

護
者
負

担
金
額

は
9
,
5
0
0
円
 

②
 制

服
代

1
2
,
0
0
0
円
を

複
数
月

で
割
っ

て
実
費

徴
収
す

る
場
合

 

・
４
～
７

月
ま
で

は
上
限

金
額

2
,
5
0
0
円

の
実
費

徴
収
 

(
４
か

月
×

2,
5
0
0
円
＝

1
0
,
0
0
0
円
。

補
足
給

付
上
限

額
の
請

求
と
な

り
ま
す

。
) 

・
８
月
は

2
,
0
0
0
円
の
実

費
徴
収

 

・
す
べ
て

の
月
で

保
護
者

負
担
金

額
は

0
円

 
 

（
9）

 
何
年
か

に
ま
た

が
っ
て

分
割
す

る
こ
と

は
可
能

か
。
 

 
 最

長
で
も

年
度
内

(最
大

12
か
月

)の
中
で
補

足
給
付

と
実
費

徴
収
の

清
算
を

行
っ
て

く
だ
さ

い
。
 

な
お
、
例
と
し

て
、
3
5
,
0
0
0
円
の

教
材
費

等
の
実

費
徴
収

が
あ
っ

た
場
合

、
上
限

金
額

2
,
5
0
0
円

×
12

か

月
＝

3
0
,
0
0
0
円
と

な
り
、

5
,
0
0
0
円

の
残
金

が
生
じ

て
し
ま

い
ま
す

が
、
翌

年
度
の

請
求
に

回
す
こ

と
は
で

き
ま

せ
ん
。

こ
の
場

合
、
5
,
0
0
0
円
は

保
護
者

負
担
金

額
と
し

て
く
だ

さ
い
。

 

 （
1
0）

 
「
補
足

給
付
確

認
書
」
の

補
足
給

付
額
・
保
護

者
負
担

額
ⓐ
～

ⓓ
の
計

算
方
法

が
分
か

ら
な
い

。
 

 
 補

足
給
付

額
の
上

限
金
額

よ
り
実

費
徴
収

額
が
低

い
場
合

は
、
実
費
徴

収
額
が

補
足
給

付
額
と

な
り
ま

す
。

ま
た

、
保

護
者

負
担

額
は

実
費

徴
収

項
目

の
合

計
金

額
か

ら
補

足
給

付
額

を
引

い
た

額
で

あ
り

、
マ

イ
ナ
ス

に
は

な
り
ま

せ
ん
。

 

以
下
で
、

例
を
示

し
ま
す

。
 

 
【

例
】
 

・
教
材

費
等
ⓐ

3
,
00
0
円

の
場

合
 

補
足

給
付
額

ⓑ
は

2
,
5
0
0
円

、
保
護

者
負
担

額
(ⓐ

-ⓑ
)は

5
00

円
(=
3
,0
0
0
円

-
2,
5
00

円
) 

・
教
材

費
等
ⓐ

1
,
00
0
円

の
場

合
 

補
足

給
付
額

ⓑ
は

1
,
0
0
0
円

、
保
護

者
負
担

金
(ⓐ

-ⓑ
)は

0
円

(=
1
,0
0
0
円

-1
,
0
00

円
) 

 （
1
1）

 
代
表
者

名
は
理

事
長
名

・
園
長

名
の
ど

ち
ら
を

書
け
ば

い
い
か

。
 

 ど
ち
ら
の

名
前
を

書
い
て

い
た
だ

い
て
も

問
題
あ

り
ま
せ

ん
。
 

 

（
1
2）

 
補
足
給

付
の
請

求
ソ
フ

ト
で
は

ど
の
項

目
に
該

当
す
る

か
。
 

 
 「

そ
の
他

」
が
該

当
の
項

目
で
す

。
該
当

児
童
の

請
求
明

細
書

(児
童

)に
補
足
給

付
額
（

「
補
足

給
付
確

認
書

」
の
ⓑ

欄
の
額

）
を
入

力
し
て

く
だ
さ

い
。
 

  

（
1
3）

 
年
度
途

中
に
退

所
し
た

児
童
の

補
足
給

付
は
ど

う
な
る

か
。
残
り
の

お
金
は

保
護
者

か
ら
も

ら

え
な
い
の

か
。
 

 
 保

護
者
か

ら
分
割

で
実
費

徴
収
し

て
い
た

場
合
、

最
終
月

に
残
り

の
実
費

徴
収
額

全
額
の

支
払
い

を
依
頼

し
て

く
だ
さ

い
。
そ

の
際
の

補
足
給

付
額
は

上
限
金

額
(2
,
5
0
0
円
)
の
支

払
い
と

な
り
ま

す
。
 

 （
1
4）

 
年
度
途

中
で
副

食
費
徴

収
免
除

制
度
の

区
分
及

び
保
育

料
の
階

層
が
変

わ
っ
た

児
童
の

給
付

は
ど
う
な

る
か
。

 

 
 副

食
費
徴

収
免
除

制
度
の

区
分
が

「
免
除

(Ａ
)」

か
ら
「

免
除

(Ｂ
)」

「
免
除
」

「
－
」

に
変
わ

っ
た
児

童
及

び
、
保

育
料
の

階
層
が

Ａ
階
層

か
ら
Ｂ

・
Ｃ
・

Ｄ
階
層

に
変
わ

っ
た
児

童
は
、

(1
3)
と

同
様
で

す
。
最

終
月

に
残
り

の
実
費

徴
収
額

全
額
の

支
払
い

を
保
護

者
に
依

頼
し
て

く
だ
さ

い
。
 

ま
た
、
「

免
除

(Ｂ
)」

「
免
除
」

「
－
」

か
ら
「

免
除

(Ａ
)」

に
変
わ
っ

た
児
童

及
び
、

Ｂ
・
Ｃ

・
Ｄ
階

層
か

ら
Ａ
階

層
に
変

わ
っ
た

児
童
に

対
し
て

も
当
該

月
か
ら

補
足
給

付
を
お

支
払
い

し
ま
す

。
途
中

入
所
で

あ
っ

て
も
給

付
対
象

で
す
。

 

          （
1
5）

 
月
途
中

に
退
所

し
た
児

童
の
補

足
給
付

は
日
割

り
計
算

す
る
の

か
。
 

 
 

 
日

割
り
計

算
は
し

ま
せ
ん

。
途
中

退
所
、

「
免
除

(Ａ
)」

か
ら
「

免
除

(Ｂ
)」

「
免
除
」

「
－
」

へ
、
あ

る
い

は
Ａ
階

層
か
ら

Ｂ
・
Ｃ

階
層
へ

、
「
免

除
(Ｂ

)」
「
免

除
」
「

－
」
か

ら
「
免

除
(Ａ

)」
へ
、

あ
る
い

は
Ｂ

・
Ｃ
階

層
か
ら

Ａ
階
層

へ
変
更

し
た
場

合
で
も

補
足
給

付
の
お

支
払
い

を
し
ま

す
。
 

 

（
1
6）

 
補
足
給

付
確
認

書
は
コ

ピ
ー
し

て
保
管

す
る
必

要
が
あ

る
か
。

 

 
 

 
補

足
給
付

確
認
書

を
２
部

コ
ピ
ー

し
て
い

た
だ
き

、
原
本

は
市
に

送
っ
て

く
だ
さ

い
。
コ

ピ
ー
し

た
も
の

は
、

施
設
・

事
業
者

と
保
護

者
で
保

管
し
て

い
た
だ

く
よ
う

お
願
い

い
た
し

ま
す
。

施
設
・

事
業
者

側
で
は

５
年

間
保
管

し
て
く

だ
さ
い

。
 

 

１
・
２

号
３

号

免
除

（
Ａ

）
Ａ

階
層

←
補

足
給

付
の

対
象

者

免
除

（
Ｂ

）
Ｂ

階
層

Ｃ
階

層

Ｄ
階

層

Ｅ
階

層

免
除 ­
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（
1
7）

 
補
足
給

付
の
対

象
と
な

る
も
の

は
具
体

的
に
ど

う
い
う

も
の
か

。
 

 

補
足

給
付

は
、

実
費

徴
収

の
対

象
と

な
る

も
の

の
う

ち
、

教
材

費
・

行
事

費
等

が
対

象
で

す
。

教
材

費
・

行
事

費
等

と
は

、
保

育
・

教
育

の
提

供
に

便
宜

を
供

す
る

も
の

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

具
体

的
に

は
例

示
を
参

考
に

し
て
く

だ
さ
い

。
 

 

【
参

考
】
給

付
の
対

象
 

・
施
設

・
事
業

者
の
備

品
や
消

耗
品
は

対
象
に

は
な
り

ま
せ
ん

。
 

・
施
設

・
事
業

者
が
「

指
定
し

て
保
護

者
が
購

入
し
た

物
品
」

は
対
象

に
な
り

ま
せ
ん

。
 

・
施
設

・
事
業

者
が
購

入
し
た

「
保
育

・
教
育

の
提
供

に
便
宜

を
供
す

る
も
の

」
に
限

り
ま
す

。
 

 

 

  

    

補
足

給
付

の
対

象
の

例
 

補
足

給
付

の
対

象
に

な
る

 
実

費
徴

収
の

対
象

と
な

る
が

 

補
足

給
付

の
対

象
に

な
ら

な
い

 

ス
モ

ッ
ク

 
お

道
具

箱
 

写
真

 

絵
本

 
文

具
セ

ッ
ト

 
ア

ル
バ

ム
 

寝
具

代
 

ワ
ー

ク
ブ

ッ
ク

 
１

・
２

号
認

定
子

ど
も

の
給

食
代

 

教
材

費
 

シ
ー

ル
 

（
主

食
材

料
費

・
副

食
材

料
費

※
）
 

オ
ル

ガ
ン

・
カ

ス
タ

ネ
ッ

ト
 

歯
ブ

ラ
シ

 
※

副
食

費
徴

収
免

除
対

象
者

の
副

食
材

料
費

（
副

食
費

徴
収

 

衣
類

 
英

語
教

材
 

 
免

除
加

算
の

対
象

と
な

る
も

の
）
は

実
費

徴
収

の
対

象
外

 

ゴ
ム

印
 

オ
ム

ツ
（
処

理
代

含
む

）
 

 
 

ＩＤ
カ

ー
ド

(追
加

分
) 

制
服

・
体

操
着

 
 

 

名
札

 
宿

泊
行

事
費

 
実

費
徴

収
の

対
象

に
な

ら
な

い
 

防
災

頭
巾

 
展

覧
会

見
学

費
 

施
設

整
備

寄
付

金
 

防
災

靴
 

保
育

参
加

給
食

費
 

Ｐ
Ｔ

Ａ
会

費
 

ク
レ

パ
ス

 
遠

足
積

立
金

 
プ

ー
ル

レ
ッ

ス
ン

料
 

の
り

 
送

迎
費

 
英

語
レ

ッ
ス

ン
料

 

は
さ

み
 

駐
車

場
利

用
料

 
延

長
保

育
料

 

鉛
筆

 
保

育
園

外
保

育
代

 
一

時
預

か
り

保
育

料
 

マ
ー

カ
ー

 
布

団
洗

濯
代

 
３

号
認

定
子

ど
も

の
給

食
代

 

自
由

画
帳

 
共

済
掛

け
金

 
（
主

食
材

料
費

・
副

食
材

料
費

）
 

連
絡

帳
 

 

災
害

給
付

制
度

加
入

 
等

 

 
 

（
1
8）

 
行
事
実

施
日
と

実
費
徴

収
日
（
口
座

引
き
落

と
し
日

）
が

異
な
る

月
の
場

合
、
ど

ち
ら
の

月
の
補

足

給
付
と
し

て
請
求

す
る
の

か
。
 

  
実

費
徴

収
日

（
口

座
引

き
落

と
し

日
）

が
属

す
る

月
の

補
足

給
付

と
し

て
請

求
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す
。

補
足

給
付
は

実
費
徴

収
に
対

し
て
発

生
す
る

た
め
で

す
。
 

例
）
４
月

に
遠
足

を
実
施

し
、
６

月
に
集

金
し
た

場
合
。

 

 
 

 
→
６

月
分
の

実
費
徴

収
に
対

す
る
、

６
月
分

の
補
足

給
付
と

な
り
ま

す
。
 

 （
1
9）

 
当
該
年

度
に
使

用
す
る

も
の
の

実
費
徴

収
に
つ

い
て
、
前

年
度
３

月
、
も
し

く
は
翌

年
度
４

月
に
実

費
徴
収
し

て
い
る

場
合
、

補
足
給

付
の
対

象
に
で

き
な
い

か
。
 

 

当
該
年
度

に
使
用

す
る
も

の
の
実

費
徴
収

の
な
か

で
、
当

該
年
度

外
に
実

費
徴
収

せ
ざ
る

を
得
な

い
も
の

に
関

し
て
の

み
、
当

該
年
度

内
の
最

も
近
い

月
に
合

計
し
て

補
足
給

付
の
請

求
が
で

き
ま
す

。
そ
の

た
め
、

前
年

度
３
月

に
実
費

徴
収
を

行
う
場

合
は
当

該
年
度

の
４
月

分
、
翌

年
度
の

４
月
に

実
費
徴

収
を
行

う
場
合

は
当

該
年
度

の
３
月

分
の
補

足
給
付

と
し
て

請
求
し

ま
す
。

 

 （
2
0）

年
度

内
に
請

求
漏
れ

が
発
生

し
た
場

合
は
、

ど
の
よ

う
に
す

れ
ば
よ

い
か
。

 

 

年
度
内
に

請
求
漏

れ
が
発

生
し
た

場
合
は

、
該
当

月
の
補

足
給
付

を
請
求

し
て
い

た
だ
く

必
要
が

あ
り
ま

 

す
。

そ
の
場

合
は
、

（
７
）

の
挙
証

資
料
の

日
付
を

ご
確
認

い
た
だ

き
、
当

該
月
の

補
足
給

付
を
請

求
す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
。

 

 
な

お
、
市

に
提
出

い
た
だ

く
補
足

給
付
確

認
書
に

は
、
保

護
者
か

ら
署
名

を
い
た

だ
く
箇

所
が
あ

る
の
で

 

請
求

漏
れ
が

な
い
よ

う
ご
留

意
く
だ

さ
い
。

 

    

原
則
と
し

て
、
補

足
給
付

の
請
求

に
際
し

て
は
、

挙
証
資

料
と
し

て
「
実

費
徴
収

予
定
（

実
施
）

月
」
が

明
記

さ
れ
て

い
る
も

の
の
提

出
が
必

要
で
す

。
 

 
例

え
ば
、

保
護
者

に
注
文

書
を
書

い
て
も

ら
い
、

そ
こ
に

金
額
と

共
に
徴

収
予
定

月
等
の

必
要
な

内
容
を

記
載

す
る
と

い
っ
た

対
応
を

以
て
、

挙
証
資

料
を
ご

用
意
く

だ
さ
い

。
 

   （
2
1）

 消
耗
品
に

つ
い
て

、
補
充

が
必
要

に
な
る

都
度
に

実
費
徴

収
を
行

っ
て
い

る
場
合
「
実

費
徴
収

予

定
（

実
施
）

月
」
が

明
記
さ

れ
て
い

る
も
の

が
提
示

で
き
な

い
。
ど

う
す
れ

ば
よ
い

か
。
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14 一時保育事業について 

●一時保育事業 令和５年度変更点について ● 

 
※補助内容については予算の議決をもって決定します。 

  項目 従来（令和４年度） 令和５年度 

1 

一般型 

「利用児童加

算」の細分化＋

増額 

11
時
間
型
開
所
施
設 

3歳児未満：3,640円 

0 歳児クラス（57 日～６か月未満）： 

16,281 円 

０歳児クラス（６か月以上）：6,940 円 

1・２歳児クラス       ：3,930 円 

3歳児以上：1,780円 

3 歳児以上          ：1,920 円 

※２時間以下の利用…加算対象外（基

本分補助は対象） 

８
時
間
型
開
所
施
設 

3歳児未満 ：1,830円 

0 歳児クラス（57 日～６か月未満）： 

11,840 円 

０歳児クラス（６か月以上）：5,047 円 

1・２歳児クラス       ：2,410 円 

3歳児以上 ： 870円 

3 歳児以上          ：1,160 円 

※２時間以下の利用…加算対象外（基

本分補助は対象） 

2 

余裕活用型 

「利用児童加

算」の細分化＋

増額 

2,400円/１人あたり 

１の欄（一般型における利用児童加算）

と同額にします。 

※8 時間型と 11 時間型で額が異なり

ます。 

3 

一般型 

11時間型施設の

「基本分補助」

の増額 

4～ 20人/月 89,100円 93,410 円 

21～ 60人/月 142,560円 149,450 円 

61～120人/月 178,200円 186,810 円 

121～180人/月 267,300円 280,210 円 

181～240人/月 356,400円 373,610 円 

241～300人/月 445,500円 467,020 円 

301～360人/月 534,600円 560,420 円 

361人以上/月 623,700円 653,820 円 

一般型 

8時間型施設の 

「基本分補助」

の増額 

4～ 20人/月  61,970円 70,610 円 

21～ 60人/月  99,160円 112,970 円 

61～120人/月 123,940円 141,210 円 

121～180人/月 185,910円 211,810 円 

181～240人/月 247,880円 282,410 円 

241～300人/月 309,850円 353,020 円 

301～360人/月 371,820円 423,620 円 

361人以上/月 433,790円 494,220 円 

134



 

  項目 従来（令和４年度） 令和５年度 

4 

新たな加算制度

（安定運営加

算） 

新規 

以下の要件を満たす場合、月 12 万円

交付 

 

＜要件＞ 

・一般型 

・11 時間型開所 

・市内児童の 0 歳児クラスの児童を含

み、月 10 人以上の実績 

5 

新たな加算制度

（障害児等受

入） 

障害児受け入れ加算 

・A区分：９，１８０円 

・B区分：７，２２０円 

・C区分：４，６９０円 

障害児受け入れ加算 

・A 区分    ：９，１８０円 

・B区分    ：７，２２０円 

・C 区分    ：４，６９０円 

・特別支援児童：2,780 円 【←新規】 

・医ケア     ：9,180 円 【←新規】 

6 
新たな減免制度

の追加 

非課税世帯：全額減免 

生活保護世帯：全額減免 

ひとり親世帯：全額減免 

多胎児減免：緊急・リフ利用の

場合は全額減免 

非課税世帯：全額減免 

生活保護世帯：全額減免 

ひとり親世帯：全額減免 

多胎児減免：緊急・リフ利用の場合は全

額減免 

 

市町村民税所得割合算額が 

７万 7,101 円未満である世帯 

：2/3 減免 【←新規減免】 

７ 
はじめてのおあ

ずかり券 

 

 

 

新規 

令和５年度出生した児童を対象に 24

時間分の無料クーポン券を配付しま

す。クーポンは給食・おやつ代を除い

た保育料に適用できます。 

他の減免と同様、施設では料金を徴収

せず、本市へ利用料を請求してくださ

い。 

８ 

3歳児以上の短

時間利用につい

て 

新規 

3 歳児以上の利用で、2 時間以下の利

用については、「利用児童加算」の対象

外とします。 

※基本助成の児童数については対象

です。またその他の、障害児受入加算

などの加算は対象となります。 

９ 

職員配置基準

（一般型で専用

保育室内にて実

施する場合の緩

和） 

新規 

一時保育の事業専用保育室（概ね 30

㎡）の区画があり、当該保育室にて一

時保育を行う場合、専ら一時保育事業

に従事する職員として、保育従事者を

配置し、そのうち保育士を 1/2 以上と

すること。 

保育従事者のうち、保育士資格を有し

ない者は、横浜市で定める研修課程を

すべて修了した後に、保育に従事する

ことができる。 
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  項目 従来（令和４年度） 令和５年度 

10 実績報告の仕方 

エクセル様式に入力し、電子申

請システム及び郵送にて実績報

告・補助請求 

令和５年度中に横浜市一時預かり

WEB予約システムによる実績報告書

の作成を導入します。詳細は別途ご連

絡します。 

 

※当面は令和４年度と同様にエクセル

様式に入力し、電子申請システム及び

メールや郵送にて実績報告・補助請求

をお願いいたします。 

11 利用時間の判定 

分単位で発生した端数につい

て、1時間切り上げるかどうかに

ついては、各施設で独自に判断 

市内の施設で統一し、分単位の端数に

ついては 30 分単位での切り上げとし

ます。 

例：4 時間 1 分の利用→4 時間 30 分

の利用とする。 

※市への実績報告及び保護者への利

用料金の算定についても同様の考え方

で統一します。 

※なお、1 分未満については切り下げ。

（４時間と 59 秒までは 4 時間） 

※利用料の計算については横浜市一

時預かりWEB予約システムをご活用

いただくと簡単に算出できるよう準備

中です。 

12 日額上限の撤廃 

一日の利用料金の上限料金を 

「３歳児未満…2,400円」 

「３歳児以上…1,300円」 

日額の上限を撤廃します。利用時間に

応じて料金を徴収してください。 

 例：一時保育実施時間が12時間の施

設で１歳児が 12 時間利用した場合の

利用料金 

   300 円×12 時間＝3,600 円 

13 延長保育時間 

延長保育→あり 

 

 

延長保育の特徴。 

・利用料：市の定める一時間あ

たりの上限額を遵守 

 

・減免：延長保育時間も対象 

延長保育→なし。 

一時保育の実施時間以外については

「時間外保育」と定めます。 

 

時間外保育の特徴 

・利用料：園で独自に設定可能です。た

だし、あらかじめ保護者にわかりやす

い方法で公開し、同意を得たうえで徴

収すること。 

・減免：対象外 
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  項目 従来（令和４年度） 令和５年度 

14 
実施内容と施設

種別 

「一般型」 →民間認可保育所、

認定こども園（幼保連携型）、

小規模保育事業で実施 

 

「余裕活用型」→小規模保育事

業で実施 

一般型、余裕活用型どちらも施設種別

に関わりなく選択可能です。 

15 

利用の種類（使

用使途）と、そ

れぞれの利用制

限について 

非定型的保育…週３日または月

120時間以内 

緊急保育…１回に連続して14日

以内 

リフレッシュ利用…１回の申込

につき１日以内 

 

なお、上記以上の利用が必要で

あれば、区に対して報告する必

要があります。 

非定型・緊急保育・リフレッシュ 

いずれの利用であっても合計月 120

時間以内 

 

例：非定型で 100 時間利用している場

合はリフレッシュでは 20 時間利用で

きます。 

なお、120時間以上の利用が必要であ

れば、区に対して報告する必要があり

ます。 

16 市外児童利用 

利用の可否：他都市で認可保育

所等に入所していない市外児童

は利用可能。施設で受入可否の

判断が可能。 

 ※里帰り出産の場合は他都市

で認可保育所等に入所していて

も利用可能 

 

料金：市内児童と同様 

減免：市外児童は対象外 

市補助：基礎分、利用児童加算

ともに市内児童と同様 

利用の可否：他都市で認可保育所等に

入所していない市外児童は利用可能。

施設で受入可否の判断が可能。 

 ※里帰り出産の場合は他都市で認可

保育所等に入所していても利用可能 

 

 

料金：施設にて独自に設定が可能。事

前の説明と同意が必要。 

減免：市外児童は対象外 

市補助：基本分については対象。利用

児童加算は対象外。 

17 
障害児受け入れ

加算の適用方法 

一時保育事業障害児受入加算適

用申請書に、 

①「児童状況書（横浜障害児等

の保育・教育実施要綱第 1号様

式）」 

②「児童状況確認書（（横浜障

害児等の保育・教育実施要綱第

２号様式または第 2号様式の

２）」 

③所持している場合は「身体障

害者手帳」「療育手帳」「精神

障害者保健福祉手帳」 

の写しを添付し、各区こども家

庭支援課へ提出します。 

 

区が加算適用の区分について決

定通知を交付しますので、その

通知を、請求書に添付して、市

へ補助金の申請をします。 

「身体障害者手帳」 

「療育手帳」 

「精神障害者保健福祉手帳」 

「障害福祉サービス受給者証または障

害児通所受給者証」 

を所持している場合は、その写しのみ

で加算申請可能にします。 

（手帳の内容から加算区分を判定する

ため、区への申請は不要です。） 

 

手帳を所持していない・手帳での加配

では実態に応じていない、という場合

は、従来の手続きで加算適用区分の決

定を受けて、市へ補助の請求すること

も可能です。 
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＜令和５年度補助ベースでの試算＞ 

試算の要件 

＜一般型で 11 時間型施設＞ 1 日１～２名を受入の場合 

加算 R4 R5 
 

利用児童加算 月児童数 R4単価 小計 R5単価 小計 
 

  ０歳児（6か月未満） 4 3,640  14,560  16,281  65,124  
 

  ０歳児（6か月以上） 8 3,640  29,120  6,940  55,520  
 

  １～２歳児 10 3,640  36,400  3,930  39,300  
 

  ３～５歳児 3 1,780  5,340  1,920  5,760  
 

 基本分（児童数合計 25人/月） 142,560  142,560  149,450  149,450  
 

 安定運営加算 - 0  120,000  120,000  
 

保護者からの利用料（3歳児未満） 日額上限 2,400 52,800  300×11時間 72,600  
 

保護者からの利用料（3歳児以上） 日額上限 1,300 3,900  160×11時間 5,280  
 

収入の総計   284,680    513,034  
 

      
228,354  円の増 

＜余裕活用型で 11 時間型施設＞ 1 日１～２名を受入の場合 

加算 R4 R5 
 

利用児童加算 
月児童

数 
R4単価 小計 R5単価 小計 

 

  ０歳児（6か月未満） 4 2,400  9,600  16,281  65,124  
 

  ０歳児（6か月以上） 8 2,400  19,200  6,940  55,520  
 

  １～２歳児 10 2,400  24,000  3,930  39,300  
 

  ３～５歳児 3 0  0  1,920  5,760  
 

保護者からの利用料（3歳児未満） 日額上限 2,400 52,800  300×11時間 72,600  
 

保護者からの利用料（3歳児以上） 日額上限 1,300 3,900  160×11時間 5,280  
 

収入の総計   109,500    243,584  
 

      
134,084  円の増 

 

●『横浜市一時預かり WEB 予約システム』について ● 

令和 4年度から、乳幼児一時預かり事業及び、一時保育事業において「横浜市一時預かり WEB 予

約システム」を導入しております。施設の情報を検索・予約が可能です。 
現在、すべての施設が検索できるようになっています。地図上で施設の位置が確認できるなど、保

護者目線でも検索しやすいシステムとなっていますので、ぜひ一度システムをご覧ください。 
また、予約機能については、希望する施設から順次参加いただいています。 
 
令和５年度は、年度内には、実績報告について当該 WEB 予約システムを利用して報告いただくよ

う準備をしております。実績報告方法については確定次第別途ご連絡します。 

URL：https://ichiji-yoyaku.city.yokohama.lg.jp 

または 横浜市一時預かり WEB 予約システム で検索🔎🔎 

R4 年度と比べ、同じ人数を保育した場合でも

一般型は約 23 万円の補助増となります。 
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１ 一時保育事業とは 

 ・保育所、認定こども園、家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業（給付対象）

及び横浜保育室を利用していない（入所していない）児童を、民間認可保育所、認定こども

園（幼保連携型）及び小規模保育事業で一時的に保育する事業です。ただし、里帰り出産の

場合は、他都市で認可保育所等を利用している場合であっても、市内の一時保育の利用は可

能です。 

 ・現在お住まいの市町村で、認可保育所などを利用していなければ、横浜市民ではなくても利

用可能です。ただし、市外在住の方の利用は、以下のとおりの利用になります。 

 里帰り出産での利用 里帰り出産以外での利用 

利用料金 市の上限額 市の上限額に関わらず設定が可能 

施設への補助金 市内児童と同様の交付 基本分のみ対象 

保護者の減免制度 利用不可 

 

 ・横浜市一時預かり WEB予約システムから施設検索が可能です。WEB予約を受け付けている施

設に対してはウェブ上から申込が可能です。その他の施設に対しては電話等で施設へ直接申

込が必要です。利用料の納付は、利用者が直接、実施施設に対して行います。 

 

２ 一時保育利用使途の種類 

 下記の利用使途で預かります。なお、児童一人あたり、利用限度は合計 120時間です。 

 ※非定型利用で 100時間利用している場合は、緊急やリフレッシュでの利用は 20時間可能で

す。なお、120時間を超えて利用が必要である場合は、区こども家庭支援課にご報告くださ

い。 

種  類 内  容 

非定型的保育 
保護者等の就労、職業訓練や就学、介護等により、家庭での保育が断続的

に困難となる児童をお預かりします。 

緊急保育 
保護者等の疾病、入院、冠婚葬祭などやむを得ない理由により、緊急一時

的に保育が必要となる児童をお預かりします。 

リフレッシュ保育 
育児に伴う保護者の身体的、心理的負担を解消するため、一時的に児童を

お預かりします。 

 

 ３ 一時保育の実施内容について 

  一時保育には「一般型」と「余裕活用型」があります。 

事業内容の規定や補助内容が異なりますので、施設の実態に応じて「一般型」か「余裕活用型」

を選択してください。 

 

  項目 一般型 余裕活用型 

1 実施施設 民間認可保育所、認定こども園（幼保連携型）、小規模保育事業 

2 実施時間 

原則として保育園の開所時間のうち 11 時間以上 

ただし、地域状況や利用状況等の理由により、実施しても利用が見込めないなど相当の

理由がある場合には、８時間以上 11 時間未満の実施時間を設定することができます。 

※補助額が変わるので注意 

3 実施日 

原則として月～土曜日 

※地域状況や利用状況等の理由により、事業を実施しても利用が見込めないなどの場合

は、事業の実施を要しない日を設けることができます。 
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  項目 一般型 余裕活用型 

4 
定員の 

設定 

通常の保育の定員の他に、一時預かりの

受入を行う定員枠を設けて実施します。 

各事業所の利用定員から当該月初日の利用

人数を差し引いた人数が、一時保育で受け入

れることのできる人数とする「余裕活用型」

として実施します。ただし、各事業所の利用

定員総数を超えて受け入れることはできま

せん。 

5 

非定型保

育の取扱

い 

パートタイム就労などの場合に利用する

非定型的保育については、各実施施設の

判断で、最大で年度末までの利用申請を

受け付けることが可能です。 

ただし、一時保育の受入枠すべてを年度

末までの申込者とすることはできませ

ん。例えば、利用枠の３分の１は一時的

な利用者のために残しておく等、一時保

育の趣旨を踏まえ御対応くださいますよ

うお願いします。 

非定型保育についても受入が可能ですが、通

常の保育所利用の児童の入所が確定した場

合、一時保育の児童が急遽利用できなくなる

可能性があります。 

そのため、長期間での予約の受付などは避け

てください。 

6 
実施施設

の要件 

・横浜市内の民間の認可保育所及び認定

こども園及び小規模保育事業であること 

・専用保育室（原則 30 ㎡以上）を確保

していること（各保育室で実施するなど、

区長が認めた場合は例外あり）。 

・一般型との併用はできません。 

7 
事業担当

保育士 

事業を担当する保育士を定め、保育士雇

用状況へ記載する場合は、一時保育事業

に従事する時間を除外した時間で記載し

てください。一時保育事業に従事してい

る時間分については雇用状況表での記載

対象になりません。 

 

なお、保育従事者については、一時保育

の事業専用保育室（概ね 30 ㎡）の区画

があり、当該保育室にて一時保育を行う

場合、専ら一時保育事業に従事する職員

として、保育従事者を配置し、そのうち

保育士を 1/2 以上とすること。 

保育従事者のうち、保育士資格を有しな

い者は、横浜市で定める研修課程（子育

て支援員研修「一時預かり事業」または

「地域型保育」）をすべて修了した後に、

保育に従事することができる。 

事業担当保育士は不要。 

横浜市の配置基準を満たす利用児童の年齢、

人数に応じた保育従事者が必要です。 

8 補助制度 

以下の補助項目があります。 

・基本分助成 

・安定運営加算（市内児童のみ対象） 

・利用児童加算（市内児童のみ対象） 

・各種の減免した利用料への補助（市内

児童のみ対象） 

・障害児受入等の各種加算（市内児童の

み対象） 

以下の補助項目があります。 

 

 

・利用児童加算（市内児童のみ対象） 

・各種の減免した利用料への補助（市内児童

のみ対象） 

・障害児受入等の各種加算（市内児童のみ対

象） 
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＜横浜市職員配置基準＞ 

 

 

 

 

 

 

 

４ 関係要綱 

（１） 横浜市一時保育事業実施要綱 

一時保育事業を実施するため手続や実施内容等を定めた要綱です。事業を実施する実施施

設は、この要綱に基づき事業を実施します。 

（２） 横浜市一時保育事業助成要綱 

一時保育の実施にかかる助成金の交付に関する要綱です。助成を受けようとする実施施設は、

この要綱に基づき助成を受けます。 

 

５ 利用料等 

（１） 保護者から徴収する利用料（一般型・余裕活用型） 

・利用料等…ガイドライン（上限額）に沿って、各実施施設が設定。料金は、各実施施設

が直接利用者から徴収します。 

◎利用料等のガイドライン（上限）は次のとおりです。      

時間単位 
３歳未満児     300円（１時間・１人あたり） 

３歳以上児     160円（１時間・１人あたり） 

給食・おやつ代 全児童 合計  500円（ １日 ・１人あたり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

A型 B型 C型
０歳児 3:1 3:1

１歳児 4:1 （補助者配置の場合5：2）

２歳児 5:1

３歳児 15:1

４･５歳児 24:1

3：1＋保育従事者１名

6：1＋保育従事者１名

6：1＋保育従事者１名

認可保育所
小規模保育事業
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（２） 利用料減免制度 

  減免対象 減免割合 減免に必要な書類 備考（減免対象や必要な書類について） 

1 被保護世帯 
利用料全

額 

「保護証明書」 

「保護（開始）決定通知書」 

「生活保護費支給証」 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・保護者が横浜市民であること 

2 市民税非課税世帯 
利用料全

額 
保護者及び世帯全員分の

「市民税・県民税（非）課

税証明書」 

 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・保護者及び保護者と同一の世帯に属する人が横浜

市民で、減免に必要な書類を提出できること 

3 

市町村民税所得割

合算額が７万

7,101円未満であ

る世帯 

利用料の

2/3減免 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・保護者及び保護者と同一の世帯に属する人が横浜

市民で、減免に必要な書類を提出できること 

・10円未満の額については切り上げた額を徴収する

こと 

4 ひとり親世帯 
利用料全

額 

「児童扶養手当証書」 

「福祉医療証（ひとり親

証）」 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・保護者が横浜市民であること 

・減免に必要な書類を取得できない世帯は対象外 

5 

多胎児減免対象

（緊急・リフレッ

シュ利用目的） 

利用料全

額 

「母子手帳（出生届出済証

明の箇所）」 

「住民票」等多胎児である

ことが確認できる書類 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・保護者が横浜市民であること 

・多胎児減免分助成の対象となるのは多胎児児童の

みです。多胎児のきょうだいは対象外。多胎児児童

であれば一人だけ預かる場合も対象となります。 

6 

はじめてのおあず

かり券を利用する

減免 

利用料全

額 
電子クーポンで配付予定 

・給食、おやつ代、時間外保育料は減免の対象外 

・計 24時間分のクーポンが対象の保護者に配付され

ます。クーポンの確認方法は別途連絡します。 

7 

利用している家庭的

保育事業者が休業す

る際に代替保育がで

きない場合に行う緊

急保育 

給食・おや

つ代・時間

外保育料

を含み、利

用料全額 

利用・休業証明書（第５号

様式） 
  

8 

利用施設の休園等や

むを得ない事由によ

り保育の提供を受け

ることができない場

合に行う緊急保育 

給食・おや

つ代・時間

外保育料

を含み、利

用料全額 

休園施設が保護者に発行す

る書類により、「自園で保

育できないこと」を確認、

写しをとってください。 

  

 

  [料金等に関する留意点について] 

＜半日単位や短時間保育の設定をする場合＞ 

①料金設定は、1時間あたりの金額が時間単位のガイドラインを超えないものとします。 

例：半日（４時間）料金の設定も可能ですが、時間単位のガイドラインは超えないこととします。 

 ○  ３歳以上児 日額 1,300円  半日（4時間） 640円（160円  ×4時間） 

   ×  ３歳以上児 日額 1,300円  半日（4時間） 650円（162.5円×4時間） 
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 ②実際に利用した時間に応じて徴収してください。 

例：半日（４時間）の料金を設定したが、実際の利用は１時間だった場合、１時間分の料金

の徴収です。 

＜時間外保育の保育料＞ 

時間外保育の保育料は施設で適切な額※を設定してかまいません。ただし利用者に事前にわかり

やすく周知・同意を得る必要があります。 

※職員が超過勤務する場合に係るなど、実費相当の額を設定してください。 

  ＜夕食代など＞ 

本市では給食・おやつ代として徴収可能な額として、500円を上限としています。これには 18

時 30分を超えて利用する児童に係る夕おやつ又は夕食代を含みません。夕おやつ又は夕食代な

どが必要な場合は保護者に通知の上、別途請求とします。 

＜その他必要な実費について＞ 

利用料、給食・おやつ代以外の料金の徴収については、あらかじめ利用者に明示し、トラブルと

ならないよう十分な説明をした上で、実費の範囲内で各実施施設において設定できます。 

＜児童の年齢＞ 

 利用児童加算における０歳児の月齢については、利用した当月一日における月齢とします。 

１歳児以上の児童の年齢は、当該年度の初日（４月１日）の前日における満年齢とし、年度途

中に誕生日を迎えても変更しないものとします。 

 

（３） その他 

 「一時預かり事業」は社会福祉事業として位置づけられており、社会福祉法人が一時預か

り事業を行う場合、以下のことが義務付けられています。 

・事業開始の届出（社会福祉法人以外の事業者も全て） 

・定款変更（社会福祉法人のみ） 

 

６ 助成金の種類と内容（横浜市一時保育事業助成要綱） 

一時保育事業の実施施設に対する助成金は、次の項目で構成されています。 

 （１） 基本助成（一般型） 

８時間実施施設もしくは 11時間実施施設、月間延べ利用児童数に応じて助成します。 

月の延べ利用児童数が、３人以下の場合は０円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８時間実施施設 ： 事業実施時間が８時間以上 11時間未満の保育所等 

11時間実施施設 ： 事業実施時間が 11時間以上の保育所等 

 

月の延べ利用児童数 区分 
助成額（月額） 

８時間実施施設 11時間実施施設 

4～ 20人 Ａ区分 70,610円 93,410円 

21～ 60人 Ｂ区分 112,970円 149,450円 

61～120人 Ｃ区分 141,210円 186,810円 

121～180人 Ｄ区分 211,810円 280,210円 

181～240人 Ｅ区分 282,410円 373,610円 

241～300人 Ｆ区分 353,020円 467,020円 

301～360人 Ｇ区分 423,620円 560,420円 

361人以上 Ｈ区分 494,220円 653,820円 
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（２） 利用児童加算（一般型・余裕活用型） 

年齢別（３歳未満、以上）の利用児童数×実施時間（８時間実施・11時間実施）の単価です。 

年齢区分 
補助額（延べ利用１人あたり） 

８時間実施施設 11時間実施施設 

0歳児クラス(57日～6か月未満) 11,840円 16,281円 

0歳児クラス(６か月以上) 5,047円 6,940円 

１歳児～２歳児クラス 2,410円 3,930円 

３歳児以上 1,160円 1,920円 

   ※月齢については利用月の一日時点での月齢で判定します。 

 

 （３） 安定運営加算 

   下記の要件を満たした場合、月 12 万円を補助します。 

   ＜要件＞  ・一般型の 11 時間型施設であること 

           ・市内児童の 0 歳児クラスの児童を含み、月 10 人以上の実績があること 

 

 （４） 被保護世帯・市民税非課税世帯・市町村民税所得割合合計額が７万 7,101 円未満である世帯

等減免分への助成、ひとり親世帯等減免分への助成、多胎児減免分への助成 

    下記の表の利用料を上限とし、施設が実際減免した額を助成します。 

時間分 
３歳未満児 300円（１時間・１人あたり） 

３歳以上児 160円（１時間・１人あたり） 

※市町村民税所得割合合計額が７万 7,101円未満である世帯等減免分については、実施時間にお

ける利用料総額の３分の２を減免とする。なお、10円未満の端数は切り上げることとします。 

 

（５） 家庭的保育事業が休業する際・利用施設の休園等やむをえない事由により保育の提供を受

けることができない場合の減免分助成 

  減免した料金（利用料 給食・おやつ代・時間外保育料を含む） 

 

（６） 障害児等受入加算（一般型） 

  障害児（手帳所持者、発達障害のある児童又はそれらに相当する障害があると施設長が判断す   

る児童）の受け入れにあたり、「児童状況書」（１号様式）や手帳の写し等の必要書類を添付して、

施設が区に加算の申請をします。区の福祉保健センターの長の決定した障害の程度の区分に応じ

て職員の加配に要する人件費を加算します。 

区分 配置 児童１人あたり（日額） 

A区分 １：１相当 9,180円 

B区分 ２：１相当 7,220円 

C区分 ３：１相当 4,690円 

特別支援児童  - 2,780円 

医ケア  １：１相当 9,180円 

※いずれの加算とも、基本分補助額が０円の月でも加算対象となります。 

 

 （７） 多胎児受入時加算 （緊急・リフレッシュの利用目的の場合に適用） 

多胎児の利用があった場合、一月ごとの延べ利用児童数に応じて加算します。 

児童１人あたり（日額） 1,200円 
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７ 一時保育の実施に関する事務手続き（届出事務及び請求事務について） 

 （１） 一時保育の「実施」に関する届出書類 

届出書類 届出期限 届出先 

横浜市一時保育事業 

実施届 

一時保育事業を開始しようとする 

前月の 10日までに提出 

各区 

福祉保健センター 

こども家庭支援課 

実施内容変更届 
一時保育事業の実施内容を変更しようとする

前月の 10日までに提出 

休止届 
一時保育事業を休止しようとする 

前月の 10日までに提出 

廃止届 
一時保育事業を廃止しようとする 

前月の 10日までに提出 

特定子ども・子育て 

支援施設等確認申請書 
新規実施の場合、実施届と一緒に提出 

＜横浜市一時保育事業実施届＞  

事業開始月の前月 10日まで（※）に、区福祉保健センターこども家庭支援課に提出します。 

実施届に記載された「一時保育の実施時間」で、助成の単価が決まります。（８時間・11時間）

また、横浜市一時預かり WEB予約システムで実施時間や利用料等を公表します。 

※利用者向けの一時保育の案内チラシも併せて提出してください。 

  ※翌年度に引続き実施する場合は３月 10日までに実施届を再度提出してください。 

  ※新年度当初休止し、途中から実施をする場合（例えば４月・５月に休止し６月から実施）

は、３月 10日までに実施届と休止届を同時に提出してください。（休止届は最大２か月ま

で有効） 

  ※令和５年度の実施届は kintone経由で行います。提出先 URLなど、依頼は別途通知。 

 

＜横浜市一時保育事業実施内容変更届＞   

事業内容を変更しようとする月の前月 10日までに、区福祉保健センターこども家庭支援課

に提出します。 

 

＜横浜市一時保育事業休止届＞  

事業を休止しようとする月の前月 10日までに、区福祉保健センターこども家庭支援課に提

出します。 

休止期間は原則２か月までです。引き続き休止が必要な場合は再度「休止届」を提出するか 

 一時保育を再開する見込みがない場合は、「廃止届」を提出してください。 

 

＜横浜市一時保育事業廃止届＞  

  事業を廃止しようとする月の前月 10日までに、区福祉保健センターこども家庭支援課に提

出します。 

 

＜特定子ども・子育て支援施設等確認申請書＞ 

  無償化の対象施設になるために必要な書類です。新しく一時保育事業を実施する場合、実施

届と一緒に区役所に提出します。なお、確認申請書は一度提出いただければ、廃止届の提出が

ない限り毎年の提出は不要です。 
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 （２） 一時保育の請求に関する提出書類 

 

請求方法は、令和５年度中に＜横浜市 WEB 予約システム＞経由に変更予定ですが、

当面の間は以下のとおりです。 
 

メールで提出する場合 

・メール件名、エクセル・PDF の名前を【施設所在区】施設名（○月分）としてください。 

＜例：【中区】よこはま保育園（４月分）＞ 

・エクセル、ＰＤＦにパスワード（14100 から始まる 13 桁の施設事業所番号）を設定してください。 

 

提出書類 提出期限 提出先 

横浜市一時保育事業 

助成金報告書兼請求書（※） 

     

翌月７日までに提出 

メール（ＰＤＦ）または郵送 

 

こども青少年局 

保育・教育給付課 

TEL：045-671-0234 

利用状況報告書（※） 

 

翌月７日までに提出 

電子申請（エクセル） 
 

助成金差額内訳報告書（※） 

利用児童数の訂正等、 

差額が発生した場合に提出 

電子申請（エクセル） 

助成金差額（追加）請求書（※） 

利用児童数の訂正等、 

差額が発生した場合に提出 

メール（ＰＤＦ）または郵送 

各種手帳写しまたは障害児等受入加算適

用決定通知、 

被保護世帯・市民税非課税世帯・ 

多胎児・ひとり親世帯、 

医療的ケア児・特別支援児童であること 

が確認できる資料（写しで可） 

対象児童の利用がある場合に、 

請求書とあわせて提出 

メール（ＰＤＦ）または郵送 

障害児等受入加算適用申請書 

（各種手帳にて加算区分が判定できる

場合、区への手続きは不要） 

手帳の交付を受けていない等の

対象児童の利用があった場合、 

速やかに提出 

各区福祉保健センター 

こども家庭支援課 

       ※一般型と余裕活用型で様式が一部異なります。 

 

＜横浜市一時保育事業助成金報告書兼請求書・利用状況報告書＞  

一時保育の助成金は、原則毎月の実績に基づき、翌月末の支給となります。 

毎翌月７日までに＜横浜市電子申請・届出システム＞を通じて提出します。 

※提出の遅延（記載不備による再提出含む）により、翌々月以降の支給になる場合もあります。 

請求額が０円の場合 

利用状況報告書（エクセル）の提出は必要です。 

ただし、報告書兼請求書（ＰＤＦ）のメール（または郵送）は不要です。 

 〇 提出の手順 

① 横浜市ＨＰに掲載されている様式をダウンロードし、以下ア、イの書類を作成します。 

（横浜市ＨＰにて【給付対象施設・事業 要綱・様式】で検索） 

ア 横浜市一時保育事業 助成金報告書兼請求書 

イ 横浜市一時保育事業 利用状況報告書 

イに入力すると、アに人数等が自動的に反映します。 
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② 電子申請システムにて、ア・イ（エクセル）を提出します。 

＜横浜市電子申請・届出システム＞ 

https://shinsei.city.yokohama.lg.jp/cu/141003/ea/residents/portal/home 

  ③ 助成金の請求がある場合は、アをＰＤＦ形式で添付し、メールで提出します。 

（委任がある場合は、押印のうえ郵送で提出します。） 

〇 助成金報告書兼請求書の提出先  

【メールの場合】 令和５年３月分の実績（４/７〆）から、施設所在区ごとの提出先アドレ

スにご提出ください。 

鶴見区 kd-ichiji-tsurumi@city.yokohama.jp 金沢区 kd-ichiji-kanazawa@city.yokohama.jp 

神奈川区 kd-ichiji-kanagawa@city.yokohama.jp 港北区 kd-ichiji-kohoku@city.yokohama.jp 

西区 kd-ichiji-nishi@city.yokohama.jp 緑区 kd-ichiji-midori@city.yokohama.jp 

中区 kd-ichiji-naka@city.yokohama.jp 青葉区 kd-ichiji-aoba@city.yokohama.jp 

南区 kd-ichiji-minami@city.yokohama.jp 都筑区 kd-ichiji-tsuzuki@city.yokohama.jp 

港南区 kd-ichiji-konan@city.yokohama.jp 泉区 kd-ichiji-izumi@city.yokohama.jp 

保土ケ谷
区 

kd-ichiji-hodogaya@city.yokohama.jp 栄区 kd-ichiji-sakae@city.yokohama.jp 

旭区 kd-ichiji-asahi@city.yokohama.jp 戸塚区 kd-ichiji-totsuka@city.yokohama.jp 

磯子区 kd-ichiji-isogo@city.yokohama.jp 瀬谷区 kd-ichiji-seya@city.yokohama.jp 

 

【郵送の場合】 （市庁舎ではありません） 

〒231-0015 横浜市中区尾上町１－８ 関内新井ビル９階 

横浜市こども青少年局 保育・教育給付課 一時保育助成金担当 宛 

 

＜横浜市一時保育事業 助成金差額内訳報告書・助成金差額（追加）請求書＞  

 利用児童数の訂正など、差額が発生した場合に使用します。 

 差額の発生が把握出来た時点で、保育・教育給付課までご連絡ください。 
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＜障害児等受入加算適用申請書・障害児等受入加算適用決定通知書＞ 
障害児等受入加算の申請をする場合に使用します。 
〇 申請の手順 

（１）「身体障害者手帳」「療育手帳（愛の手帳）」及び「精神障害者保健福祉手帳」「障害福祉サー

ビス受給者証」の交付を受けている児童 

   次のとおりの加算区分とします。 

   ア 身体障害者手帳による加配基準表 
 

障害種別 
加配区分 

A 重度 
(1:1 相当) 

B 中度 
(2:1 相当) 

C 軽度 
(3:1 相当) 

０・１・

２歳児ク

ラス 

肢 体  １・２級 ３・４・５・６・７級 

視 覚  １・２級 ３・４・５・６級 

聴 覚   ２・３・４・５・６級 

音声・言語   ３・４級 

内 部   １・２・３・４級 

３・４・

５歳児ク

ラス 

肢 体 １・２級 ３・４級 ５・６・７級 

視 覚 １・２級 ３・４級 ５・６級 

聴 覚   ２・３・４・５・６級 

音声・言語   ３・４級 

内部   １・２・３・４級 

 
イ 愛の手帳(療育手帳)による加配基準表 

A 重度(1:1 相当) B 中度(2:1 相当) C 軽度(3:1 相当) 
Ａ１、Ａ２ Ｂ１ Ｂ２ 

 
ウ 精神障害者保健福祉手帳による加配基準表 

手帳所持 C 軽度(3:1 相当) 
 

エ 障害福祉サービス受給者証または障害児通所受給者証による加配基準表 
受給者証所持 特別支援 

 

（２）手帳の交付を受けていない児童、または手帳の交付は受けているが（１）の加配区分では実

態に即していない場合 

  ア 区へ「障害児等受入加算適用申請書」提出し「障害児等受入加算適用決定通知書」の交付を

受ける必要があります。 

  （ア）障害児の場合 

 下記(a)～(c)を、区福祉保健センターこども家庭支援課に提出してください。 

(a) 横浜市一時保育事業 障害児等受入加算適用申請書 

(b) 児童状況書（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 第１号様式） 

(c) 児童状況確認書（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 第２号様式又は第２号様式の２）」 
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   ※「身体障害者手帳」「療育手帳（愛の手帳）」及び「精神障害者保健福祉手帳」の交付を

受けている児童については、各手帳の写しを添付してください。 

  （イ）医療的ケア児童の場合（たん吸引、導尿、経管栄養等の医療的ケアが必要な児童で、ほか

に重篤な症状がなく、集団での保育教育が可能である児童） 
 下記(a)～(c)を、区福祉保健センターこども家庭支援課に提出してください。 

(a) 横浜市一時保育事業 障害児等受入加算適用申請書 

(b) 医療的ケア児童状況書（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 第１号様式－２（保護

者用）） 

(c) 医療的ケア依頼書（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 第６号様式） 

(d) 医療的ケア指示書（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 第７号様式） 

(e) 医療的ケア主治医意見書（兼診療情報提供書）（横浜市障害児等の保育・教育実施要綱 

第８号様式） 

イ 区から実施施設に「障害児等受入加算適用決定通知書」にて適用区分が通知されます。 

（障害児等受入加算助成の支給開始日は、福祉保健センター長が申請年度の範囲内で決定し

ます） 

ウ 「障害児等受入加算適用決定通知書」を「助成金報告書兼請求書」とあわせてＰＤＦ形式で

メールに添付し、提出してください。 

(過去の利用（請求）に遡って区分が決定した場合は、「助成金差額内訳報告書」及び「助成

金差額（追加）請求書」により差額をお支払いしますので、保育・教育給付課までご連絡く

ださい。) 

 

 

＜被保護世帯・市民税非課税世帯・多胎児・ひとり親世帯、医療的ケア児・特別支援児童である

ことが確認できる資料＞ 

利用時に保護者へのヒアリングを必ず行い、該当する児童と判明した場合は、各確認書類（写し）

を請求書とあわせてＰＤＦ形式でメールに添付し提出してください。期限までの提出が難しい場合

は保育・教育給付課までご連絡をください。 
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８ よくある問合せ 

 

Ｑ１ 基本の開所時間を８時間に設定した場合、基本時間を過ぎたら時間外保育料金を徴収できます

か？ 

Ａ 可能です。ただし、予め利用者にその旨を周知することや不公平な取り扱いにならないようにするなど配

慮してください。なお、時間外保育料金については、従事する保育者にかかる費用など、適切な額に設定い

ただきますようお願いいたします。 

 

Ｑ２ 「事業を担当する保育士」は専任でなければいけませんか？ 

Ａ 一時保育利用児童の状況を把握したり、一時保育児童に関する担当者という位置づけの保育士が必要

です。クラス担任など一時保育事業と事実上兼務ができない場合は除きますが、一時保育事業に影響がな

ければ、他の業務に従事することは差し支えありません。ただし、一般型の当該保育士は保育士雇用状況

表へ記載する場合は、一時保育事業に勤務する時間（予定の時間でかまいません）を除外して記入してく

ださい。 

 

Ｑ３ 一時保育事業実施届の「４ 事業担当保育士の内容」に記載する保育士は、向上支援費の保育

士雇用状況表に重複して記載していいのですか？ 

Ａ 記載してかまいません。一般型で実施している施設が記載する場合は、一時保育事業に勤務する時間

（予定の時間でかまいません）を除外して記入してください。なお、一般型で、「通常の保育の児童」と「一時

保育の児童」を、担任が通常の保育体制の中で、合同で保育している場合は、担任の雇用状況表に記載

する時間から保育に従事した時間を差し引く必要はありません。雇用状況表の記載の方法については保

育・教育給付課へご相談ください。 

 

Ｑ４ 「一時保育専用保育室」が無いのですが、事業は実施できますか？ 

Ａ 原則、一般型は一時保育事業専用保育室（最低 30 ㎡）を確保することとしていますが、専用の部屋を確

保しなくても、入所児童の保育室面積に余裕がある（＝児童数に応じた最低基準面積以上の面積がある）

場合など事業の実施に支障がないと区長が認める場合には、一時保育を実施することができます。 

 なお、余裕活用型は空き定員のある施設にて実施することができ、専用の保育室・保育士の確保は不要

です。 

 ※R５年度から認可保育所・認定こども園も余裕活用型を実施できます。 

    

Ｑ５ キャンセル料は徴収できますか？ 

Ａ キャンセル料の徴収についての規定はありませんので、徴収しても差し支えはありません。ただし、予め

利用者にその旨を周知することや不公平な取り扱いにならないようにするなど配慮してください。なお、丸

一日キャンセルされた場合、本市への実績報告対象とはなりません。 

 

Ｑ６ ８時間で予約を取っていた人が、当日３時間しか使わなかった場合、残りの５時間分の料金を徴

収できますか？ 

Ａ 予約をどのように受け付けているかによって対応が変わります。 

①予約を「１日コース」「半日コース」と施設が設定している場合 

 →実際に利用した時間分のみ徴収してください。 

②1 時間単位で予約が取れるようになっており、保護者が任意で保育時間を予約できる場合 

 →保護者が予約した時間分の徴収が可能です。なお利用時間分のみの徴収にしてもかまいません。 
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Ｑ７ 昼食や日中のおやつ以外に、お迎えが夕方遅くなる児童に夕おやつまたは夕食の提供を考えて

いますが、別途料金を徴収することはできますか？ 

Ａ できます。昼食及び日中のおやつは「合計５００円」の範囲内ですが、夕おやつ等は含まれていないので、

実費相当を別途徴収しても差し支えありません。ただし、予め利用者にその旨を周知することや不公平な

取り扱いにならないようにするなど配慮してください。 

 

Ｑ８ 非定型、緊急、リフレッシュの各保育は、全部実施する必要がありますか？ 

Ａ 原則、全て実施することとしています。  

 

Ｑ９ 非定型的保育の利用要件である「介護」とはどのような状況ですか？ 

Ａ 病人や障害者・障害児の介護または施設等へ定期的に通所している障害者・障害児の付き添いをして

いる、など家庭での保育が断続的に困難な場合に該当します。 

 

Ｑ10 他園の一時保育事業と併用できますか？ 

Ａ 併用可能です。ただし、他園の一時保育の利用を含めて、利用限度範囲内（月 120 時間以内）としてくだ

さい。 

 

Ｑ11 幼稚園児の利用はできますか？ 

Ａ 幼稚園の預かり保育が利用できない場合（長期休業中やリフレッシュ利用など）は、可能です。利用でき

ます。ただし、横浜市私立幼稚園等預かり保育事業を利用できる幼稚園に通っている場合は、保育の無償

化にかかわらず一時保育の利用料金が発生します。 

 

Ｑ12 非定型を毎日利用することはできますか？ 

Ａ 120 時間を超えない利用であれば可能です。 

 

Ｑ13 非定型保育で利用している人が、リフレッシュ保育も利用することはできますか？ 

Ａ 要件がリフレッシュ保育に該当するのであれば利用可能です。 

 

Ｑ14 緊急保育を 120 時間以上利用することはできますか？ 

Ａ 利用者は 120 時間を超える前に、実施施設に再度申込みをし、実施施設で受入態勢が整っていれば利

用可能です。実施施設は区に、口頭または書面で報告をします（実施要綱第８条） 

 

Ｑ15 実施要綱第４条の就学猶予中とはどのような場合ですか？ 

Ａ 病弱・発育不完全、その他やむを得ない事由のために、就学困難と認められる子女（学校教育法１８条） 

 

Ｑ16 非課税減免・市町村民税所得割合算額が７万 7,101円未満である世帯減免の適用について、４、

５、６月の利用にあたって前年度の（非）課税証明書が提出されたが、減免対象として取り扱うのです

か？ 

Ａ ４、５月の利用時には前年度の（非）課税証明書をもって減免対象として扱ってください。６月に関し

ては、新年度または前年度の（非）課税証明書をもって、減免対象可否を判断いたします。 なお、７

月以降の利用時には新年度の（非）課税証明書をもって、減免対象可否を判断いたします。 

※課税証明書（毎年６月更新）では課税世帯となっているものの、その後の離婚等で実質的に非課税世帯と

なっている場合は、保育無償化の「施設等利用給付認定 決定通知書（子ども・子育て支援法第30条の4  
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3 号認定）にて、次の６月の課税証明書更新により非課税世帯の確認が取れるまでの間、減免の適用を

受けることができます。ただし、課税証明書更新の前に、当該世帯の課税状況が課税となったことが確認

された場合は、それ以降については減免の適用を受けることができません。 

 ※非課税減免については、該当世帯であることを証明する書類の提出を求めていますが、ＤＶ等で住民票

をうつせず、書類が入手できない等、やむを得ない事情の場合はこども青少年局保育・教育給付課に

ご相談ください。 

 

Ｑ17 保育の無償化と減免制度の両方が適用となる場合はどのように手続きしますか？ 

Ａ   減免の適用を優先してください。 

 

Ｑ18 通常の保育定員では受け入れていない年次の児童について一時保育を実施してよいか？ 

Ａ   認可保育施設・認定こども園の場合→可能。ただし当該年次の安全管理マニュアルを作成するなど

安全面に配慮して開始すること。 

    小規模保育事業の場合→３歳児以上の受入は不可。その他の年次については当該年次の安全管理

マニュアルを作成するなど安全面に配慮して開始すること。 

    ※安全管理マニュアルについては各施設にて、施設の実情に応じた内容を作成してください。 

 
Ｑ19 余裕活用型で実施しているが、１歳児・２歳児の定員は埋まっており、０歳児の定員に空きがあ

るが、１・２歳児の一時保育の受入をしてもよいか？ 

Ａ  園の総定員を超えない限りは余裕活用型として受け入れが可能です。なお、面積基準・配置基準は順

守してください。 

 
Ｑ20 平日は通常の保育で定員が埋まっている。土曜日であれば一時保育の受入が可能だが、土曜

日のみの受入でもよいか？ 

Ａ  余裕活用型においては、土曜日など、通常の保育を受ける児童の人数が定員以下の利用が見込まれ

る日のみの受入でも構いません。ただし、通常の保育が優先されますので、定員を超えて預かること

が発生しないよう注意をお願いします。また、当日の配置や面積基準も超えないようご注意ください。 

なお、一般型は原則、通常の開所日に一時保育を実施していただきますようお願いいたします。 

 

Ｑ21 お昼寝の時間にお迎えに来るなどは、避けていただきたい。そうすると最低２時間以上の利用と

なる。２時間以上でお迎えに来ていただくよう保護者に依頼してもよいか？その場合の保育料金は２

時間以上での料金を徴収してよいか？ 

Ａ  保護者に丁寧に説明の上、同意していただいていれば、最低２時間以上といった保育の提供をしても

かまいません。また、実際に２時間保育を提供したのであれば２時間分の料金を徴収してかまいませ

ん。 

※急遽お迎えが必要になった場合なども想定されます。２時間以上の設定で保育を提供する場合は、

Q６の半日コース、一日コースの設定と同様、実際に提供した保育時間分の料金徴収としてください。 
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■一時保育事業と他の保育施設等との重複利用について 

〇 利用できます    × 利用できません 一時保育との重複利用 

児
童
が
日
常
的
に
利
用
し
て
い
る
施
設
等 

認可保育所（小規模保育を含む） ☓ 

家庭的保育 
☓ 

（※１） 

事業所内保育（給付対象） ☓ 

横浜保育室 ☓ 

認可外保育室 〇 

幼稚園（給付対象） 
△ 

（※2） 

幼稚園（給付対象外） 
△ 

（※2） 

認定こども園（2号３号） ☓ 

認定こども園（１号） 
△ 

（※2） 

   
※１ 家庭的保育事業が休業する際に代替保育の実施ができない場合のみ利用可能 
※２ 横浜市私立幼稚園等預かり保育事業等の長時間預かりを実施している園にお通いの方は、 
   保育・教育の無償化の対象とならず、一時保育の料金が発生します。 
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15 休日保育・休日一時保育事業について 

 

令和５年度休日保育・休日一時保育事業の主な変更点 

 
＜①休日保育（給付対象）の主な変更点＞ 
 令和５年度の公定価格単価は、３月に国から示される見込みです。本市に情報が入り

ましたら、お知らせしますので、休日保育加算の単価に変更がないかご確認ください。 
 また、本市独自助成分の単価は、「向上支援費の令和５年度の変更点」の項目にありま

すので、ご確認ください。 
 その他、令和５年度に向けて横浜市休日保育実施要領を改正する予定です。改正内容

は、要領内の文言修正など軽微なものを予定しています。改正が終わりましたらお知ら

せします。 
 
＜②休日一時保育事業の主な変更点＞  

  項目 従来（令和４年度） 令和５年度 

1 

「利用児童加

算」の細分化＋

増額 

11
時
間
型
開
所 

施
設 

3歳児未満：5,930円 

0 歳児クラス（57 日～６か月未満）： 

21,979 円 

０歳児クラス（６か月以上）：9,370 円 

1・２歳児クラス     ：5,930 円 

3歳児以上：2,820円 3歳児以上：2,820円 

８
時
間
型
開
所 

施
設 

3歳児未満：5,280円 

0 歳児クラス（57 日～６か月未満）： 

15,985 円 

０歳児クラス（６か月以上）：6,815 円 

1・２歳児クラス      ：5,280 円 

3歳児以上：2,500円 3歳児以上：2,500円 

２ 

新たな加算制

度（障害児等受

入） 

障害児受け入れ加算 

・A区分：９，１８０円 

・B区分：７，２２０円 

・C区分：４，６９０円 

障害児受け入れ加算 

・A区分：９，１８０円 

・B区分：７，２２０円 

・C区分：４，６９０円 

・特別支援児童：2,780 円 【←新規】 

・医ケア：9,180 円    【←新規】 

３ 
新たな減免制

度の追加 

非課税世帯：全額減免 

生活保護世帯：全額減免 

ひとり親世帯：全額減免 

多胎児減免：緊急・リフ利用の

場合は全額減免 

非課税世帯：全額減免 

生活保護世帯：全額減免 

ひとり親世帯：全額減免 

多胎児減免：緊急・リフ利用の場合は全

額減免 

 

市町村民税所得割合算額が７万 7,101

円未満である世帯：2/3 減免 【←新規

減免】 

４ 
日額上限の撤

廃 

一日の利用料金の上限料金を 

「３歳児未満…3,300円」 

「３歳児以上…1,800円」 

日額の上限を撤廃します。利用時間に応

じて料金を徴収してください。 

例：一時保育実施時間が８時間の施設

で１歳児が８時間利用した場合の利

用料金 

   420円×８時間＝3,360円 
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以下は変更点も含め、休日保育・休日一時保育全般についてご説明する資料です。現在事

業を実施していない施設においても、今後実施を検討する際ご参照ください。 

 
就労等により、日曜、祝日に家庭で子どもの保育ができないときに、保育園へ子どもを

預けることができる「休日保育」「休日一時保育」があります。 

１ 「休日保育」と「休日一時保育」の運営基準 

 休日保育 休日一時保育 

利用児童 ・２号または３号の教育・保育給付認定

を受けていて、平日に認可保育所・認定

こども園（保育利用）・小規模保育事業

Ａ型、Ｂ型、Ｃ型・家庭的保育事業・事

業所内保育事業（地域枠）を利用してい

る児童 

・左記に該当しない児童で、（１）～（３）のい

ずれかに該当する児童 
（１）仕事（就労・就学、職業訓練など）の都合

により、休日に保育が必要 
（２） 病気や怪我、入院、冠婚葬祭への出席な

ど、やむを得ない理由により、緊急一時的に休日

に保育が必要 
（３）保護者の育児疲れの解消を図るため、休日

に保育を必要 
なお、左記に該当する児童でも、平日利用施設

の利用要件と同様の要件でない休日の保育を利

用する場合は、休日一時保育の利用となります。 

利用要件 ・休日に保育を必要とすることとしま

す。（平日利用施設の利用要件と同様の

要件） 

・主に、教育・保育給付認定を受けていない児童で

休日に非定型就労、緊急、リフレッシュ保育を必要

とすることとします。 
開所時間 

、開所日 

・11時間以上開所とし、各施設で定めます。 

・保育時間（８時間または 11時間）を定めます。 

・日・祝日・年末年始です。 
ただし、行事等で受入が困難な場合、あらかじめ申出し、利用月の２か月前までに市民

に周知をした日に限り、休日の保育を実施しないことができるものとします。 

利用料 ・通常の利用料に含まれるものとしま

す。（休日保育の追加利用料はかかりま

せん。） 

・８時間認定及び 11 時間認定児童が認

定時間を超えて利用する場合は延長保

育料の徴収を可能とします。 

・休日一時の利用料の徴収を可能とします。 

・基本保育時間を超える時間の利用は延長保育料

の徴収をします。 

・キャンセル料をとることも可能とします。 

保育士配

置 

・平日の保育と同様の市基準の保育士

配置を満たすこととします。 

なお、開所時間中に子どもがいない場

合には、必ずしも基準の保育士配置は必

要ないものとします。ただし、子どもが

登園した時点で市基準の保育士配置が

とれるようにしておくこととします。 

 

・保育従事者が常に２人以上であること。保育所等

においては受け入れ人数の状況により次の基準を

満たすこと。小規模保育事業においては、職員配置

は小規模事業の事業類型に応じ、横浜市家庭的保育

事業等の整備、運営等の基準に関する条例（平成 26

年条例第 47号）に規定するとおりとする。 

（ア）乳児（０歳児）３人につき保育従事者 1人 

（イ）１歳児４人につき保育従事者１人 

（ウ）２歳児５人につき保育従事者１人 

（エ）３歳児 15人につき保育従事者１人 

（オ）４歳以上児 24人につき保育従事者１人 

・必要となる保育従事者の 1/2以上かつ最低１名は、

保育士の資格を有すること。ただし、保育士資格のな

い保育従事者は子育て支援員研修の受講が必要です。 
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週７日目

利用 

・週６日利用とします。 

・原則、平日に代替休日を設けることと

します。 

ただし、祝日を含む週で週６日利用にな

るようであれば、代替休日を設ける必要

はありません。 

・やむを得ず利用する場合は、休日一時

として週７日目利用を可能とします（こ

の場合は利用料がかかります）。 

・週７日目の利用も可とします。 

給食の提

供 

・給食の実施。ただし、保護者の同意を

得て弁当持参も可能とします。 

・給食の実施。その場合は別途給食代の徴収を可と

します。ただし、保護者の同意を得て弁当持参も可

能とします。 

申込み方

法 

・平日利用の施設をとおして申出し、そ

の後保護者が直接施設へ申し込みます。 

・利用登録後に、利用申込みが必要で

す。 

・休日保育実施施設へ直接申し込みます。 

・利用登録後に、利用申込みが必要です。 

利用決定 ・市が示すガイドラインにより、施設が

利用を判断します。 

 

・各施設が利用を判断します。 

 

必要書類 

 

 

 

 

 

・休日保育利用登録申請書 

・休日保育児童状況確認書（児童の普段

の様子を記入） 

・休日就労（予定）証明（申告）書 

・教育・保育給付認定決定通知書の写し 

・休日保育利用申込兼代替休日取得状

況申出書 

・児童家庭状況調書 

・利用確認書（平日利用施設の在園証明） 

 

申込期日 

 

 

・全施設、申込期日を統一とします。原

則、利用月の前月の１０日まで、１０日

以降空きがあれば随時申込みを可能と

し、期日は各施設で定めます。（申込み

締切日以降は、保育士の配置等の対応が

できない場合は受入を断ることができ

ることとします。） 

・原則利用日の７日前まで。申込開始日は各施設で

定めます。 

利用定員 ・施設ごとに利用定員を設定します。 

 ただし、〇名程度とし、日によって受

入人数が異なることも可とします。 

・利用定員は設定しません。 
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２ 休日保育事業について 

 関係要領  

横浜市休日保育実施要領 

  休日保育事業を実施するための手続や実施内容等に関して定めた要領です。 

 

 利用方法等  

 利用方法等は、別添の保護者向けのご案内（「令和５年度休日保育・休日の一時保育ご案内」）を

ご覧ください。 

 

３ 休日一時保育事業について 

 関係要綱  

横浜市休日一時保育事業実施要綱 

休日一時保育事業を実施するための手続や実施内容、助成金の交付に関して定めた要綱です。

事業を実施する実施施設は、この要綱に基づき事業を実施し、助成を受けます。 

 

利用料等について 

利用料等…ガイドライン（上限額）に沿って、各実施施設が設定。料金は、各実施施設が直接利

用者から徴収します。 

◎利用料等のガイドライン（上限）は次のとおりです。  基本保育時間 ８時間 

時間単位 
３歳未満児     420円（１時間・１人あたり） 

３歳以上児     230円（１時間・１人あたり） 

給食・おやつ代 全児童 合計  400円（ １日 ・１人あたり） 

 

利用料減免について 

◎保護者が横浜市民で、被保護世帯、市民税非課税世帯、ひとり親世帯（児童扶養手当受給世帯等）、多胎児

減免対象（緊急・リフレッシュ利用目的）と認められた者については、利用料が全額減免となります。ま

た、市町村民税所得割合算額が７万 7,101円未満である世帯は給食・おやつ代を除く利用料の 2/3が減免

となります。 

保護者は減免に必要な資料を利用日までに施設へ提示し、写しを提出します。施設は翌月の実績報告時に

減免の必要資料の写しを添付します。 

   

 

 

 

 

     

 

 

 

=添付書類= （施設から市の給付課へ実績報告時に添付してください） 

被保護世帯「保護証明書」、「保護（開始）決定通知書」、「生活保護費支給証」、 

市民税非課税世帯・市町村民税所得割合算額が７万7,101円未満である世帯 

「市民税・県民税（非）課税証明書」、「市民税・県民税特別徴収税額通知書（納税義務者用）」 

多胎児減免対象「母子手帳（出生届出済証明の箇所）」、「住民票」等 

多胎児であることが確認できる書類 

ひとり親世帯「児童扶養手当証書」、「福祉医療証（ひとり親証）」 
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助成金の種類と内容 

 

①基本助成 

基本助成 

助成額（実施１日あたり） 

８時間実施施設 11時間実施施設 

２１，２３０円 ２８，５７０円 

８時間実施施設 ： 事業実施時間が８時間の施設 

11時間実施施設 ： 事業実施時間が８時間を超える施設 

②利用児童加算助成 

R5年度 11時間型 

  配置 補助単価 

0歳(57日～6か月未満) 1：1 21,979  円 

0歳(６か月以上) 2：1 9,370  円 

1歳児～3歳児未満 3：1 5,930  円 

3歳児以上児 6：1 2,820  円 
             

R5年度 ８時間型 

  配置 補助単価 

0歳(57日～6か月未満) 1：1 15,985  円 

0歳(６か月以上) 2：1 6,815  円 

1歳児～3歳児未満 3：1 5,280  円 

3歳児以上児 6：1 2,500  円 

 

③障害児等受入加算助成 
 

区分 配置 児童 1人あたり（日額） 

A区分 １：１相当 ９，１８０円 

B区分 ２：１相当 ６，７００円 

C区分 ３：１相当 ４，３５０円 

特別支援児童 - ２，７８０円 

医療的ケア児 １：１相当 ９，１８０円 

 

 ④多胎児の利用助成（利用目的が緊急・リフレッシュ） 

児童 1人あたり（日額） 

300 円 
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＜休日一時保育に関する事務＞ 

 休日一時保育に関する事務 

支給方法（原則） 
半期ごと（上半期(４月～９月)、 下半期(10 月～３月)）の

実績に基づく支給 

 
提出先、提出方法 
（実績報告書・請求書・減免関係書

類（写し）） 
 
減免関係書類（写しで可） 

・各種手帳等（「身体障害者手帳」「療

育手帳」「精神障害者保健福祉手帳」

「障害福祉サービス受給者証」）また

は障害児等受入加算適用決定通知書 
・（非）課税証明書 
・母子手帳（多胎児） 
・児童扶養手当証書 等 

こども青少年局 保育・教育給付課 

・実績報告書（翌月提出） 
・減免関係書類（翌月提出） 
・請求書（上半期分:10 月提出、下半期分:４月提出）※１ 
 
方法：（原則）電子メール 
提出先アドレス: kd-ichiji@city.yokohama.jp 
※１ 請求書は、委任がある場合は押印が必要であるため、

メールで受領できません。郵送での提出をお願いいた

します。 
 
（郵送の場合） 

 提出先住所：〒231-0015 横浜市中区尾上町１-８ 

関内新井ビル９階 

横浜市こども青少年局 保育・教育給付課  

休日一時保育事業助成金 担当 

 

提出先、提出方法 

（上記以外の書類） 

 
 
各区こども家庭支援課 

＜新規に実施の際に提出＞ 
・実施届 
・特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 
（無償化に関する書類）等 

   ※確認申請書はいったん提出いただければ、休日一時保育を 
廃止しない限り有効です。 

 
＜必要に応じて提出＞ 
・変更届 
・障害児等受入加算申請書 

 

 
・休日一時保育を実施できる施設・事業は、認可保育所・認定こども園（保育認定）・小

規模保育事業Ａ型及びＢ型・事業所内保育事業です。 
・休日とは日曜・祝日・年末年始とします。（この資料の「平日」には土曜日も含みます。） 
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４ 休日保育（「休日保育」と「休日一時保育」）運営費のモデル試算 

＜休日保育＞ 

【試算条件】保育所を例とする。 

 開所日数 6日／月  72日／年間  開所時間 11時間 

加算率（各施設の保育士等の平均勤務年数等により決定される） 10％  

 休日給付受入児童数 5人／日  360人／年間延べ利用子ども数   

施設の各月初日の平日利用子ども数 100人（休日等に保育を利用しない子どもを含む） 

  ※本試算では便宜的に、施設の各月初日の平日利用子ども数を毎月 100人と仮定しています。 

 

【公定価格の休日保育加算試算】※令和４年人事院勧告反映後の令和５年２月告示の公定価格単価で試算 

 月額 356,100（単価） ＋（3,560（処遇改善等加算）×10（加算率10％ ※加算額は、加算率

（％）に100を乗じて得た額とされているため“10％”は数式上“×10”となります）） 

= 391,700円 

391,700円÷100人（※） ＝3,910円（10 円未満端数切捨て） 

※当該施設の各月初日の平日利用子ども数で除して得た額を子ども１人当たりの加算額とします。

（10 円未満端数切捨て） 

 月額 3,910円×100人＝391,000円（月額運営費） 

 年額 391,000円×12か月＝4,692,000円（年額運営費） 

 

公定価格の休日保育加算に加え、市独自助成として平日同様の市配置基準を確保するための加算

や自園調理の実施をしている場合の加算や障害児等を受け入れる場合の加算があります。 

また、延長保育を実施している場合の助成もあります。 

 

＜休日一時保育＞ 

【試算条件】 

 開所日数 6日／月   72日／年間  開所時間 11時間   

 休日一時保育受入児童数 3人／日   

216人／年間延べ利用子ども数 

（内訳 ０歳児 57日～６か月未満 ５人 

０歳児６か月以上    30人 

1歳児以上～２歳児未満  73人 

3歳以上        108人）   

 

【運営費試算】 
基本分       1日 28,570×72日＝2,057,040円（年額）（Ａ） 
利用児童加算 ０歳児 57日～６か月未満 21,979円×５人＝109,895円 

０歳児６か月以上     9,370円×30人＝281,100円 

1歳児以上～２歳児未満  5,930円×73人＝432,890円 

3歳以上                   2,820円×108人＝304,560 

         合計 1,158,095円（年額）（Ｂ） 
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利用料収入（8時間（3歳未満：3,300円  3歳以上:1,800円）＋延長保育 3時間（3歳未満： 

1時間 420円 3歳以上:1時間 230円）＝11時間で試算） 

3歳未満 4,560×108人＝492,480円 

        3歳以上 2,490×108人＝268,920円 

                 合計 761,400円（年額）（Ｃ） 
 総合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,946,885円（年額） 
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休日保育の利用方法 

休日保育の利用については、事前に利用登録を行い、休日保育実施施設で利用要件・優先順位を判断し

ます。事前登録後、実際に利用する際は、月毎に申込みを行い、休日保育実施施設で受け入れの判断を行

います。 

１ 事前に休日保育実施施設へ利用登録をします。 

休日保育実施施設において、以下の休日保育利用の判断方法（ガイドライン）を基に受け入れの優先順位を

判断します。 

休日保育利用の判断方法（ガイドライン） 

利用希望が多く、申込みのあった児童全員を受け入れることができない場合は、毎月受入れの判断を行いま

す。以下のとおり休日保育の必要性を判定し、受け入れを判断します。 

＜前提条件＞ 

・休日等に保育が必要な要件が、平日の要件と同じであること。（要件は教育・保育給付認定決定通知書、

休日就労証明書等で確認する）

・どの要件でも、休日等に１日４時間以上保育を必要とすること。（この前提条件に合致しない場合は、休日

の一時保育の扱いとする。）

（１）優先順位の判断 

優先順位①～③を判断します。父、母で優先順位が異なる場合は、低い順位を適用します。 

ただし、下位順位の人が、上位順位の人を超えて受入決定されることはありません。 

優先順位①（定期：毎月利用） 

  年間を通じて、毎月休日等に保育が必要な児童。 

  例：・毎週月火が固定で休み、水～日が就労等で、毎月休日等に保育が必要。 

  ・曜日に関係なく、シフト勤務があり、毎月休日等に保育が必要。 

優先順位②（定期：毎月以外） 

毎月ではないが、年間を通じて休日等に保育が必要な児童。 

  例：・４～６月と９～10月のみ休日等に就労等で保育が必要。 

  優先順位③（不定期） 

上記優先順位①②以外で＜前提条件＞を満たす児童。 

（２）優先順位が並んだ場合の判断 

（１）で優先順位が並んだ場合は、以下の「視点」で受け入れを判断します。どの視点を優先するかは施設

で定めます。（利用登録申請受付時に申請者へ事前に説明します。必要に応じて、休日保育実施施設と休日

保育実施施設所在区は情報共有します。） 

【 視 点 】 

・月の利用日数が多い世帯優先  ・一日の就労時間が多い世帯優先 

・父母両方に要件がある世帯優先 ・ひとり親世帯優先 

・生活保護世帯優先   ・きょうだい同時の申込み世帯優先 

・在園児童優先   ・市内在住児童優先 

・居宅外労働優先   ・確実に利用する世帯優先（当日キャンセルの防止） 

・その他施設が休日保育の必要性が高いと判断した場合（事前に区と調整すること） 

※事前の連絡のないキャンセルや正当な理由なくキャンセルが続く場合は、次の利用時の優先順位が下がる

場合があります。 

２ 事前登録後、利用する際は、毎月休日保育実施施設へ申し込みをします。 

  申込みのあった児童全員を受け入れることができない場合は、事前登録でつけた優先順位を基に、受け入

れの判断を行います。 
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ご利用いただける方

●休日保育

　子ども・子育て支援新制度における２号または３号の教育・保育給付認定を受け、平日
（月～土曜日）に、認可保育所・認定こども園（保育所利用）・小規模保育事業Ａ型、Ｂ
型、Ｃ型・家庭的保育事業・事業所内保育事業（地域枠）を利用していて、休日等に保育
が必要な小学校就学前のお子さま。

※平日の利用理由と休日の利用理由が異なる場合は、休日の一時保育の利用となります。
　この場合は利用料がかかります。

■休日の一時保育

　小学校就学前のお子さまで、下の(1)～(3)のいずれかに該当する方がご利用いただけま
す。
　(1) 原則、休日保育の対象となるお子さま以外で、お仕事（就労・就学、職業訓練
　　　など）の都合により、休日等の保育が必要となるお子さま

　(2) 病気や怪我、入院、冠婚葬祭への出席など、やむを得ない理由により、緊急一
　　　時的に休日等に保育が必要となるお子さま

　(3) 保護者の育児疲れの解消を図るため、休日等に保育を必要とするお子さま
※休日保育の対象となるお子さまでも、利用を希望する施設が休日保育を実施していない
　場合は、休日の一時保育の利用となります。この場合は利用料がかかります。

保育を行う休日等

●休日保育　■休日の一時保育

　日曜・祝日（振替休日を含む）・年末年始（12月29日～１月３日）※

　※行事等で休日保育や休日の一時保育が実施できない場合は事前にお知らせします。
　　詳しくは各施設へご確認ください。

　休日保育と休日の一時保育の両方を実施している施設、休日保育のみ実施している施
設、休日の一時保育のみ実施している施設があります。詳細は６～８ページ「実施施設の
ご案内」をご覧ください。

開 所 時 間

●休日保育　■休日の一時保育

実　　施　　施　　設

　施設により、開所時間は異なります。また、延長保育を実施している施設もあります。
　６～８ページ「実施施設のご案内」をご覧ください。

そ の 他

　初めての利用の場合は、お子さまの様子をお伺いしますので、原則お子さま同伴での面
談を行います。

　お子さまの状況により、慣らし保育を行う場合があります。
　お子さまの送迎について、施設ではお子さまの送り迎えはいたしません。保護者の方が
責任を持って、お子さまの送り迎えをお願いします。

※必要書類などは、次のURLからダウンロードできます。

http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/unei/kosodate/kyuujitsu.html

お仕事の都合などにより、日曜や祝日にご家庭でお子さまの保育ができない
ときは、保育園でお子さまをお預かりする「休日保育」・「休日の一時保育」
をご利用ください。＿
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２
月

３
月

利用申込締切日等 ※土日・祝日は除きます。

●休日保育　令和５年度

利用月
４
月

５
月

12/11 1/10

６
月

７
月

8/10 9/11

10
月

11
月

4/10 5/10 6/12 7/10

12
月

１
月

10/10 11/10

８
月

９
月

1/15 2/19

※休日保育の優先順位に応じて、利用できる方を決定し、利用決定日までに連絡し
ます。

※利用決定日までに、施設から利用決定の連絡がない場合は、休日保育の利用はで
きません。（利用できる方からのキャンセルがあった場合は、利用決定日以降にご
利用を保留・お断りした方へ施設からご連絡する場合があります。）

2/12

利用決定日 3/15 4/17

申込締切日 3/10

※利用を辞退される場合は、お早めに施設に申し出てください。遅くとも、利用日
の３日前までに必ず施設に申し出てください。事前の連絡のないキャンセルや正当
な理由なくキャンセルが続く場合は、次回の利用時の優先順位が下がることがあり
ます。

※申込締切日以降でも、受け入れ人数に空きがある場合は休日保育を利用できる場合
があります。申込締切後の利用については、各施設へお問い合わせください。

7/18 8/15 9/19 10/165/15 6/19 11/15 12/18

■休日の一時保育

　ご利用になりたい日の７日前までに、施設にお申込みください。
　※利用を辞退される場合は、利用日の３日前までに必ず施設に申し出てください。
　※年末年始に限っては、最大14日前が利用申請締め切りになります。
　（各施設により締め切り日が異なります。）

利　用　料

●休日保育

　休日保育を利用した場合、代わりに月～土曜日に利用している施設を利用しない
日を設ける場合は利用料がかかりません。(週６日の保育利用）
　設けない場合は「休日の一時保育」と同様の利用料がかかります。
　また、延長保育を利用する場合は、延長保育の利用料（ガイドライン　８０円／
３０分、おやつ代１２０円／１回、夕食代３７０円／１回）がかかります。
※保育短時間認定のお子さまで、施設が定める保育時間（８時間）を超える時間帯
を利用する場合は、「延長保育」となります。

■休日の一時保育

　利用料等は、直接、施設にお支払いください。なお、無断、又は利用日３日前を
過ぎてからのキャンセルについては、キャンセル料がかかります。

休日の一時保育利用料等（ガイドライン）

年齢区分
基本保育時間を超える
時間帯を利用する場合

給食・おやつ代基本保育時間（８時間）※

３歳未満児 ４２０円／１時間
４００円／１回

３歳以上児 ２３０円／１時間

（４２０円／１時間）

（２３０円／１時間）

※ 給食・おやつ代には、午後６時30分を超えて利用する児童に係る夕おやつ又は夕食
代を含みません。
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※ 保護者が横浜市民であっての被保護世帯、前年度の市民税が非課税の世帯、リフレッ
シュ・緊急目的で利用する多胎児、及びひとり親世帯については、利用料が全額減免とな
ります（給食･おやつ代は除く)｡
また、市町村民税所得割合算額が７万7,101円未満である世帯は給食・おやつ代を除く利用
料の2/3が減免となります。
・非課税相当に関する証明書類（保護証明書、保護（開始）決定通知書、生活保護費支給
証、市民税・県民税（非）課税証明書など）
・多胎児減免対象に関する証明書類（母子手帳・住民票等）
・ひとり親世帯等に関する証明書類（児童扶養手当証書、福祉医療証）
を利用日前または利用日当日に保育所に提出してください。

※ 年齢区分は、当該年度初日の前日における満年齢となります（同一年度中は同じ年
齢区分となります）。
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利 用 方 法

１　利用登録の手続き（年１回）

３　利用の可否

１　利用登録の手続き

　平日に利用している施設へ休日保育利用希望について、伝えます。
「①休日保育利用登録申請書」・「②休日保育児童状況確認書」・「③休日の保育が必要なことを証明
する書類（「休日就労（予定）証明（申告）書」等）」・「教育・保育給付認定決定通知書の写し」を
利用したい施設にご提出ください。また、初めての利用登録の場合は、お子さまの様子をお伺いします
ので、原則お子さま同伴での面談を行います。面談の実施方法などは各施設で異なります。なお、緊急
の場合は各施設にご相談ください。

●休日保育

　お子さまが身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている場合や判定機関等を利用している場合は、
受入体制を整える必要があるため、施設にお話しください。また、各手帳の写しをいただく場合があり
ますのでご了承ください。

２　利用の申込み（利用希望する月ごと）
　「利用申込締切日等」をご確認のうえ、「④休日保育利用申込兼代替休日取得状況申出書」を利
用したい施設にご提出ください。利用の月ごとに申込みが必要です。

　　お申込み内容の確認が済み次第、施設からご利用の可否をお知らせします。
３　利用の可否

　お子さまが身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている場合や判定機関等を利用している場合は、
受入体制を整える必要があるため、「児童・家庭状況調書」の備考欄に記入していただくか、施設にお
話しください。また、各手帳の写しをいただく場合がありますのでご了承ください。

２　利用の申込み

　受け入れ人数が限られているので、ご利用を保留とさせていただいたり、要件を満たさ
　ない場合にはご利用をお断りすることがあります。

　お申込み内容を確認し、休日保育の優先順位に応じて、利用できる方を決定し、利用決定日まで
に連絡します。利用決定日までに、施設から利用決定の連絡がない場合は、休日保育の利用はでき
ません。
　受け入れ人数が限られているので、ご利用を保留とさせていただいたり、要件を満たさない場合
にはご利用をお断りすることがあります。
（利用できる方からのキャンセルがあった場合は、利用決定日以降にご利用を保留・お断りした方
へ施設からご連絡する場合があります。）

※４月の利用を希望される方については申込締切日までの期間が短いことから、「②休日保育児
　童状況確認書」、「③休日就労（予定）証明（申告）書」、「教育・保育給付認定決定通知書の
写し」、「代替休日取得状況の確認」が申込締切日までに間に合わない場合は、初回の休日保育利
用日までに提出してください。

　「児童・家庭状況調書」をご記入のうえ、利用したい施設にご提出ください。また、初めての利用登
録の場合は、お子さまの様子をお伺いしますので、原則お子さま同伴での面談を行います。面談の実施
方法などは各施設で異なります。なお、緊急の場合は各施設にご相談ください。

　「利用申込締切日等」をご確認のうえ、各施設の定める方法により、お申込みください。

■休日の一時保育

　「④休日保育利用申込兼代替休日取得状況申出書」は平日利用している施設へ「平日にお休みする日
（＝代替休日）」を申出し、「申出書」に確認を受けてください。代替休日を設けない場合は、原則利
用ができません。緊急等やむを得ない場合は休日の一時保育の利用となり、利用料がかかります。

※利用決定後に、代替休日日が変更になった場合はお早めに平日利用している施設へ申し出てくださ
　い。代替休日日を設けない場合は、原則利用ができません。緊急等やむを得ない場合は休日の一時保
育の利用となり、利用料がかかります。

※申込締切日以降でも、受け入れ人数に空きがある場合は休日保育を利用できる場合があります。申込
　締切後の利用については、各施設へお問い合わせください。
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休日の一時保育の利用手続きの流れ休日保育の利用手続きの流れ

平日に利用している施設へ休日保育利

用希望について、伝えます。

休日保育実施施設や市ＨＰ、区役所から

「休日保育利用登録申請書」等、利用登

録・利用申込みに必要な書類を受け取り

ます。

⇒必要な書類は、３ページをご覧ください。

１．利用登録（年１回）

【保護者から休日保育実施施設へ】

申込締切日までに、利用を希望する

施設へ直接申し込みます。

「申込締切日」は、２ページをご覧く

ださい。

※２の利用申込と同時も可能です。
※利用登録は要件等に変更がなければ、
原則年度に１回です。

初めての利用登録申請等の場合は、
児童の様子をお伺いしますので、原則児
童同伴での、面談を実施します。

２．利用申込（利用希望する月ごと）

【保護者から休日保育実施施設へ】

申込締切日までに、利用を希望する
施設へ直接申し込みます。
「申込締切日」は、２ページをご覧く
ださい。

※１の利用登録と同時も可能です。
※申込締切日以降の申込みについては
２ページをご覧ください。

３．利用の判断（毎月）

【休日保育実施施設から保護者へ】

要件等を確認し、休日保育実施施設
において、市が定める「ガイドライ
ン」により、受入の可否を判断し、利
用決定日までに、利用決定者へのみ連
絡します。

※利用不可の場合は連絡はありません。

休日の一時保育実施施設や市ＨＰ、区

役所から「児童・家庭状況調書」等、利用

登録・利用申込に必要な書類を受け取り

ます。

⇒必要な書類は、３ページをご覧ください。

１．利用登録（年１回）

【保護者から休日の一時保育実施施設へ】

利用希望日の７日前までに、利用を希

望する施設へ直接申し込みます。

※２の利用申込と同時も可能です。
※利用登録は要件等に変更がなければ、
原則年度に１回です。

初めての利用登録申請等の場合は、児
童の様子をお伺いしますので、原則児童同
伴での、面談を実施します。

３．利用の判断
【休日の一時保育実施施設から保護者へ】

要件等を確認し、休日の一時保育実施
施設において、施設が定める方法によ
り、受入の可否を判断し、連絡します。

２．利用申込
【保護者から休日の一時保育実施施設へ】

利用希望日の７日前までに、利用を希
望する施設へ直接申し込みます。

※１の利用登録と同時も可能です。

施設の利用施設の利用
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「休日保育」・「休日の一時保育」の確認方法

　「休日保育」の対象のお子さまか、「休日の一時保育」の対象のお子さまか確認する場
合は、以下のとおりご確認ください。

利用を希望する施設は休日保育実施施設ですか。

※「実施施設のご案内」でご確認ください。

利用を希望するお子さまは２号または３号の教育・保
育給付認定を受けていて、平日に認可保育所・認定
こども園（保育利用）・小規模保育事業Ａ型、Ｂ型、Ｃ
型・家庭的保育事業・事業所内保育事業（地域枠）を
利用していますか。

利用要件は平日と同じ要件ですか。

（認定決定通知書に記載の要件と同じです

平日（月～土）に休む日を

設けていますか。

休日保育

（利用料はかかりません。）

休日の一時保育

（利用料がかかります。）

休日保育実施施設です。 休日の一時保育のみ

実施施設です。

平日に利用している施設があります。 平日に利用している施設がありません。

休日の一時保育

（利用料がかかります。）

平日と要件が同じです。 平日と要件が違います。

原則、利用はできません。

緊急等やむを得ない場合は休日の一時保育の

利用となります。（利用料がかかります。）

休日の一時保育

（利用料がかかります。）

設けていません。設けています。
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交 通 京浜急行線「上大岡」
市営地下鉄「上大岡」下車徒歩1分

受 入 年 齢 0才6か月～就学前

休日保育
受入人数

９人程度
休日保育
受入人数

8人程度

: FAX (882)2015

受 付 時 間 am 9:00 ～ pm 6:00 （土日・祝日は除く）　

産休明け～就学前

保 育 時 間
（8時間）

am 9:00 ～ pm 5:00

連 絡 先 TEL (882)2014

上大岡ゆう保育園 【

開 所 時 間 am 8:00 ～ pm 6:00

8人程度
休日保育
受入人数

うみのくに保育園とつか

５人程度

交 通 市営地下鉄「センター南」下車徒歩2分

【 戸塚区

所 在 地 横浜市港南区上大岡西一丁目15番１号
カミオ4F

交 通 ＪＲ線・東急東横線「菊名」下車徒歩８分

pm 6:00 （土日・祝日は除く）

受 入 年 齢 産後57日～就学前 受 入 年 齢 産休明け～就学前

休日保育
受入人数

: FAX (717)5120

受 付 時 間 am 10:00 ～ pm 5:00 （土日・祝日は除く） 受 付 時 間 am 10:00 ～

連 絡 先 TEL（948）1016 : FAX（943）2802 連 絡 先 TEL (717)5120

～ pm 6:30

保 育 時 間
（8時間）

am 9:00 ～ pm 5:00
保 育 時 間
（8時間）

am 9:00 ～ pm 5:00

開 所 時 間 am 9:00 ～ pm 6:00 開 所 時 間 am 7:30

所 在 地 横浜市都筑区茅ケ崎中央46番5号 所 在 地 横浜市港北区菊名七丁目5番36号

⑤ アスクセンター南保育園 【 都筑区 】 ⑥ うみのくに保育園きくな 【 港北区 】

: FAX (410)6690

受 付 時 間 am 9：00 ～

交 通 ＪＲ線「東戸塚」下車徒歩12分
神奈中バス「川上小学校前」下車徒歩０分

pm 5：00 （土日・祝日は除く）

受 入 年 齢

保 育 時 間
（8時間）

am 9:00 ～ pm 5:00

連 絡 先 TEL (410)6690

所 在 地 横浜市戸塚区川上町464番地15翠峯壱番館
２階

開 所 時 間 am 7:30 ～ pm 6:30

満1才以降～就学前 受 入 年 齢

休日保育
受入人数

６人程度
休日保育
受入人数

】港南区 】 ④③

受 付 時 間 am 10:00

１５人程度

交 通 ＪＲ線「矢向」下車徒歩5分 交 通 ＪＲ線「東神奈川」
京浜急行線「京急東神奈川」下車徒歩1分

pm 5:00 （土日・祝日は除く）

受 入 年 齢

TEL （440）2031

離乳食完了後～就学前

: FAX (440)2035

受 付 時 間 am 7:30 ～ pm 6:30 （土日・祝日は除く）

pm 6:30 開 所 時 間

～

連 絡 先 TEL (583)2525 : FAX (583)2573 連 絡 先

～ pm 5:00

開 所 時 間 ～am 7:30

保 育 時 間
（8時間）

am 9:00 ～ pm 5:00
保 育 時 間
（8時間）

am 9:00

am 7:30

【神奈川区】

所 在 地 横浜市鶴見区矢向五丁目12番24号 所 在 地 横浜市神奈川区東神奈川一丁目12番地
リーデンスフォート横浜3F

pm 6:30～

実施施設のご案内
●休日保育と■休日の一時保育を実施している施設

※「休日保育受入人数」は、受入児童の年齢により変わることがあります。
① 矢向保育園 【 鶴見区 】 ② かながわ保育園
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交 通 相鉄線「鶴ヶ峰」下車徒歩14分
相鉄線「二俣川」下車徒歩16分

受 入 年 齢 生後57日以降～２歳児

休日保育
受入人数

２人程度

受 付 時 間 am 9:00 ～ pm 5:00 （土日・祝日は除く）

FAX (834)8162 連 絡 先 TEL (744)8758 : FAX (744)8768

am 7:30 pm 7:15

保 育 時 間
（8時間）

連 絡 先 TEL (834)8161 :

am 8:30 ～ pm 4:30
保 育 時 間
（8時間）

開 所 時 間 am 7:30 ～ pm 7:45～開 所 時 間

所 在 地 横浜市旭区四季美台72-１

④ SAFARI　KID保育園 【 旭区 】【 鶴見区 】

休日保育
受入人数

５人程度
休日保育
受入人数

３人程度

交 通 京浜急行線「生麦駅」徒歩3分 交 通 京浜急行線「生麦駅」徒歩8分

am 9:00 ～ pm 5:00 （土日・祝日は除く）

受 入 年 齢 生後6ヵ月以降～就学前 受 入 年 齢 生後6ヵ月以降～２歳児

: FAX (717)5144

受 付 時 間 am 9:00 ～ pm 5:00 （土日・祝日は除く） 受 付 時 間

連 絡 先 TEL (717)6473 : FAX (717)6786 連 絡 先 TEL (717)5162

～ pm 7:45

～ pm 4:30
保 育 時 間
（8時間）

am 8:30 ～ pm 4:30
保 育 時 間
（8時間）

am 8:30

開 所 時 間 am 7:30 ～ pm 7:45 開 所 時 間 am 7:30

② SAIL　KID保育園 【 鶴見区 】

所 在 地 横浜市鶴見区岸谷1-26-12 所 在 地 横浜市鶴見区岸谷2-20-1

③ SANDA　KID保育園【休止中】

実施施設のご案内
●休日保育を実施している施設

※「休日保育受入人数」は、受入児童の年齢により変わることがあります。
① SEA　KID保育園 【 鶴見区 】

交通 ・新横浜よりバス「 長松寺前」下車 徒歩3分
・綱島駅よりバス「 駒岡不動尊前」下車 徒歩1分
・鶴見駅西口よりバス「 駒岡不動尊前」下車
  徒歩5分

受 入 年 齢 生後6ヵ月以降～就学前

休日保育
受入人数

所 在 地 横浜市鶴見区駒岡3-4-41

am 8:00 ～ pm 4:30

２人程度

受 付 時 間 am 8:30 ～ pm 6:00 （土日・祝日は除く）
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実施施設のご案内

am 10:00

交 通 JR/京急「鶴見」下車３分 交 通 東急田園都市線「市ヶ尾」下車徒歩8分

～ pm 5:00 （土日・祝日は除く）

受 入 年 齢 0歳児クラス～5歳児クラス（0歳児応相談） 受 入 年 齢 一人で座れる、哺乳瓶飲める程度～就学前

■休日の一時保育を実施している施設

① 保育室スカイウイング 【 鶴見区 】 】

所 在 地 横浜市鶴見区鶴見中央5-11-8 所 在 地 横浜市青葉区市ケ尾町1161-8　くらしてら
す２F

受 付 時 間

② ピッピみんなの保育園

～ pm 5:15

【 青葉区

TEL (521)8880 : FAX (521)8882 連 絡 先 TEL (508)9523

～ pm 5:00 開 所 時 間 am 8:45開 所 時 間 am 9:00

: FAX (508)9524

受 付 時 間 am 10:00 ～ pm 4:00 （土日・祝日は除く）

連 絡 先
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16 幼児教育・保育の無償化に伴い
特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等が

備えるべき基準について

令和５年３⽉ こども⻘少年局保育・教育運営課

⽬次
１ 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等とは
２ 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等が備えるべき基準
３ 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等への指導監査
４ 参考資料

＜参考１＞幼児教育・保育の無償化について
＜参考２＞幼児教育・保育の無償化の給付⽅法
＜参考３＞根拠規定等
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１ 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等とは

⼦ども・⼦育て⽀援施設等が
市町村へ確認申請 市町村が確認１ ２

市町村が「確認」をした、次の施設・事業を指します。
1 私学助成幼稚園等、特別⽀援学校
2 認可外保育施設
3 幼稚園等で実施する預かり保育事業
4 ⼀時預かり事業（⼀時保育事業、年度限定保育事業等）
5 病児保育事業
6 ⼦育て援助活動⽀援事業（⼦育てサポートシステム）

特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等は、⼦ども・⼦育て⽀援法第58条
の４第２項に基づき、内閣府令で定める「運営基準（※）」の第
53条から第61条に従い、特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供しなけれ
ばなりません。
※特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営
に関する基準（以下、「運営基準」と⾔います。）

特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等として確認を受けた施設・事業には、
「施設等利⽤費」として公費が充てられるため、利⽤者への適切な
説明を⾏い、施設等利⽤費を適正に執⾏することが求められます。

2 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等が備えるべき基準

173



（1）利⽤者、利⽤⽇、利⽤時間、利⽤内容を記録し、
５年間（※）保存してください。
（運営基準第54条及び第61条２項）

＊記録の例︓園⽇誌や保育⽇誌、出席簿など

※幼児教育・保育の無償化が施⾏された令和元年10⽉以降のものが対象です。

2 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等が備えるべき基準

（2）利⽤に際しては、保護者に利⽤料をあらかじめ⽰したうえで
⽀払いを受けてください。
また、特定費⽤（※）を徴収する場合は、「使途及び額並びに

理由」をあらかじめ書⾯で⽰し、同意を得てください。
（運営基準第55条）

＊申込や契約を交わす前に、募集要項、利⽤案内、園のしおり、
重要事項説明書等で、利⽤料と特定費⽤を⽰し説明してください。

※特定費⽤とは…⽇⽤品、⽂房具、⾏事参加費、⾷材料費、通園送迎費等
（無償化の対象となりません。）
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（3）領収書の発⾏について

〈預かり保育事業・⼀時保育事業〉
利⽤料の⽀払いを受ける際に「領収書」を交付してください。
また、利⽤料の他に特定費⽤がある場合は、内訳を⽰して記載
してください。（運営基準第56条1項）

〈年度限定保育事業（無償化対象者がいる場合）〉
施設等利⽤費を園で代理受領している場合は、その額を
保護者あてに明⽰する必要があります。（運営基準第57条）

〈横浜市私⽴幼稚園等預かり保育事業（市型預かり保育）〉
施設等利⽤費を園で代理受領している場合は、その額を
保護者あてに明⽰する必要があります。（運営基準第57条）
横浜市私⽴幼稚園等預かり保育事業（市型預かり保育）につい
ては、市から送付している通知（次ページ参照）をもとに、掲
⽰⼜は配付等により、保護者に代理受領分の利⽤料を⽰してく
ださい。
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＜参考＞市型預かりの施設等利⽤費の額に係る法定代理受領額の通知

■領収書の読替えについて
次の書類について、利⽤料と特定費⽤の額が分かるものであれば
領収書への読替えを可とします。

⼝座引き落としや電⼦マネー⽀払い等の利⽤明細通知、
利⽤申込書の保護者控え、領収印やサインのある集⾦袋の写し等

＊保護者に交付した領収書の内容がわかるよう、園にも控えや記録（電⼦デー
タも可）を残してください。

＊保護者から領収書の発⾏を求められた場合には、別途発⾏が必要です。
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■⼀定額の料⾦について、定期的に⽀払いを受ける場合
あらかじめ募集要項や利⽤案内等で⽰した料⾦について、毎⽉

決まった⾦額を⼝座引き落とし等により、⽀払いを受けている場
合は、毎⽉の明細通知の発⾏を省略することも可とします。

ただし、⽀払い額に変更が⽣じた場合（料⾦の変更や⾏事費等
の追加徴収など）は、領収書や明細書もしくは園だより等により、
保護者に料⾦の内訳をお知らせしてください。

＊この場合も、保護者に料⾦の内訳をお知らせした領収書や明細書もしくは
園だより等の控えや記録（電⼦データも可）を園に残してください。

（4）保護者から求められた際は、利⽤⽇、利⽤時間、利⽤内容、
利⽤料等を記載した「提供証明書」を交付してください。

（運営基準第56条２項）

＊保護者から求められた場合に速やかに交付できるよう、⽇ごろから
利⽤の記録、利⽤料等の帳簿など、書類の整備をお願いいたします。

※提供証明書の記載⽅法についてのお問合せは下記担当へお願いいたします。
【こども⻘少年局保育・教育給付課 施設等利⽤費給付（償還払）担当】045-671-0233
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（5）保護者が、偽りその他不正な⾏為によって施設等利⽤費の
⽀給を受け、⼜は受けようとしたときは、遅滞なく、意⾒を
付してその旨を市町村に通知してください。
（運営基準第58条）

＊保護者が不正な⾏為により施設等利⽤費の⽀給を受けていることが
疑われる場合は、保育・教育運営課へご相談ください。

（6）利⽤児童に対し、国籍、信条、社会的⾝分⼜は無償化対象か
否かによって、差別的取り扱いをしてはなりません。

（運営基準第59条）

＊無償化対象者であることだけを理由に、利⽤料を⾼く設定
する等の取り扱いは認められません。
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（7）施設、職員（職員であった者を含む）及び管理者が、
業務上知り得た利⽤児童及びその家族の秘密を漏らすことが
ないように、秘密保持に関する措置をしてください。
（運営基準第60条１項及び２項）

＊秘密保持に関する措置の例︓

職員向け研修の実施やマニュアルの整備、就業規則または雇⽤契約書

への秘密保持の項⽬記載など

（8）⼩学校、その他の機関へ利⽤児童の情報を提供する際には、
法令等の根拠がある場合を除き、あらかじめ⽂書により保護
者の同意を得てください。

（運営基準第60条３項）

＊ 法令等に根拠がない場合には、利⽤児童の情報を提供する前に、
⽂書で保護者の同意を得るようにしてください。
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〇 進学先の⼩学校等への保育要録・指導要録・こども要録の送付について

要録は、⼦どもの最善の利益を考慮し、保育・教育施設から⼩学校等へ、⼦どもの可能性を受け
渡していくためのものです。⼦どものこれまでの育ちや学びを進学先の⼩学校等に伝え、就学後の
⽣活や学びにつなげていくためにも、単に要録を送付するのではなく、⼩学校との顔の⾒える連携
を図りながら、⼀⼈ひとりの⼦どものよさや全体像も付加しながら、丁寧に引継ぐことが⼤切です。

そのため、⼩学校等への要録の送付等について、保護者にあらかじめ周知することが適当です。
要録を進学先の⼩学校等へ送付することは、法令等に根拠があり、保護者の「⽂書による同意」

は不要とされていますが、⼊園時の募集要項や利⽤案内、または、重要事項説明書等に、次のよう
な説明を記載するほか、年⻑への進級時などの機会をとらえ、⼩学校等への要録の送付等について
保護者へお知らせするようお願いします。

＜周知⽂例＞
「進学先の⼩学校等における⼦どもの理解を助け、円滑な接続を図り、⼦どもの育ちを⽀えるため
に、進学先の⼩学校等に対し、⼦どもの情報（要録等）を提供します。」

（9）職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておくよう
お願いします。（運営基準第61条１項）

区 分 諸記録の例

職員に関する
記録の例

雇⽤契約書、労働条件通知書、シフト表、勤務記録表、就業規則、給与規程、社会保険への加
⼊を証する書類、安全衛⽣管理体制が分かる書類、職員の健康診断の実施状況がわかる書類

設備に関する
記録の例

施設・設備が法令その他各⾃治体が定める設置基準に従って整備されていることが分かる書類、
施設・設備や備品等が児童の保健衛⽣・危害防⽌に⼗分配慮され衛⽣的に管理されていること
がわかる書類、防災計画・害⾍駆除・受動喫煙の防⽌・事故発⽣防⽌・防犯対策等が適正に実
施されていることがわかる書類

会計に関する
記録の例 経理規定、収⽀計算書、損益計算書、貸借対照表、出納管理簿

＊書類名は、あくまで例⽰であり、全てを備えるべきということではありません。

180



⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、無償化給付費（施設等利⽤費）に関する
事務が適正に⾏われているかを確認します。

★指導監査について

指導…集団指導と実地指導を全ての施設等に対して、定期的に⾏います。
集団指導は、運営基準に基づき、無償化対象施設として備えるべき
書類や対応について、説明会で周知します。
実地指導は、訪問調査にて、書類確認及びヒアリングを⾏います。

監査…著しい違反や不正が疑われるなど、特に調査が必要な場合に実施します。

３ 特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等への指導監査

特定⼦ども・
⼦育て⽀援
施設等

集
団
指
導

実
地
指
導

監

査

特に必要と
認められる場合のみ

運営基準の
遵守

＜指導監査の流れ＞
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■集団指導について
本説明会を集団指導と位置付けます。

■実地指導について
令和５年度の実地指導の実施⽅法や実施スケジュールについ

ては、改めてお知らせいたします。

１

２

３

対象施設の「確認」を受けた施設を

給付認定を受けた⼦どもが利⽤した場合

保護者からの申請を受けて市町村が給付する※

【無償化⼿続きの３ステップ】
＜参考１＞幼児教育・保育の無償化について

※年度限定保育事業、横浜市型預かりについては、該当者の
施設等利⽤給付費を園へ給付します。（代理受領）
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保育所等
施設型給付幼稚園
・認定こども園 年度限定保育事業 ⼀時保育・

預かり保育（市型は除く）等
教育部分 市型預かり保育

保護者 利⽤料０円 利⽤料０円 利⽤料０円 利⽤料０円
利⽤料を園・施設に⽀払い

提供証明書を添付し
給付申請

給付⾦受け取り

園・施設 給付申請 給付申請 給付申請 給付申請 利⽤料徴収
提供証明書発⾏

市 施設に給付 施設に給付 施設に給付 施設に給付
提供証明書等確認し
保護者に直接給付
※四半期ごと

保護者からの申請を受けて市町村が給付する＜参考２＞ 幼児教育・保育の無償化の給付⽅法

市型預かり保育及び年度限定保育事業に係る無償化の給付については、
園の代理受領となりますので、保護者から市への請求は不要です。

⼦ども・⼦育て⽀援法（抜粋）

＜参考３＞根拠規定等

(特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の基準)
第五⼗⼋条の四
２ 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、内閣府令で定める特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
に従い、特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供しなければならない。

(準⽤)
第三⼗条の三 第⼗⼆条から第⼗⼋条までの規定は、⼦育てのための施設等利⽤給付について準⽤する。この
場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

(報告等)
第⼗四条 市町村は、⼦どものための教育・保育給付に関して必要があると認めるときは、この法律の施⾏に
必要な限度において、当該⼦どものための教育・保育給付に係る教育・保育を⾏う者若しくはこれを使⽤する
者若しくはこれらの者であった者に対し、報告若しくは⽂書その他の物件の提出若しくは提⽰を命じ、⼜は当
該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該教育・保育を⾏う施設若しくは事業所に⽴ち⼊り、その設備
若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
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⼦ども・⼦育て⽀援法（抜粋）

(報告等)
第五⼗⼋条の⼋ 市町村⻑は、必要があると認めるときは、この法律の施⾏に必要な限度において、特定⼦ど
も・⼦育て⽀援を提供する施設若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援提供
者であった者若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供する施設若しくは事業所の職員であった者(以下この項
において「特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類その他の
物件の提出若しくは提⽰を命じ、特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供する
施設若しくは事業所の職員若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者であった者等に対し出頭を求め、⼜は当該
市町村の職員に関係者に対して質問させ、若しくは特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供する施設若しくは事業所、
特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者の事務所その他特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関係のある場所に⽴ち
⼊り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
（抜粋）

(趣旨)
第五⼗三条 法第五⼗⼋条の四第⼆項の内閣府令で定める特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等(法第三⼗条の⼗⼀
第⼀項に規定する特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等をいう。)の運営に関する基準は、この章に定めるところに
よる。

(教育・保育その他の⼦ども・⼦育て⽀援の提供の記録)
第五⼗四条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者(法第三⼗条の⼗⼀第三項に規定する特定⼦ども・⼦育て⽀援提
供者をいう。以下同じ。)は、特定⼦ども・⼦育て⽀援(同条第⼀項に規定する特定⼦ども・⼦育て⽀援をいう。
以下同じ。)を提供した際は、提供した⽇及び時間帯、当該特定⼦ども・⼦育て⽀援の具体的な内容その他必
要な事項を記録しなければならない。
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特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
（抜粋）

(利⽤料及び特定費⽤の額の受領)
第五⼗五条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供したときは、施設等利⽤給付認定保護者
(法第三⼗条の五第三項に規定する施設等利⽤給付認定保護者をいう。以下同じ。)から、その者との間に締結した契約によ
り定められた特定⼦ども・⼦育て⽀援の提供の対価(⼦ども・⼦育て⽀援法施⾏規則第⼆⼗⼋条の⼗六に規定する費⽤(以下
「特定費⽤」という。)に係るものを除く。以下「利⽤料」という。)の額の⽀払を受けるものとする。
２ 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、前項の規定により⽀払を受ける額のほか、特定費⽤の額の⽀払を施設等利⽤給付認
定保護者から受けることができる。この場合において、特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、あらかじめ、当該⽀払を求める
⾦銭の使途及び額並びに理由について書⾯により明らかにするとともに、施設等利⽤給付認定保護者に対して説明を⾏い、
同意を得なければならない。

（領収証及び特定⼦ども・⼦育て⽀援提供証明書の交付）
第五⼗六条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、前条の規定による費⽤の⽀払を受ける際、当該⽀払をした施設等利⽤給付
認定保護者に対し、領収証を交付しなければならない。この場合において、当該領収証は、利⽤料の額と特定費⽤の額とを
区分して記載しなければならない。ただし、前条第⼆項に規定する費⽤の⽀払のみを受ける場合は、この限りでない。
２ 前項の場合において、特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、当該⽀払をした施設等利⽤給付認定保護者に対し、当該⽀払
に係る特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供した⽇及び時間帯、当該特定⼦ども・⼦育て⽀援の内容、費⽤の額その他施設等利⽤
費の⽀給に必要な事項を記載した特定⼦ども・⼦育て⽀援提供証明書を交付しなければならない。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
（抜粋）

（法定代理受領の場合の読替え）
第五⼗七条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者が法第三⼗条の⼗⼀第三項の規定により市町村から特定⼦ども・
⼦育て⽀援に係る施設等利⽤費の⽀払を受ける場合における前⼆条の規定の適⽤については、第五⼗五条第⼀
項中「額」とあるのは「額から法第三⼗条の⼗⼀第三項の規定により市町村から⽀払を受けた施設等利⽤費の
額を控除して得た額」と、前条第⼀項中「利⽤料の額」とあるのは「利⽤料の額から法第三⼗条の⼗⼀第三項
の規定により市町村から⽀払を受けた施設等利⽤費の額を控除して得た額」と、前条第⼆項中「前項の場合に
おいて、」とあるのは「法第三⼗条の⼗⼀第三項の規定により市町村から特定⼦ども・⼦育て⽀援に係る施設
等利⽤費の⽀払を受ける」と、「当該⽀払をした」とあるのは「当該市町村及び当該」と、「交付し」とある
のは「交付し、及び当該施設等利⽤給付認定保護者に対し、当該施設等利⽤給付認定保護者に係る施設等利⽤
費の額を通知し」とする。

(施設等利⽤給付認定保護者に関する市町村への通知)
第五⼗⼋条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、特定⼦ども・⼦育て⽀援を受けている施設等利⽤給付認定⼦
ども(法第三⼗条の⼋第⼀項に規定する施設等利⽤給付認定⼦どもをいう。以下同じ。)に係る施設等利⽤給付
認定保護者が偽りその他不正な⾏為によって施設等利⽤費の⽀給を受け、⼜は受けようとしたときは、遅滞な
く、意⾒を付してその旨を当該⽀給に係る市町村に通知しなければならない。
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特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
（抜粋）

(施設等利⽤給付認定⼦どもを平等に取り扱う原則)
第五⼗九条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、施設等利⽤給付認定⼦どもの国籍、信条、社会的⾝分⼜は特
定⼦ども・⼦育て⽀援の提供に要する費⽤を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

(秘密保持等)
第六⼗条 特定⼦ども・⼦育て⽀援を提供する施設若しくは事業所の職員及び管理者は、正当な理由がなく、
その業務上知り得た施設等利⽤給付認定⼦ども⼜はその家族の秘密を漏らしてはならない。
２ 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た施設等利
⽤給付認定⼦ども⼜はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
３ 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、⼩学校、他の特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者その他の機関に対して、
施設等利⽤給付認定⼦どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ⽂書により当該施設等利⽤給付認定⼦
どもに係る施設等利⽤給付認定保護者の同意を得ておかなければならない。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等の運営に関する基準
（抜粋）

(記録の整備)
第六⼗⼀条 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければ
ならない。
２ 特定⼦ども・⼦育て⽀援提供者は、第五⼗四条の規定による特定⼦ども・⼦育て⽀援の提供の記録及び第
五⼗⼋条の規定による市町村への通知に係る記録を整備し、その完結の⽇から五年間保存しなければならない。
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区 分 諸記録の例

職員に関する
記録の例

・労働契約における契約書・その他適正な賃⾦や労働条件を明⽰した書類や⽂書等
・各時間帯において保育従事者が施設等の規模に応じて各々の基準どおり（または適正に）配置さ
れていることがわかる書類
・正規の⼿続きを経て整備された就業規則や給与規程等
・社会保険（健康保険、厚⽣年⾦保険、雇⽤保険等）への加⼊を証する書類
・安全衛⽣管理体制が分かる書類
・職員の健康診断の実施状況が分かる書類

設備に関する
記録の例

・施設・設備が、法令その他各⾃治体が認める設置基準に従って整備されていることがわかる書類
・施設・設備、備品等が、児童の保健衛⽣・危害防⽌に⼗分配慮され衛⽣的に管理されていること
がわかる書類
・防災計画、害⾍駆除、受動喫煙の防⽌、事故発⽣防⽌、防犯対策等が適正に実施されているかが
わかる書類

会計に関する
記録の例

・適正な会計処理のために必要な事項について経理規程を定めているか。
・各会計年度に作成すべき計算書類（収⽀計算書、損益計算書、貸借対照表等）
・施設利⽤者から預かる⾦銭等を含めた現預⾦等の出納管理簿

（参考）職員、設備及び会計に関する諸記録の例（「特定こども・⼦育て⽀援施設等指導指針」より）
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議事 17 令和５年度保育士確保の取組について 

①保育士宿舎借り上げ支援事業【資料あり】

保育所等の事業者が保育士用の宿舎を借り上げる費用の一部を補助します。 

本事業は例年、年度ごとに申請が必要となっておりますのでご注意ください。 

昨年度との変更点としまして、認可保育所の『施設長』と同様に、利用可能施設のいわゆ

る“園長”と呼ばれる方は補助対象外とします。※ただし、小規模保育事業の施設長は、保

育のローテーションに一日６時間以上かつ月 20日間以上従事している場合は利用可。 

②保育士就職面接・相談会

主に潜在保育士等を対象に、ハローワークと共同で就職面接・相談会を開催します。 

また、会場での開催のほか、オンラインでの相談会も実施します。開催日程や出展申込み

については、決まり次第通知いたします。 

③かながわ保育士・保育所支援センター【資料あり】

神奈川県・川崎市・相模原市・横須賀市と共同で運営をしています。保育士の求人・求職

のマッチングを行っていますので、ぜひご登録ください。 

④潜在保育士等への就労奨励金交付事業【資料あり】

潜在保育士等が上記「かながわ保育士・保育所支援センター」で求職登録を行い、就労支

援を受けた上で市内保育所等に就職した場合、奨励金として一人あたり５万円を支給します。 

⑤よこはま保育士確保コンサルタント派遣【資料あり】

保育人材の募集・採用活動、働きやすい職場環境の構築等、人材の定着に関すること、ま

た、児童の定員構成の見直し等、園の運営全体に関することについて、専門的なノウハウと

経験をもったコンサルタントを派遣し、個別の訪問相談を行います。 

⑥保育士相談窓口の設置

保育士等が労働環境等で悩んだ際に、保育士等の不安を解消し、離職防止を図るために、

保育業界に詳しい社会保険労務士等の専門家に相談できる窓口を設置します。 

取組の詳細については、人材確保のＨＰをご確認ください。 

【トップページ>暮らし・総合>子育て・教育>保育・幼児教育 

>待機児童対策>保育士確保の施策>法人向けの取組】

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-

yoji/taiki/hoikushikakuho/houjin-torikumi/ 

横浜市こども青少年局保育対策課 

TEL：045-671-4469 

188

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/taiki/hoikushikakuho/houjin-torikumi/
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/taiki/hoikushikakuho/houjin-torikumi/


令和５年３月 

 
 
 

市内保育所等を経営する事業者による、保育士向け宿舎の借り上げを支援するために、

必要な経費の助成を行います。 

令和５年４月から令和６年３月に係る期間の事業概要を次のとおりお知らせします。 

※当事業は単年度事業です。１０年間保証するものではありません。令和５年度につい

ては、採用から１０年目までの保育士が利用対象です。 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

 

【助成内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象経費 雇用する保育士向け、宿舎借り上げに係る経費のうち賃借料、共益費（管理

費）。※礼金、更新料、敷金等は対象になりません。 
補助率 対象経費の 3／4 （1／4 は事業者が必ず負担をします。） 
助成金額 宿舎 1 戸当たり月額 82,000 円の 3/4（61,000 円）を上限（1,000 円未満は切り捨て） 

【支援対象】 

○ 市内保育所等(※注 1)を経営する事業者が、雇用する保育士（※注 2）を、事業者が借り上

げた宿舎に入居させる場合、宿舎借り上げに係る経費を補助する。 
（※注 1）市内保育所等は次のとおり。 

・ 認可保育所 
・ 認定こども園 
・ 認可保育所等への移行を目指し、「移行計画書」を提出した横浜保育室 
・ 小規模保育事業（Ａ・Ｂ・Ｃ型） 
・ 事業所内保育所 
・ 家庭的保育事業 

（※注 2）市内保育所等に勤務する常勤保育士のうち、次の条件を全て満たす者（市内在勤に限る） 
・ 事業者の雇用開始日が属する会計年度から起算して、10年目の会計年度末（令和５年度

は平成26年度(2014年)以降雇用）までの者  

・  １日６時間以上かつ月20日以上保育に従事している者  

【ただし以下の場合は除く】  

・  事業者から住居手当等を支給されている者 

・  平成 24年度以前に保育所等が借り上げる宿舎に入居している者 

・  横浜市民間保育所設置認可・確認等要綱第８条１号に規定する施設長 

・ 認定こども園の園長（新たに要綱に明記予定）  

・ 家庭的保育事業の家庭的保育者（新たに要綱に明記予定）  

・ 横浜保育室の施設長（新たに要綱に明記予定）  

・ 小規模保育事業の施設長(※) （新たに要綱に明記予定）  

※ただし、保育ローテーションに一日６時間以上かつ月20日間以上従事している場合は対象 

なお、管理者給付を受けるために届け出ている、いわゆる「給付上の管理者」は対象外 

～横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業令和５年度のご案内～ 
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助成期間 事業者の雇用する補助対象保育士が、借り上げ宿舎に入居※している期間。 

※住民票に記載された住所、転入日等が助成期間と重複しており、かつ居住実態が

あること。 

 

★留意点★ 

・ 事業者が保育士用宿舎として借り上げている物件が助成対象です。事業者（法人の場合は、役員

を含む）が所有する物件を貸与している場合は対象となりません。 

・ 事業者が宿舎を借りただけでは、補助対象とはなりません。保育士の入居日（住民票の異動日）

から対象となります。 

・ 家賃の一部を保育士本人が負担する場合は、家賃から本人負担分を除いた金額が補助対象となり

ます。 

【令和５年度補助金申請書の提出期間】 

・令和５年４月から受付を開始します（通年）。 

・各提出書類の提出期間については「申請手引き」「提出期限一覧」に記載します。 

・遡り補助はしません。別途定める提出期限 (原則当月末締切、消印有効)までに申請のあった月

の家賃分からが対象です。 

・月単位での補助であり、１日から末日まで補助対象要件を満たした月が補助対象となります。 

 

【応募方法】 

・申請者は法人単位となります。 
・申請にあたり「要綱」、「申請手引き」等案内を必ずご確認ください。 
 
申請様式、要綱、申請手引き及び提出期限一覧等は横浜市こども青少年局「保育士宿舎借り上げ

支援事業」専用サイトにて掲載しております。 
本市トップページ>暮らし・総合>子育て・教育>保育・幼児教育>待機児童対策 
>保育士確保の施策>法人向けの取り組み>保育士宿舎借上げ支援事業 
<URL・二次元バーコード> 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/taiki/hoikushikakuho/houjin-
torikumi/hoikushishukusha2022.html 

また、メーリングリストを登録いただくことで、本事業に関する情報をリアルタイムで受け取る

ことができます。ホームページ掲載の登録方法をご確認のうえ、必ずご登録ください。 
 

【応募にあたっての申請書類】 

第１号様式 横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付申請書（別紙１、２を含む） 

第２号様式 令和４年度横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業計画書  

※保育士確認及び同意欄に申請保育士の署名されたものをご提出ください。 

第３号様式 令和４年度横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業収支予算書 

不動産賃貸借契約書（写し） 

保育士証（写し） 

市長が必要と認める書類 

 ※ 提出書類の詳細はホームページに掲載の「様式の提出及び記入方法について」をご確認ください。 
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令和５年度横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業における各種提出書類に関する問い合わせは、

ホームページに記載の本市委託業者までお願いします。 
 

 

【従来からの取り扱いを要綱に明記した点】 
 ・合併・事業譲渡等があった場合の補助対象期間（採用年数）の考え方について 
保育施設の運営事業者における、合併、事業譲渡、統合（系列法人間での譲渡や統合等を含む）等（以   
下、「合併等」という。）、保育士自らの意思による転職でない場合は、合併等前の雇用開始日が継続す 
るものとします。 

 

【補足】 
保育士宿舎借り上げ支援事業は、厚生労働省が発出している保育対策総合支援事業交付要綱に基づき、

事業を実施しております。今後、発出される交付要綱により、支援対象及び助成内容が変更になること

がありますので、ご了承ください。変更する場合には、別途事業者の皆様にご連絡いたします。 
なお、令和６年度以降の横浜市保育士宿舎借り上げ支援事業の継続有無及び事業概要につきましては、

詳細が分かり次第、事業者のみなさまに周知いたします。 
 
 

横浜市こども青少年局 保育対策課 
電話：045‐671‐4469 

e-mail:kd-shukusha@city.yokohama.jp 
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■5万円の奨励金を受けるには…

横浜市に
申請書を出す

(※)『かながわ保育士・保育所支援センター』では、専任のコーディ
ネーターがあなたに合った保育所探しを丁寧にサポートします。

公的機関で安心！無料で利用可能！

【本事業の問合わせ先】
横浜市こども青少年局保育対策課 電話：045-671-4469 メール：kd-hoikutaisaku@city.yokohama.jp

保育士資格をお持ちの方、横浜で働きませんか？
横浜市潜在保育士等への就労奨励金交付事業
『かながわ保育士・保育所支援センター（※）』を通じて、

横浜市内の私立保育・教育施設に就職すると
保育士個人が５万円の奨励金を受けられます。

かながわ保育士・
保育所支援センターで
求職登録を行う。

センターで
就労支援を受け、
横浜市内の保育所
等で働き始める

横浜市に
申請書を出す

■「横浜市潜在保育士等への奨励金交付事業」の詳細はこちら

求職登録はこちら

本事業の実施については、令和５年度の横浜市予算が横浜市会で可決されることを条件とします

奨励金の交付要件等は裏面参照
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■奨励金の交付要件
就労奨励金の交付対象者は、保育士資格を有するものであって次の各号のいずれの要件も満
たす方とします。
(1) かながわ保育士・保育所支援センターで求職登録を行い、センターの就労支援等を受けて、

横浜市内の私立の保育・教育施設（※）に採用されていること
(2) 前号で採用された保育・教育施設に、令和５年３月１日以降に就労開始しており、かつ申

請日時点で当該保育施設において保育・教育業務に従事していること
(3) 第１号で採用された保育・教育施設における勤務形態として、週20時間以上の勤務を要す

る雇用契約となっていること
(4) 保育士養成施設の卒業者については、当該保育・教育施設における就労開始日時点で、卒

業から１年以上経過していること
(5) 保育・教育施設の施設長（管理者）、園長及び保育・教育施設を設置し、又は運営してい

る事業者の役員でないこと
(6) 過去に、この要綱に基づく奨励金の交付を受けていないこと
(7) 当該保育・教育施設への就職にあたり、有料職業紹介事業者による採用支援を受けていな

いこと
(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員ではな

いこと

（※）奨励金の交付対象となる横浜市内の私立保育・教育施設

・認可保育所 ・認定こども園 ・家庭的保育事業 ・小規模保育事業 ・事業所内保育事業
・横浜保育室 ・横浜市私立幼稚園等預かり保育事業若しくは横浜市私立幼稚園２歳児受入れ
推進事業を行う幼稚園

■奨励金の税務上の取扱いについて
当該奨励金は、税務上は「雑所得」となります。確定申告や市・県民税の申告が必要となり、

課税対象となる場合がありますので、あらかじめ御了承ください。
(1) 所得税
収入が給与収入のみで年末調整によって所得が確定している方や、当該給付金を含めた「雑

所得」の合計が20万以下である場合、確定申告は不要（課税されない）となります。
一方、当該給付金を含めた「雑所得」の合計が20万円を超えることとなった方や、元々確

定申告をする必要がある方については、当該給付金の収入を含めて確定申告をする必要があり
ますので、御注意ください。
(2) 市・県民税について
所得税の確定申告が不要となった場合であっても、市・県民税の申告が必要となります（税

率10％（市民税6％、県民税4％））。課税額は、原則、給与から特別徴収されます。申告の
際は、本市から届いた「横浜市潜在保育士等への就労奨励金交付決定通知書」をお持ちの上、
申告してください。

（令和５年２月時点）
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令和５年度 横浜市保育士確保コンサルタント派遣事業 
募集案内 

横浜市では、市内の保育所等に対し、マネジメントの観点から保育士の確保・定着等に向けた支

援を行うことを目的に、「よこはま★保育士確保コンサルタント」を派遣し、保育所等が自主的な

課題解決を行えるように支援を行っています。 

 

本事業の概要                                       
・保育や経営等の専門的な知識を有するコンサルタントを申請のあった施設に対して派遣します。 

・訪問回数は、１園につき最大３回。実施時間数は合計 270 分が上限です。費用は無料です。 

募集期間・派遣期間                                       
募集期間・派遣期間につきましては改めてご案内いたします。 

申請方法                                        
 申請書をメールで提出ください 

  【提出先】：kd-hoikushi@city.yokohama.jp（こども青少年局保育対策課） 

  申請書類や事業の詳細はこちらから⇒ 
 

事業の流れ                                          
１.申請書の提出 

  「明確に課題や問題点がわからず、漠然とした採用への不安がある。」程度の 

お悩みでも大丈夫です。お気軽にご利用ください。 

 

 

２．コンサルタントの派遣決定 

本市が派遣するコンサルタントを選定し、通知します。通知書を受け取ったら、 

至急担当コンサルタントに連絡して日程の調整を行ってください。 

 

 

３.コンサルタントの初回訪問・面談（※オンラインでの相談も可能です） 

  提出いただいた申請書の相談内容について、より詳しくお伺いすることで、 

課題解決に向けて取り組むべきことを明確にし、具体的なアドバイスを行います。 

 

 

４.２回目以降の訪問 

初回で提案した取組について、継続性や効果などを聴き取り、評価します。また 

派遣終了後も継続していけるよう、保育士達も含めてフィードバックを行います。 

 

 

 

検索 横浜市 保育士確保コンサルタント 

次ページあり 
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保育士の採用や人材の定着、施設の運営等について、保育士確保コンサルタントは皆様の

悩みに寄り添い、課題解決のための助言を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●過去実施分のアンケート結果                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主なご意見                                     

・保育士の採用や定着支援については、なかなか外部の専門家の意見を聞くことがなく、研修にもない

内容なので有意義だった。 

・コンサルタントのアドバイスをもとに、求職中の方の目に留まるよう、転職経験者の意見も取り入れ

てホームページや求人票の見直しができた。 

・職員への言葉がけなどの対応を見直したところ、在職中の職員全員が次年度の継続勤務を希望した。 

・運営費の使い方の工夫について、他園の情報を聞くことができ、それらを取り入れることにした。 

・採用業務に当たっていた園長、主任等は、カウンセリングを受けたように楽になり、もうひと踏ん張

りしようという気持ちになり、励まされた。  

採用活動に高額なコストはかけられないなぁ… 

定着してもらうためには、何が必要かなぁ… 

なんとか保育士の負担を減らせないかしら… 

 

例えば 

そんな様々なお悩みに、経験豊富なコンサルタントが、各園の状況に 

合わせて、アドバイスします！！ 
 

・採用活動の効果的な実施方法とは 

・定着に向けた職場の雰囲気作りやコミュニケーションとは 

・児童の利用定員を見直すことで、余裕のある保育士の配置ができるかも 

 

 

 

【問い合わせ先】横浜市こども青少年局保育対策課 

電話：045-671-4469／メール：kd-hoikushi@city.yokohama.jp 
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児童福祉施設の設備及び運営の基準等の改正に伴う対応について 

 

保育所等における安全対策の強化等のために「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」等が改正さ

れました。それに伴い、本市の関係規程等を改正し、令和５年度より、下記の点について、新たな義務付

け、又は要件が変更されます。各項目について、詳細は別途通知しますが、対応に向けてご確認ください。 

 ※施設型給付幼稚園及び幼稚園型認定こども園については、同様の内容について県より周知される見込みです。 

 

１ 児童福祉施設等における児童の安全に関する計画の策定  

児童の安全の確保を図るため、保育所等について、安全計画を策定すること及び研修・訓練等 

を定期的に実施することを義務付けます。安全計画においては、施設内での保育時のみならず、

散歩時の園外活動や、バス運行時など施設外での活動時の安全確保についても盛り込むことが必

要です。合わせて、計画内容を職員及び保護者に説明することが必要となります。 

各施設にご対応いただく具体的な内容や、計画のひな型については別途通知します。 

※１ 家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業。以下、同じ。 

 

２ 送迎バス等における園児の所在確認及び安全装置設置の義務化 

ア）園児の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合に、園児の自動車への乗降車の際、

点呼等の方法により園児の所在を確認することを義務付けます。市の車両送迎にかかる安全管

理ガイドライン等を参考に、今一度、乗降時の手順など確認してください。 

〇保育・教育施設における児童の車両送迎に係る安全管理ガイドラインについて

（https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/jikotaio/basu.html） 

 

 

 

    

イ）通園用の自動車（２列以下の自動車を除く）を運行する場合は、当該自動車にブザーその他

の車内の園児等の見落としを防止する装置を装備し、当該装置用いて降車時、(ア)の所在確認

をすることを義務付けます。 

 また、安全装置の設置にかかる補助を実施します。詳細については、別途通知します。 

 

 

 

 

次ページあり 

 

  

対象施設 保育所、幼保連携型認定こども園、家庭的保育事業等※１ 

実施開始日 令和５年４月１日 

対象施設 保育所、幼保連携型認定こども園、家庭的保育事業等 

実施開始日 令和５年４月１日 

対象施設 保育所、幼保連携型認定こども園、家庭的保育事業等 

実施開始日 令和５年４月１日（ただし、令和６年３月 31日まで経過措置） 

【問い合わせ先】 １・２・４ 保育・教育運営課 045-671-3564 

 ３ 保育・教育支援課  045-671-4775 

５ こども施設整備課 045-671-4146 
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３ 業務継続計画の策定及び感染症等の予防・まん延防止のための研修について 

ア）感染症や自然災害の発生時の業務継続計画を策定・周知し、必要な研修・訓練を定期的に  

実施すること 

イ）感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修・訓練の実施を行うこと 

を、努力義務とします。 

業務継続計画の策定にあたっては、国においてガイドライン、計画のひな形及び研修動画が作

成されておりますので、参考にしてください。詳細については、別途通知します。 

 

 

 

 

○業務継続ガイドライン・計画のひな形（市HP） 

（https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/jikotaio/hoiku.html） 

○保育所における感染症対策ガイドライン（2018年改訂版）（市HP） 

（https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-kyoiku/hoiku-

yoji/shitukoujou/kansen/20190329095234280.html） 

○研修動画 

・児童福祉施設に係るBCPについて（https://youtu.be/KoSbvu_ulNE） 

・児童福祉施設に係る感染症対策について（https://youtu.be/Hj4y_3Tqjbg） 

 

４ 看護師等の配置特例の乳児の在籍人数要件について  

乳児の在籍人数によらず、安定して看護師等が勤務できるよう、乳児４人以上を入所させる保

育所、幼保連携型認定こども園等について、看護師等を１人に限り保育士とみなすことができる

とする規定について、乳児の在籍人数の要件を撤廃します。ただし、乳児が４人未満である場合

は、子育てに関する知識等を有する看護師等を配置し、看護師等が保育を行う際、保育士による

支援を受けることができる体制確保が必要です。詳細については、別途通知します。 

 

 

 

 

５ 社会福祉施設を併設する保育所等の特有の設備・専従の人員における共有について  

保育所等と児童発達支援事業所等の他の社会福祉施設を併設する場合、特有の設備・専従の人

員の共用を不可とする規定について、保育に支障のない場合に限り、特有の設備・専従の人員に

ついても共用可能とします。詳細については、既に併設している事業者に対し、別途通知しま

す。 

 

 

対象施設 
保育所、幼保連携型認定こども園 

家庭的保育事業等（イのみ） 

実施開始日 令和５年４月１日 

対象施設 保育所・幼保連携型認定こども園・幼稚園型認定こども園 

実施開始日 令和５年４月１日 

対象施設 保育所・幼保連携型認定こども園・家庭的保育事業等 

実施開始日 令和５年４月１日 
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保育園バス購入費補助の 

ご案内 
 

詳しくは、 

裏面を 

ご覧ください 

次のいずれかを実施する場合に、 

保育園バス購入時に費用を補助します！ 
 

●登降園時の児童の送迎 

●屋外遊戯場への送迎 
 
 

送迎の利用に加えて、こんな活用方法もあります！ 

・保育士等の通勤時の送迎！ 

・連携園への送迎 

・本園と分園間の移動など 

 

認可保育所・小規模保育事業のみなさまへ 

※令和５年度予算の議決を前提とした事業です。 

※令和５年２月現在の内容ですので、今後変更になる場合があります。 

200



 
保育園バス購入等補助事業の概要 

 

【補助対象者】 
認可保育所及び小規模保育事業設置者 

【補助要件】 
認可保育所及び小規模保育所の利用促進を図ることを目的に保育園バスを導入し、市内施設で 
次のいずれかを実施する場合 
(1)  登降園時の児童の送迎 
(2)  施設から距離のある屋外遊戯場に代わる場所への児童の送迎 

【補助対象経費】 
詳細は「横浜市保育園バス購入等補助金交付要綱」をご参照ください。 
(1)  保育園バスの車両購入費またはリース費  
(2)  チャイルドシート等の備品購入費 

【補助金額】 
補助金額（上限240万円）は、補助対象経費（上限320万円）に４分の３を乗じて得た額とし、千円 
未満の端数があるときは、これを切り捨てます。 

【その他】 
・バスの運行にあたっては、保育士１名以上の添乗を必須とします。 
・バスの運行は、交付決定通知を受けた当該年度の３月を目途とします。 
・利用者から実費徴収される場合、道路運送法第78条の規定による神奈川運輸支局長の 
許可が必要となります。 

【申込期間及び申込方法】 
申込期間：５月頃から８月頃まで（予定） 

【予算が上限に達した場合は終了となります。】 
申込み方法：こども青少年局保育対策課へ必要書類をご提出ください。  
☆要綱及び申請書は二次元バーコードを読み取るか、又は横浜市ホームページから下

記を検索しダウンロードをお願いします。 
検索 ⇒「保育園バス購入等補助事業のご案内」 

・申請をご検討される際には、別途、「横浜市保育園バス購入等補助金交付要綱」をご確認ください。 
・ご質問などありましたらお気軽にご連絡ください。 

【問い合わせ先】 
横浜市こども青少年局保育対策課 保育園バス担当  

Tel:045-671-4469  ／ Fax:045-550-3606 
Emai：kd-hoikutaisaku@city.yokohama.jp 
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認可保育所、認定こども園、幼稚園※、小規模保育事業 の みなさまへ 

 

 

 

 

 

 

 

待機児童解消促進事業補助事業で 

定員増加を目的に 

最大 250万円を補助します！ 
 

例えばこんな時… 

 

 

 

、１・２歳児 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

※ 「横浜市私立幼稚園等預かり保育事業」又は「横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事業」を 

実施している施設に限ります。 

 

 

待機児童解消促進事業 

（受入枠の増加）のご案内 

受入を増やすには 

食器や寝具が 

足りない…！ 

～詳しくは、裏面をご覧ください～ 

１歳児の受入を増や

すには小さい子用の

お手洗いが足りない

から、増設しないと

… 

児童用の机・椅子 

ロッカーがあれ

ば受け入れられ

る！ 

※令和５年度予算の議決を前提とした事業です。 
※令和５年２月現在の内容ですので、今後変更になる場合があります。 

202



横浜市待機児童解消促進事業の概要 
 

１・２歳児を中心に定員枠拡大を行うことや、小規模保育事業等の「卒園後の進級先」の確保として３～５歳児

の定員の拡大を行うために必要な物品の購入や施設の改修にかかる費用を補助します。 
 

１ 補助対象者 

  横浜市内で下記を運営する者とします。 

⑴ 認可保育所 

⑵ 認定こども園 

⑶ 幼稚園(「横浜市私立幼稚園等預かり保育事業」又は「横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事業」 

を実施している施設) 

⑷ 小規模保育事業 

 

２ 補助要件 

 下記を全て満たしていることを要件とします。 

⑴ 受入増又は定員構成の変更等について、各区と調整を終えていること 

⑵ 本事業を活用することで、次のいずれかの効果が見込まれること 

ア １・２歳児が１名以上定員増できること。１・２歳児の定員増に伴い、３歳児以上の各年齢の定員

が２歳児の定員より少なくなった場合は、２歳児の持ち上がりに必要な、３歳児から５歳児までの

定員増に対する費用も補助対象とする。 

なお、小規模保育事業において 19名を超える受入増加をする場合は、定員外入所に対する費用も

補助対象とする。 

イ 小規模保育事業等の「卒園後の進級先の確保」として、３～５歳児が１名以上定員増できること。

２歳児と３歳児の定員が同数の場合は、３歳児の定員外入所に対する費用も補助対象とすること

ができる。 

⑶ 原則として、令和５年４月１日時点において、受入枠の拡大を行う年齢の定員が埋まっていること。 

⑷ 各事業における設備及び運営に関する基準に定める基準を遵守できること 
 

３ 補助対象経費 

⑴ 物品購入費 

  具体例：児童用ロッカー、児童用下駄箱、児童用机・椅子、調理器具、寝具等 

⑵ 内装改修費 

  具体例：乳児室・幼児室の間仕切り変更、便所・調理室の改修、空調整備等 

※ 公的助成金や公的融資を受けた経費、人件費等運営費で賄うべき経費については、対象外です。 
 

４ 補助金額 

⑴ 物品購入費 

１人増えるごとに、25 万円を上限 

⑵ 内装改修費 

補助対象経費に４分の３を乗じて得た額とします。 

※ 物品購入費及び内装改修費の合計補助金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨て、総額

250 万円を上限とします。 

※ 受入１名増の場合は、100 万円を上限とします。 
  

５ 申請方法 

  申込期間：６月頃から 12 月頃まで（予定） 

【予算が上限に達した際は終了となる場合があります。】 

  申込方法：こども青少年局 保育対策課へ必要書類をご提出ください。 

 

６ お問合せ 

こども青少年局保育対策課 

<電話> 045-671-4469  <メールアドレス> kd-hoikutaisaku@city.yokohama.jp 

※ 要綱・様式、募集要項は、こども青少年局 ［認可保育所等の整備］のページに掲載しておりますので、 

下記 URL からご確認ください。（ 「★待機児童解消促進事業補助金について」 ） 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/seibi/ 

    二次元バーコードはこちら ▷          
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認可保育所、認定こども園、幼稚園※、小規模保育事業 の みなさまへ 

 

 

 

 

 

 

 

保育士の環境改善を目的に 

最大 250万円を補助します！ 
 

 

例えばこんな時… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 「横浜市私立幼稚園等預かり保育事業」又は「横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事業」を 

実施している施設に限ります。 

 

 

 
 

保育士環境改善事業補助金のご案内 

空き部屋に保育士の

ためのロッカーや打

ち合わせ用の机・椅子

を置きたい！ 

～詳しくは、裏面をご覧ください～ 

部屋を仕切って 

保育士が休憩できる

休憩室が欲しい！ 

※令和５年度予算の議決を前提とした事業です。 

※令和５年２月現在の内容ですので、今後変更になる場合があります。 
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横浜市保育士環境改善事業補助金の概要 
 

保育士の環境改善を図ることを目的に、保育士が休憩できる場、保育士同士がコミュニケーショ

ンを図る場としての機能を有する居室等（休憩室や更衣室等）の整備のために要する費用を補助し

ます。 

※令和４年度から事業名称を「横浜市待機児童解消促進事業補助金（保育士の環境改善）」から「横浜市保育士環境改

善事業補助金」に変更しています。 

 
１ 補助対象者 

 横浜市内で下記を運営する者とします。 

⑴ 認可保育所 

⑵ 認定こども園 

⑶ 幼稚園(「横浜市私立幼稚園等預かり保育事業」又は「横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事 

業」を実施している施設) 

⑷ 小規模保育事業 

 

２ 補助要件 

 下記を全て満たしていることを要件とします。 

⑴ 保育者の満足度の向上や離職防止が見込まれること 

⑵ 直近５年の間に同目的で本事業を利用していないこと 

⑶  直近５年の間に保育士の休憩室の確保や整備に対応するための費用に対する他の補助金・加

算等の交付を受けていないこと（新設園整備時の休憩室加算等） 

⑷ 保育材料費等、保育に必要な費用でないこと 

⑸ 各事業における設備及び運営に関する基準に定める基準を遵守できること 

 

３ 補助対象経費 

⑴ 物品購入費 

具体例：保育士用ロッカー、保育士が打ち合わせで使用する机・椅子(事務机は除く)等 

⑵ 内装改修費 

  具体例：休憩室、更衣室の整備、間仕切り変更等 
※公的助成金や公的融資を受けた経費、人件費等運営費で賄うべき経費については、対象外です。 

※過度な設備や著しく高価なものは対象外です。（例 美容効果をうたった製水器、高級造作家具等） 

 

４ 補助金額 

補助金額は、補助対象経費に４分の３を乗じて得た額とし、総額 250万円を上限とします。 
※物品購入費及び内装改修費の合計補助金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨て、予算

の範囲内で補助します。 

  

５ 申請方法 

  申込期間：７月頃から８月頃まで（予定） 

【予算が上限に達した際は終了となる場合があります。】 

  申込方法：こども青少年局 保育対策課へ必要書類をご提出ください。 

 

６ お問合せ 

こども青少年局保育対策課  

<電話> 045-671-4469 <メールアドレス> kd-hoikutaisaku@city.yokohama.jp 

※要綱・様式、募集要項は、こども青少年局 ［認可保育所等の整備］のページに掲載しております

ので、下記 URL からご確認ください。 

（ 「★保育士環境改善事業補助金について」 ） 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/seibi/ 

    二次元バーコードはこちら ▷          
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19-4 令和 5年度 現況確認について(現況届出書等の提出について)

こ保認第〇〇〇号 

令和５年〇月〇日 

施設・事業所設置者、施設長、園長 各位 

横浜市こども青少年局保育・教育認定課 

現況確認実施に係るご協力について（依頼） （案） 

日頃から横浜市政の推進にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

保育の必要性に関する現況確認に際しまして、ご協力をお願いしたく存じます。 

ご多忙のところ恐縮ですが、別紙をご確認いただき、お手配をお願いいたします。 

保育を必要とする状況が継続していることを確認するため、毎年、４・５月ごろ、対象の方に現況 

届出書と証明書類（就労証明書等）の提出を求めています。この確認を「現況確認」と言います。 

※ 提出がない場合、保育の必要性が確認できず給付認定が取り消されることがあります。

【対象者】 

・横浜市で法第 19条  ２/３号の給付認定を受けて保育所等を利用している児童の世帯 

・横浜市で法第 30条の４ ２/３号の給付認定を受けている児童の世帯

≪参考：今回の配布物≫ 

≪問合せ先（電話番号）：各区こども家庭支援課 保育担当≫ 

鶴見 510‐1816 保土ケ谷 334‐6397 青葉 978‐2428 

神奈川 411‐7157 旭 954‐6173 都筑 948‐2463 

西 320‐8472 磯子 750‐2435 戸塚 866‐8467 

中 224‐8172 金沢 788‐7795 栄 894‐8463 

南 341‐1149 港北 540‐2280 泉 800‐2413 

港南 847‐8498 緑 930‐2331 瀬谷 367‐5782 

●●●園

横浜 太郎 関内 次郎 港 花子 

現況届出書等一式の封筒には、以下の書類が封入されています。 

【封筒の中身】 

① 現況届出書（４月１日時点の登録情報が印字されています。）

② 現況届出書の提出について

③ 現況届出書記入要領

④ 就労証明書（２枚）

⑤ 宛先ご記入のお願い

≪現況確認とは≫ 

横浜市から各園へ、青袋に梱包して以下の書類を配付しています。 

【青袋の中身】 

① 現況対象者一覧（クラス年齢・かな氏名順）

② 現況届出書等一式が入った封筒（対象者分）

●●園 現況対象者一覧 

1. 横浜太郎

2. 関内次郎

3. 港花子

4. … 

5. …

令和 5年度の現況確認実施に、引き続きご協力をお願いいたします。 

４月下旬ごろに各園の皆様に配布予定の依頼文案を掲載します。 

現況確認書類の保護者への配付・回収方法に大きな変更は予定しておりませんが、

区への提出期限・提出方法などは必ず最新の通知をご確認ください。 
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別紙 

現況届出書等の配付・回収、区への提出について 

 

現況届出書等一式の「保護者への配付」、「保護者からの回収」、「区への提出」をお願いします。 

 

１ 保護者への配付【４月末まで（目安）】                        

青袋を受け取ったら、中に入っている現況届出書等一式を封筒のまま、対象者にそれぞれ配

付してください。 

※ ４月末までを目安に、可能な限り速やかに配付いただくよう、お願いします。 

 

【保護者への案内事項】 

 現況届出書のオモテ面（氏名が印字されている面）を一番上にして、提出用封筒に封入すること。 

 必ず封をして提出すること。 

 提出期限に間に合わない場合は、園のある区の区役所こども家庭支援課に直接提出すること。 

 

 

※ 現況対象者は 4/1 時点の情報を基に出力しています。 

児童が以下に該当する場合は、下表のとおりご対応ください。 

既に退園した 
対象者への書類配付は不要です。書類は、後述の「３ 区への提出」の際に 

併せて、そのまま区に戻してください。 

転園が決まっている 
対象者への書類配付をお願いします。 

回収は原則として、転園先の園が行います。 

新たに入園した 
対象者が横浜市の現況届出書一式の配付を受けている場合、貴園にて回収を 

お願いします。（配付を受けていない場合は、特段の対応は不要です。） 

横浜市外から通っている 
横浜市の現況確認の対象外です。 

児童のお住まいの市町村からの案内に応じて、ご対応をお願いします。 

 

２ 保護者からの回収【５月中旬ごろまで（目安）】                      

保護者から提出される現況届出書等の回収をお願いします。 

【備考】 

 区への提出方法・区への提出期限については、各区より別途ご連絡いたします。 

 保護者からの回収期限は各園にお任せしますが、期限を極端に早くすることは、保護者や 

保護者の就労先の負担になりますので、お控えください。 

 提出された封筒は絶対に開封しないでください。（個人情報保護のため） 

―― 裏面もご確認ください ―― 
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３ 区への提出【５月 20 日ごろまで（目安）※提出期限などの詳細は別途、区役所からご案内し

ます。】 

配送時に用いた青袋に以下の書類を入れ、区にご提出ください。 

 

① （書類の回収状況等を補記した）現況対象者一覧 

② （保護者から回収した）現況届出書等一式が入った封筒 

 

≪区へ提出する前の確認作業について≫ 

提出された封筒を、「現況対象者一覧」順に並び替えてください。 

その上で、「現況対象者一覧」の「園使用欄」に以下のとおりご記入ください。 

園使用欄へ 

記入する記号 
意味 

✔ 保護者から書類を回収した。 

× 
書類を配付したが、事情により、回収できなかった。 

（転園、市外転出、保護者の提出遅れなど） 

未 
既に退園しているなど、事情により配付できなかった。 

※現況届出書一式は何も記載せず、他の回収分とあわせて返送してください。 

4/2 以降に入園した児童で、貴園から書類は配布されていないが、保護者から書類を回収した場合

は、現況対象者一覧の最後の空欄に児童氏名等を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個人情報に関する留意事項】 

 現況届出書や、現況対象者一覧に記載されている内容は個人情報です。 

取扱いにはくれぐれもご注意いただき、他用はお控えください。 

 回収後に提出用封筒を開封することは個人情報の漏えいにあたります。 

✔ 

× 

未 

6 三井 咲                    3歳児                           H29.12.24 

現況対象者一覧にない児童を追加する際は、

①連番、②氏名、③クラス年齢、④生年月日

を記入してください。 

 

✔ 

「園使用欄」に、書類の回収状況を記入してください。 

※区使用欄・センター使用欄には記入しないでください。 

① ② ③ ④ 

✔ 

✔ 
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19-５ 連携施設への進級の仕組みについて

１ 連携施設へ進級させる際の取扱い 

卒園後の進級先の確保のため、連携施設を設定している場合は、連携施設に優先して入所でき

る制度（以下、「優先入所」）を設けています。すべての保護者の希望に応じた優先入所枠を確保

できない場合は、進級先によって決定者と選考基準（どの児童をどの進級先へ進級させるか）が

異なります。 

進級先 決定者 選考基準 

幼稚園・ 

認定こども園（教育利用） 
園の代表者 園の選考基準 

保育所・ 

認定こども園（保育利用） 

横浜市各区 

福祉保健センター長 
横浜市の利用調整基準 

＜卒園児が連携施設に進級する具体的なケース＞ 

（例１） 
Ａ事業の進級希望者３名に対し、連携先の B幼
稚園に３枠ある場合 

【進級先の調整は不要】 
保護者の希望に応じて進級可能

（例３） 
Ａ事業の進級希望者３名に対し、連携先のＢ幼
稚園に３枠、Ｃ保育所に３枠ある場合 

【進級先の調整は不要】 
保護者の希望に応じて進級可能

Ａ事業 
３名 

希望に 
応じて進級 

（例２） 
Ａ事業の進級希望者３名に対し、連携先の C保
育所に３枠ある場合 

【進級先の調整は不要】 
保護者の希望に応じて進級可能

Ａ事業 
３名 C 保育所に３枠 

（例４） 
Ａ事業の進級希望者４名に対し、連携先のＢ幼
稚園に２枠、Ｃ保育所とＤ保育所に１枠ずつあ
る場合 

【進級先を調整することが必要】 
どの児童がどの園に進級するか 

Ａ事業 
４名 

Ｂ幼稚園に２枠 

Ｃ保育所に１枠 

Ｄ保育所に１枠 

Ｂ幼稚園に３枠 

Ｃ保育所に３枠 

Ａ事業 
３名 B 幼稚園に３枠 

希望に 
応じて進級 

希望に 
応じて進級 
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２ 申請・申込みから決定までの流れ 
※１ 本項以降の「幼稚園」には「認定こども園(教育利用)」を、「保育所」には「認定こども園(保育利

用)」をそれぞれ含みます。 

※２ 本項以降の「区役所」は、特段の記載がない場合、園の所在区の区役所こども家庭支援課を指し

ます。 

 

（１）幼稚園に優先入所枠を持つ場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 保護者は、幼稚園（優先入所枠）へ、園の指定する日以降に直接申し込みます。 

幼稚園への申込は単願とします。 

② 幼稚園が優先入所枠の利用者を選考します。幼稚園（優先入所枠）に決まった場合は、進級と

なります。 

※ 幼稚園（連携先）の代表者は、市で定める期日までに決定者を区役所に報告します。 

※ 優先入所枠への進級者は決定しますが、県下幼稚園では願書受付を、11 月１日以降に統

一していることを踏まえ、正式な願書受付や入園料等の徴収をするときは、一般募集と同

様の 11 月１日以降（例年の場合）に行ってください。 

③ 幼稚園（優先入所枠）に不合格となった場合は、保護者は、幼稚園（通常枠）または保育所（一

次申請）への進級の希望を選択し、希望する場合は保護者ご自身で申込みます。 

    

（２）保育所に優先入所枠を持つ場合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項以降の取扱いやスケジュール等は、令和５

年４月に連携施設へ進級する児童を対象とした

もので、今後変更の可能性があります。 

進級希望 

児童 
園を経由して 

保育所を申請 

区役所での 

利用調整 

保育所に 

進級 
幼稚園 

（通常枠） 

保育所 

（一次申請） 

＜優先入所枠への進級＞ ＜優先入所枠以外への進級＞ 

進級 

保留 

希
望
す
る
場
合
は
再
度
申
込
み
・申
請 

幼稚園へ直接 

申込み 

お住まいの 

区役所に 

申請 

１ 
２ 

３ 

進級希望 

児童 幼稚園での選考 

幼稚園に 

進級 
幼稚園 

（通常枠） 

保育所 

（一次申請） 

＜優先入所枠への進級＞ ＜優先入所枠以外への進級＞ 

優先入所枠への進級を希望しない場合 

進級 

希
望
す
る
場
合
は
再
度
申
込
み
・申
請 

幼稚園へ直接 

申込み 

お住まいの 

区役所に 

申請 

１ 
２ 

３ 

幼稚園へ直接 

申込み(単願) 

優先入所枠への進級を希望しない場合 

不合格 
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① 保護者は、保育所（優先入所枠）への利用申請を行います。申請書類は、園（地域型保育事業）

経由で区役所に提出します。 

② 区役所は保育所（優先入所枠）の利用調整を行います。 

利用調整の結果、保育所に決まった場合は、以降の利用調整は行われず、進級となります。 

③ 保留となった場合は、幼稚園（通常枠）または保育所（一次申請）への進級の希望を選択し、

希望する場合は保護者ご自身で申し込みます。 

 

（３）幼稚園と保育所の両方に優先入所枠を持つ場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 保護者は、幼稚園（優先入所枠）への進級を希望するか選択します。選択する場合は園の指定

する日以降に直接申し込みます。幼稚園への申込は単願とします。保育所（優先入所枠）のみ

を希望する場合、申請書類は、園（地域型保育事業）経由で区役所に提出します。 

② 幼稚園が優先入所枠の利用者を選考します。 

幼稚園（優先入所枠）に決まった場合は、進級となります。幼稚園（優先入所枠）の代表者は、

決定者を区役所に報告をします。 

③ 幼稚園（優先入所枠）に不合格となった場合、保護者は、保育所（優先入所枠）、幼稚園（通常

枠）または保育所（一次利用調整）への進級の希望を選択します。 

④ 区役所は保育所（優先入所枠）の利用調整を行います。 

利用調整の結果、保育所に決まった場合は、以降の利用調整は行われず進級となります。 

⑤ 保留となった場合は、幼稚園（通常枠）または保育所（一次申請）への進級の希望を選択し、

希望する場合は保護者ご自身で申し込みます。 

  

進級希望 

児童 

幼稚園での 

選考 

幼稚園へ直接 

申込み(単願) 

園を経由して 

保育所を申請 

区役所での 

利用調整 

幼稚園に 

進級 

保育所に 

進級 

幼稚園 

（通常枠） 

保育所 

（一次申請） 

＜優先入所枠への進級＞ ＜優先入所枠以外への進級＞ 

優先入所枠への進級を希望しない場合 

進級 

不合格 

進級 

保留 

希
望
す
る
場
合
は
再
度
申
込
み
・申
請 

幼稚園へ直接 

申込み 

お住まいの 

区役所に 

申請 

園を経由して 
保育所を申請 

２ 

３ 
１ 

４ ５ 
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３ 優先入所の対象となる児童（令和 4年度参考） 

連携施設を持つ※１地域型保育事業・認可乳児保育所を利用していて、在籍基準日※２に在籍し、

当該年度末に卒園となる児童※3 

    

※１…令和４年８月 31 日までに覚書を締結し、区役所に報告していることが必要です。 

※２…在籍基準日：令和４年９月 30 日 

一時保育として利用している場合は対象外です。 

また、令和５年３月 31 日まで退所しないことが条件です。 

※３…市外在住児童や育児休業中で利用する児童も含みます。 

 

 

４ 連携施設への優先入所を希望しない児童 

幼稚園・認定こども園（教育利用）の通常枠に申し込む場合は、園に保護者ご自身で申込みま

す。また、保育所・認定こども園（保育利用）の４月利用申請（一次・二次）をする場合は、締

切日までにお住まいの区役所に保護者ご自身で申請します。 

 

 

５ 辞退の場合 

（１） 辞退者の取扱い 

連携施設への進級が決まった後の辞退は、原則、認められません。 

内定を辞退した場合でも、４月利用申請（一次・二次）の対象とはならず、５月利用申請

からの対象となります。ただし、次の場合には、例外的に申請できます。 

※例外的に申請できる場合 

転居した場合：内定を辞退した上で、年度途中申請または４月申請（二次のみ）が可能 

きょうだいを同園に揃えたい場合：内定を保持したままで、４月申請（二次のみ）が可能 

なお、幼稚園・認定こども園（教育利用）の通常枠の申込みについては、幼稚園・認定こ

ども園代表者の判断によります。 

（２）決定前の取下げ 

優先入所枠への利用申請を取り下げた場合は、４月利用申請（一次・二次）や幼稚園（通常

枠）に申請できますが、再度、優先入所枠への申請はできません。 
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６ 令和４年度のスケジュール（参考） 

時期 区役所（または市） 地域型保育事業・認可乳児保育所 連携施設 

８月 

   

９月 

   

10 月 

   

11 月 

   

  

意向調査を配布 

＜８月上旬＞ 

意向調査を 

保護者に配布 

意向調査を 

回収・提出 

意向調査を受付 

＜８月下旬＞ 

受入枠の調整 

＜９月下旬＞ 

受入枠の調整 

＜９月下旬＞ 

受入枠の報告 

＜９月下旬＞ 

申請書類一式を配布 

＜９月下旬＞ 

申請書類一式を 

保護者に配布 

連携先が 
保育所の場合 

連携先が 
保育所の場合 

優先入所枠への 

申込み受付・選考 

＜８月～９月＞ 

連携先が 
幼稚園の場合 

保護者へ選考結果を通知、

決定者を区役所に報告 

＜10 月上旬まで＞ 

決定者の報告 

＜10 月上旬＞ 

連携先が 
幼稚園の場合 

連携先が 
幼稚園の場合 

保護者から申請書類一式を

回収・提出＜10 月上旬＞ 

連携先が 
保育所の場合 

申請書類を受付 

＜10 月中旬＞ 

連携先が 
保育所の場合 

利用調整結果を 

保護者に通知、 

内定者の連絡 

＜11 月中旬＞ 

連携先が 
保育所の場合 

内定者一覧の受領 

＜11 月中旬＞ 

連携先が 
保育所の場合 
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７ 優先入所を行うにあたってのお願い事項（令和４年度参考） 

（１）地域型保育事業・認可乳児保育所の事業者様 

① 意向調査の配布 

８月上旬に、市より意向調査をお送りします。対象児童の保護者に意向調査をお渡しく

ださい。 

８月下旬、市で定める期日までに、保護者から意向調査を回収し、区役所に提出をお願

いします。 

② 連携先の受け入れ枠数の設定 

意向調査の内容を踏まえたうえで、連携先と協議し、連携先の受け入れ枠数を区役所に

報告をお願いします。 

③ 申請書類の配布（連携先に保育所がある場合） 

９月下旬に、区役所より申請書類一式を配布しますので、対象児童の保護者にお渡しく

ださい。 

10月中旬、市で定める期日までに、保護者より申請書類一式を回収し、区役所に提出

をお願いします。 

 

（２）幼稚園・認定こども園（教育利用）様 

８月～９月に、保護者から園の定める日以降に直接申込みがあります。申込方法等に関す

る問合せがあった際はご対応をお願いします。 

10月上旬、市で定める期日までに、保護者に対して選考の結果をお知らせください。あわ

せて、区役所に進級決定者の報告をお願いします。 

※ 優先入所枠への進級者は決定しますが、県下幼稚園では願書受付を、11月１日以降に

統一していることを踏まえ、正式な願書受付や入園料等の徴収をするときは、一般募集

と同様の11月１日（例年の場合）以降に行ってください。 

 

（３）保育所・認定こども園（保育利用）様 

11月中旬に、優先入所枠における利用調整の結果、内定した児童の一覧を区役所からお送

りしますので、ご確認をお願いします。 
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